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紀要 第 60 号 発刊にあたって 

 

一般財団法人 日本私学教育研究所 

所 長 平 方  行 

 

2024 年は、自然と社会と精神が分断されることによって大惨事が勃発しています。その痛みは決して

遠くの出来事ではなく、私たち一人ひとりに重くのしかかってくることを改めて受けとめなければなら

ない覚悟の時代を迎える瞬間から始まりました。であれば教育の業によって何ができるのかを考えない

わけにはいきません。 

世界(社会)は変革の時代に突入していると、よく言われますが私立学校は未来を見据えて先進性と先

見性を大切にして「建学の精神」がぶれることなく進んできました。そこでは常に独自教育の存在の為

に、豊かな創造性を発揮してきたのです。言うまでもないことですが、私立学校は「自由と社会的多様

性の原理」に基づいて教育を行って参りました。そうした私学教育は今後もあり続けます。歴史を振り

返れば 1872 年(明治 5 年)に学制が発布され、1889 年(明治 22 年)には大日本帝国憲法(明治憲法)が発布

されて東アジアで最初に憲法を持ち立憲君主国家になったのです。つまり民主主義国家が誕生したので

す。その後も教育に関する勅令は数多つくられました。その中の私立学校令(勅令第 359 号)は 1899 年

(明治 32 年 8 月 3 日)公布、翌 8 月 4 日より 1947 年（昭和 22 年）3 月 31 日まで施行された日本の勅令

です。公布・施行から第 2 次世界大戦終了後の学制改革直前まで、日本の私立学校を統制し続けまし

た。この他にも多くの勅令により私立学校は常に「私立学校撲滅政策」の風に晒され続けてきました。 

一方、公立学校は「平等と社会統合の原理」に立脚して、教育の共通性･中立性の原則を要請されて

います。また最近、大阪の私学行政においては家庭の所得制限を撤廃し、すべての家庭に授業料相当額

の補助金を支給する代わりに私立学校の授業料の上限(年額 63 万円)を決めて、それに従わせる施策(キ

ャップ制)を行っています。これは私学教育の豊かさを喪失させると同時に、私立学校の経営権を侵害す

るものであるといえます。私立学校が常に晒されてきた「私学撲滅政策」に繋がりかねないのです。 

現在、2025 年～2030 年～2050 年の状況がよく話題になると思いますが、テクノロジーの進化が教育

にどのような影響をもたらすのか。既に生成 AI は私たちの生活のなかにも教育のなかでもパートナー

として活用していくレベルになっていますので、私立学校としては多角度的な視野を持って研究･研修

を推進して欲しいと願っております。直近に迫った 2025 年問題は「団塊の世代」が 75 歳を迎えて「超

高齢化社会」に突入して労働人口の減少を引き起こし、医療･介護分野などの社会保障の増大や不足問

題が表面化していきます。2030 年には人口の約 3 分の１が高齢者になりますから、生産年齢人口は

6,875 万人余りと見込まれています。引き続き 2050 年に至る 20～30 年間は同じような状況が続いてい

きますし、それ以降の 21 世紀の社会も然りです。今そこ｢22 世紀型教育｣を創造するために｢プレ 22 世

紀型教育に向けて時代を動かすビバレッチポイント｣を考えていきたいと思います。それは Z 世代α世

代の中高生が「未来社会設計政策」に参加することによってのみ叶うものであると確信しております。 

結びになりますが委託研究員の先生方には、さまざまな工夫や研究に取り組まれたことに、感謝申し

上げますと同時に今後のチャレンジに期待いたします。 
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 国の教育政策と私学 

―生成 AI、国立大学法人化、英語教育改革、外国語教育政策、小中高の自殺― 

 

                             山 﨑 吉 朗 一般財団法人日本私学教育研究所 

 

1. はじめに 

本稿では、毎年、過去に書いた文章を並べ、改革の推移を追って来た。早いもので 11 年になる。後

述するようにこれが最後となる。 

2013 年度「英語教育狂想曲（中略）どのように実現するのだろうと専門家ですら首をかしげ

る提案もある」 

2014年度「日本の教育改革の歴史の中に記録される年」 

2015年度「工程を踏んで実現の方向に向かう年」 

2016年度「これからの数年はそれらが実現していく過程を注視して行く事になる」 

2017 年度「「大山鳴動して鼠一匹」と思えるようなものもある。理想は高かった、しかし。

趣旨は誰しも同感した、しかし。果たして実現出来るのだろうか、やはり。というものもある。」 

2018 年度「今回の改革は、日本の将来に大きく関わる教育改革であるのは間違いない。「改

革ありき、日程ありきで進むべきではない1。」でなければいけない。」 

2019年度「大学共通テスト構想が頓挫し、年が明けてコロナウィルスが猛威をふるい、21世

紀最悪の年の様相を呈している。」 

2020年度「昨年度以上に 21 世紀最悪の年の様相を呈している。しかし、改革が止まった訳で

はない。寧ろ、コロナ対応の為に、壁に穴があき、淀んでいた水が一挙に流れた改革もある。」 

2021 年度 「何と書けばよいだろう？コロナ、ウクライナ侵攻？最悪の上のことばはなんだ

ろう？思い浮かばない。」 

2022年度 来年は何と書く事になるだろうか？2017年度に書いたことが現実になったとは書

きたくないものである。 

今はどうなったのか、補足する。 

2013年度の「英語教育狂想曲」。コミュニケーション中心に大きく舵を取った英語教育は 10 年経っ

て何を生んだのだろう？教員の研修が大きな負担になり、後述のように生徒の英語嫌いを増やし、格

差が広がっている。効果が顕著だとは言いがたい。 

2014 年度には、大改革が次々に打ち出され、大きく改善されていくと、教育関係者は思っていた。

筆者も、「残り僅かとなった第７期中央教育審議会総会で、文科大臣をはじめとして何人もの委員が、

今回の審議会は歴史に残る審議会となるだろうと語っていた。教育委員会の改革、英語教育改革、小中

一貫制度、飛び級制度、遠隔授業、学習指導要領の改定の諮問、さらには最大の難題と言われた大学入

試改革、これほど多くの諮問が出され、さらに審議するだけなく短期間で答申や報告の提出まで至っ

たものの多い審議会というのはほとんど前例がないだろう2。」と記した。世界の教育の潮流とも合致

していたし、「計画」はとても素晴らしかった。ところが実際に動き始めると次々に変更されていく。 

2019 年度には大学共通テスト改革の目玉が頓挫し、さらには、安倍首相独断の学校閉鎖の上、授業

がなく、卒業式もない、戦後最悪の年度末となった。唯一、「コロナ対応の為に、壁に穴があき、淀ん

でいた水が一挙に流れた改革もある」と書いたのは、GIGAスクール構想、一人一台構想、化である。

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
1 2016年 3月 26日朝日新聞朝刊社説 
2 2015年 3月 31日 日本私学教育研究所紀要「国の教育政策と私学」 
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まさに、「淀んでいた水が一挙に流れた」ように進んだ。教科書のデジタル化も進んでいる。2014 年

度に「日本の教育改革の歴史の中に記録される年」と書いた改革の一つは、2020 年度には、皮肉な言

い方で書けば、コロナウィルスが後押ししたと言ってよいのではないだろうか？ 

結果、2023年度は下記となる。 

2023 年度 やはり、昨年の懸念通り書かざるを得ない。「理想は高かった、しかし。趣旨は

誰しも同感した、しかし。果たして実現出来るのだろうか、やはり。」 

 

2. 生成 AI 

 昨年、生成 AI3について記した。4 月の校正の時にようやく、生成 AI ということばが定着しだした

時期だった。「この原稿を書いていたのは 3月半ばだが、校正をしている現在（4 月初旬）に、急にこ

の生成 AI に対する風向きが変わってきた。イタリアなどのヨーロッパ諸国では、禁止や、禁止の検討

が始まった。また、日本や海外の大学のでは、禁止する大学や指針を出す大学が出てきた4。文科省も

教育現場に向けての指針を出すということが報道5され、一挙に懸念や禁止の方向になってきた。現在

は、読売新聞が先頭を切って報道6しているが他紙の論調も変化している。」 

 それ以降、生成 AI の進化、精度は加速度的に進み、SF の世界のようなシンギュラリティ7について、

AI 研究者達は以前は一笑に付し、筆者も大学の講義で「AI はそもそも、人間の知能をどう人工的に作

っていくかの研究なので、AI が人間を越えることはない」と説明していたが変更した。一部について

は規制なしの野放しは危険というのが、世界の動きになっている。読売新聞では、人類の存続や文明を

揺るがしかねない４つの脅威として、１気候変動、２核兵器、３遺伝子の改変、４人工知能（AI）を挙

げ、他の３つは国家レベルで協議し、規制を加えているが、AI は企業の開発なので、その制御が異な

ると特集を組んでいた8。技術者は次々と高度なものを開発する。それが技術者の本能である。オッペ

ンハイマーも同様だった。それが取り返しがつかないことになる可能性もある。今や、人類にとっての

課題である。 

ビジネスの世界では次々に応用されている。教育現場では、不安も懸念も多くあるが、少なくとも、

生成 AI 抜きにこれからの教育を考えることは出来ない。制限するにしろ、活用するにしろ、ともかく

生成 AI を除外することは出来ない。教育現場での多くの実践例も出て来ている。よりよい教育環境を

実現していく為に、教員も生徒も、生成 AI の活用を学んで行く必要がある。教育改革のスピードより

遙かに速い。全く違うものだが、コロナウィルスと同じく、一挙に教育現場を変革していく。 

 

3. 国立大学法人化の失敗 

 今年（2024 年）4 月 8 日に、朝日新聞が全国の国立大学の学長からとったアンケート結果が、一面

トップ記事として載った9。その内容について、4月 10日には、社説で「国立大学政策 失敗を直視し

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
3  ChatGPT（Open AI 社）が 2022年の 11月 30日に公開。ユーザー数が 5日で 100万人、2ヶ月で 1億人が登
録。Bing AI（Microsoft社）。2023年 2月 7日に公開。他にも google などが公開している。 
4 2023年 4月 9日 読売新聞 「チャット GPT、学生の利用に対策…上智大「論文使用なら厳格な対応」」 
5 2023年 4月 6日 読売新聞 「チャット GPT巡る学校向け指針、文科省が検討…「瞬時に作文」悪影響に懸
念」 
6 2023年 4月 9日 読売新聞 「「AIで論作文」見抜けない恐れも…チャット GTP、教育現場に波紋」 
7 2007年 1月 25日 レイ・カーツワイル「ポスト・ヒューマン誕生―コンピュータが人間の知性を超える時―」
NHK 出版 
8 2023年 6月 18日 読売新聞 「人類の存続や文明を揺るがしかねない４つの脅威―チャット GPTに代表され
る生成 AI は最も対処が難しいかもしれないー」 
9 2024年 4月 8日 朝日新聞 「学長７割「悪い方向進んだ」国立大法人化 20年、朝日新聞社調査」 
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見直す時」10と論じた。はっきり「失敗」ということばが書かれ、「各地

の貴重な教育・研究拠点が取り返しのつかない状況に陥る前に、政府は

政策の見直しに着手する必要がある。」と結論付けている。 

 学長の７割が悪くなっていると回答している。７割というのは恐ろし

い数字である。具体的には、法人化は、１施設の劣化 ２人員削減 ３

研究の衰退 を生んだ。 

 金沢大学が、トイレの改修費用がなくてクラウドファンディングを実施

し、355万を集め、「SNS では「どんだけお金ないのよ……」などと驚きの

声が広がった。」とある。教授会や理事会で、どんな“真面目な”論議をして

トイレのためのクラウドファンディングを実施したのだろう。まるでブラッ

クユーモアである。別大学の教職員からは「教員数は 2004 年度に比べて半

分に減った」（人文科学系教授）といった声があった。教員の定年退職後に

補充されないケースも多いという。23 年度の任期付き教員の割合は 32.3％

で、18年度から 5.5ポイント上がった。 

 最大の問題は研究時間の減少だろう。職務時間のうち研究活動が占める割

合は、02年に国立大は 50.7％だったのが、18年には 40.1％と 10.6 ポイント

減った。「教授であれば１週間のうち、研究できる日があれば良いというレ

ベル」（農学系助教）とする教員もいた。アンケートでは、研究力について

「低下してきている」「どちらかと言えば低下してきている」とした学長は 6 割に及ぶ。その結果とも

言えるだろう、よく問題になる、論文の引用数は 04年の４位から 23年の 13位に急激に落ち込んでい

る。ノーベル賞を受賞してきた基礎研究の部分が重視されなくなり、今後日本がノーベル賞を取る可

能性はどんどん減っていると指摘されている。異常事態をこのまま放置していいのだろうか？  

 

4. 外国語教育 

4.1. 英語教育改革の失敗 

 中学英語については、新学習指導要領になって 3 年学習した生徒達が 3 月に卒業した。英語の学力

向上を最優先課題の一つとした、学習指導要領改定がどのような結果を生んだのかという、第一弾が

出たと言うことになる。結果はどうであったか？残念ながら、予想通り格差を広げただけであったと

多くの現場から聞こえてくる。「中学英語「難しい」、広がる学力差 新学習指導要領導入から 3年」

という朝日新聞の記事はそれを裏付けている11。単語数が大幅に増えるのは今回の大きな改革の一つだ

ったが「中学で扱う単語は従来の 1200 語程度から 1600～1800 語に急増。20 年度から始まった小学校

の教科「外国語」では単語の暗記にはあまり時間を割かないため、生徒によっては小学校で扱う 600～

700語も実質的に中学校で覚える。」と指摘し、格差が大きく広がっているとしている。「江利川春雄・

和歌山大名誉教授（英語教育学）は「塾に通える子が有利になり、英語が嫌いな生徒が増えた。大きな

失敗だと言わざるを得ない。英語嫌いをつくらない、余裕のあるカリキュラムに戻すべきだ」に、文科

省は声を傾けてほしい。前に進むばかりが改革ではない。 

4.2. 外国語教育のあり方 

 英語の早期教育について、大津由起夫氏の記事を載せておく12。「母語がまだ確立されておらず、自
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
10 2024年 4月 10日 朝日新聞 「（社説）国立大学政策 失敗を直視し見直す時」 
11 2024年 3月 19日 朝日新聞 「中学英語「難しい」、広がる学力差 新学習指導要領導入から 3年」 
12 2024年 2月 22日 朝日新聞 「（早期教育へのギモン：３）幼少からの英語熱「異常な状態」 認知科学

者・大津由紀雄さんに聞く」 
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分で母語をコントロールできない子どもに、大人が英語だけの環境を人為的に与えるのはどう考えて

もおかしな話です。（英語教育の過熱ぶりは）率直に言って、異常な状態だと思っています」。英語が

出来るようになることがまず第一と考える保護者に対して、「ただただ英語を話せるようになってほ

しいという親には『一刻も早く英語圏に移住してください」と助言します。』」というのは強烈であ

る。ことばはすぐに覚えるがすぐに忘れる。英語圏に行けば当然英語は話せるようになる。ただ、母語

の日本語はおろそかになる。小学校英語に反対してきた大津氏は次のように指摘する。「小学校では、

日本語で書かれた本を通じ、ことばの仕組みや働きを理解することが重要です。言語学習の基礎がで

きたら、今度は外国語の文法の仕組みや働きを学ぶ。外国語を本格的に学び始めるのは、中学校からで

も遅くはありません。」 

4.3. 言語を学ぶ脳の部位 

 注目される東京大学の論文が科学誌サイエンティフィックリポーツ13に掲載され、新聞報道された

14。言語を自然に習得できるのは、一定の年齢（臨界期）までという仮説がある。臨界期は 12～13歳

ごろという説や、もっと早いという説があるが、それが否定された実験だったと言える。論文では、

「酒井邦嘉教授（言語脳科学）は「多言語を習得することで、次の言語の取得が容易になることがはっ

きりした」と話している。」と、多言語学習の有効性に触れている。科学的な検証は重要である。 

 

5. 小中高生の自殺 

 昨年、不登校と自殺が大きく増えている

ことについて、NHK と読売新聞の記事を紹

介した。今年もひどい状況である。多くの

有識者が推測しているように、コロナが関

わっているのだろうか？果たして来年は？

小中高生の自殺について、日本経済新聞か

ら引用する。グラフは警察庁、厚労省15。

「2023年の小中高生の自殺者数が 513人に

上り、過去最多だった前年（514 人）から高

止まりしていることが 29日、警察庁の自殺統計（確定値）に基づく厚生労働省のまとめで分かった。

新型コロナウィルス禍の影響とみられる。小中高生の内訳は小学生 13 人、中学生 153 人、高校生 347

人。厚労省自殺対策推進室は『危機的な状況が続いている』としている。」 

 

6. さいごに 

 私事になるが、冒頭で書いた様に、今回の原稿が最後になる。18年間、この紀要原稿を書いてきた。

教育改革ということばが横行し、頓挫したものも含めて、様々な変革は行われてきた。では、教育はよ

くなったのか？正直、何の為に行っているのかわからないものも少なくない。改悪も多い。なぜ、失敗

したら戻らないのだろう？残念だが、それが最後に書いておきたいことである。 

 本研究所を離れるが、今後も日本の教育がどのように進むのか、子ども達の未来はどのようになる

のか、見続けていきたい。 

 長い間、ありがとうございました。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
13 https://doi.org/10.1038/s41598-023-50896-6 
14 2024年 2月 9日 朝日新聞 「何歳でも習得可能？ 第 3、第 4言語を学ぶ脳の部位は、母語と同じ」 
15 2024年 3月 29日 警察庁、厚労省 「令和５年中における自殺の状況」R5jisatsunojoukyou.pdf (npa.go.jp)  
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コロナ後の効果的な海外留学の構築 言語能力と心理要因から分析して 
 

 

吉 田   努 北星学園女子中学・高等学校 

 

1.はじめに 

 新型コロナウィルスの影響により、2020 年 3 月頃から高校生海外留学は中止となり、以降の派遣の

見通しが立たなくなった。勤務校の専門英語科では、これまで高校 2 年次に全員留学を行ってきたが、

2020〜21 年度はプログラム中止を余儀なくされた。本研究では、コロナ禍を経て再開された留学を効

果的なものとするため、英語圏への高校生留学の効果検証を行い、事前指導・留学中・事後指導を充

実させるための基礎資料を提供する。 
 

2.先行研究 

 日本人高校留学効果について、先行研究は筆者が知る限り多くはない。主に心理面に注目して調査

したものとして、横田他(2018)は、高校留学経験者と学部留学経験者の比較を大規模アンケートで行

い、「価値観の醸成」「能力の向上」「キャリアへの影響」「人生や仕事への満足度」「行動の変化」

の視点から分析し、高校留学の方が留学の心理的インパクトが大きいことを報告している。また、東

(2007)は、高校生の 1 年留学と中学 1〜3 年生の夏期研修の効果をアンケートで比較し、1 年留学をし

た生徒の方が夏期研修に参加した生徒よりも、主観的な英語力の伸びや異文化・世界情勢へ関心や積

極性を身につけたと報告している。 

 対象が大学生ではあるが、英語力の伸長についての報告としては次のようなものがある。明治大学

国際日本学部廣森ゼミナール 4 期生(2017)は、回答者自身の留学前後の英語力について CEFR を基に

した質問項目で 4 技能ごとに自己評価させ、留学後の方が英語力全般の伸びを実感していることが報

告された。小林(1999)は、TOEFL ITP を用いて留学前後での英語力の伸びを報告している。Fukasawa 
& Fordyce(2005)は、4〜5 ヶ月留学前後の場面に適切な語用論的能力(依頼と謝罪)の変化を記述式談話

完成テストで比較し、留学後に回答語数が有意に増えたこと報告している。高校留学における英語力

の向上を、留学を通して培われると考えられる語用論的能力向上(中田・鈴木 2022; Loewen 2020)に注
目して報告された先行研究は見つけられなかった。 
 

3.研究１ 

 先行研究を基にして、留学を経験した生徒を対象とし、留学の有無や期間の長さによって、どのよ

うな傾向があるのかを探る探索的・予備的な調査を行うこととした。この結果を基に、2023年度出発

する生徒への本調査（研究 2）を行う。 
 

3.1.研究課題 

 研究課題を次のように設定した。 
課題①:留学期間の長さによって、留学が高校生に与える心理的要素にはどのような違いがあるのか。 
課題②:留学期間の長さと留学の有無によって、依頼・謝罪の語用論的能力に違いがあるのか。 
 

3.2.方法 

(1)対象 
 調査に同意した高校 3 年生女子生徒 45 名を対象とした。留学の内訳は、2022 年 7〜8 月:1ヶ月(オー

ストラリア・イギリス)13 名、2022 年 7〜9 月:3 ヶ月(オーストラリア)14 名、2022 年 8 月〜2023 年 6 
月:1 年(アメリカ)3 名、留学しなかった生徒 15 名である。 
(2)留学インパクトのアンケートと「依頼」・「謝罪」能力の測定調査 
 先行研究を参考にし、本研究では留学効果を、(1)横田他(2018)と同じ項目を使用して留学が与える

心理的インパクトを調査し、(2)記述式談話完成タスク(清水 2016)を用いて、「依頼」「謝罪」を必要

とする場面での発言を収集した。2023年 6月の筆者の授業時間内において、Google Forms と Microsoft 
Forms を用いて調査は行われた。 
 (1)の留学のインパクトについては、留学経験者 30 名を留学期間ごとに分け、比較検討した。質問

項目は合計 75項目であり、「全くそう思わない、あまりそう思わない、そう思う、つよくそう思う」

の 4 件法である。また、対象が高校生であることを踏まえ、横田他(2018)の質問項目の内、キャリア
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に関する質問に「進学」の要素を加えた。なお、プライベートな質問も含むため、回答は無記名とし

た。実際の質問項目と例は次の表の通りである。 
 
表１：留学の心理的インパクトを調査するための質問項目とその例 

質問項目 実際の質問の例 

①授業や課外活動に対する積極性 「留学中、寮やホームスティ先で積極的に交流し

た」 

②留学による能力の向上 「留学の結果、【ストレス耐性】が向上したと思い

ますかすか」 

③留学のキャリアと進学への影響 「留学がキャリア設計（こんな仕事がしたい）の上

で助けとなった」「留学が進学先を検討する上で助

けになった」 

④留学による意識の形成 「多様な価値観や文化的背景を持つ人々との共生す

る意識が高まった」 

⑤留学による行動の変化 「多様な価値観や文化的背景を持つ人々との交流活

動に参加することが多くなりましたか」 

⑥留学による価値観・態度の変化 「新しいことを経験したい⇄今までのことを継続した

い」 

⑦人生の満足度 「あなたは、人生に満足していますか」 

 

 (2)の「依頼」「謝罪」の発言を引き出す記述式談話完成テストは、先行文献（清水 2016）を参考に

し、高校生にとって馴染みがある状況に設定し直し(例：「会社」→「学校」、「部下」→「1 学年下

の後輩」、「取締役」→「校長」)、留学非経験者も含めて比較検討した。状況設定では、相手に丁寧

に接するというポライトネス(Leech,2014)の観点を鑑み、「社会的立場」「義務・被害」「ことの重

大さ・自分の責任の大きさ」を変化させた。実際の状況設定は次の通りである。 
 
表２：記述式談話完成テストの実際の場面設定 

 
社会的 

立場 

義務・

被害 

ことの重大

さ・ 

自分の責任

の大きさ 

実際の状況設定 

依

頼

１ 

自分から

見て目下 
あり 大きい あなたは生徒会の会長です。昨日（月曜日）、1 学年下の Jane Baker に金曜

日までに学校祭の報告書を書くように指示しました。しかし、今日（火曜

日）になって、明日（水曜日）の午後の担当の教員との打ち合わせにその報

告書が必要なことがわかりました。Jane はほかの授業や生徒会業務に追われ
ていますが、あなたは明日の朝までに報告書を提出するように依頼します。 

依

頼

２ 

目上 なし 小さい あなたは学校のエレベーターに乗り込みましたが、両手に大量の教科書と

PC を抱えているため、行き先階のボタンを押すことができません。ほかに

エレベーターに乗っていたのは校長先生一人だけだったので、彼女に 5 階

（米 fifth floor, 英 fourth floor）のボタンを押してくれるように依頼します。 
謝

罪

１ 

同等 大 き

い 
大きい あなたは、友人（Amy Parker）から借りた高価な本を読んでいるときに、う

っかりその本にコーヒーをこぼしてしまいました。今、その本を彼女に返す

ところです。あなたは彼女に謝罪をします。 
謝

罪

２ 

自分か

ら見て

目上 

大 き

い 
大きい あなたは、学校の教員です。「今年度の修学旅行先の状況を調査するよう

に」という校長 Michael Robertsからの指示をすっかり忘れていました。今、
彼から調査結果を提出するように言われました。あなたは調査が終わってい

ないことを謝罪します。 
 

3.3.結果 

 調査項目が膨大であるため、顕著な結果が見られたものを抜粋する。留学のインパクトの内、留学

の結果ストレス耐性が身についたかどうかという質問に「つよくそう思う」と答えた割合は、留学期

間が伸びるほど高くなった:1ヶ月 38.5%、3ヶ月 64.2、 1 年 100%。また、多様な価値観や文化的背景

を持つ人々と共生する意識が高まったどうかと いう質問に「強くそう思う」と答えた割合も、同じ傾

向であった:1ヶ月 53.8%、3 ヶ月 64.2、 1 年 100%。 談話完成テストの内、「依頼」をする形式で

は、留学期間が長くなるほど、発言語数の平均が増加した:非留学 26.1 語、1 ヶ月 27.15 後、3 ヶ月 
31.29 語、1 年 55.6 語。  
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3.4.考察 

 研究課題①については、留学中には、文化の違いに起因するすれ違いなどは留学期間が長くなれば

なるほど多くなるため、ストレス耐性が身についたと考えられる。また、多文化共生の意識の高まり

についても、留学期間が長くなればなるほど、多様な価値観に触れることが多くなったことが考えら

れる。研究課題②については、留学期間が長くなる程、言葉を尽くして発言できるようになっている

ことが示唆される。ポライトネスの観点から、発話語数を多く費やすことができることは、適切な表

現ができるようになっていると考えられる。研究 1 は、留学の事前事後テストという形にはなってお

らず、また同一学習者内での変化を比較していない。学習間での比較ではあるが留学期間の差によっ

て、留学のインパクトと依頼・謝罪の能力に差があることが示された。 

4.研究２

研究 1を踏まえ、同様の質問項目を利用し、研究デザインを同一対象者の事前事後比較とする。

4.1.研究課題 

 研究課題を次のように設定した。 
課題①:1ヶ月のホームスティとイマージョン留学によって、高校生は心理面でどのような成長を実感

するのか。 
課題②:1ヶ月の留学と国内学習の前後(7月と 9月)によって、依頼・謝罪の語用論的能力に違いはある

のか。 

4.2.方法 

(1)対象
調査に同意した高校 2年生女子生徒のべ 23名を対象とした。

(2)留学インパクトのアンケートと語用論的能力（「依頼」「謝罪」）の測定調査

調査項目は研究１と同様である。留学が心理面に与えるインパクトは 1ヶ月留学を経験した 12名を
対象に 2023年 9月に Google Formsを用いて無記名で行われた。語用論的能力は、1ヶ月留学を経験し

た 6 名と留学に行かずに日本国内で学習した 5 名を対象に、2023 年 7 月（留学前）と 9 月（留学後）

に Microsoft Formsを用いて記名式で行われた。 

4.3.結果 

 留学のインパクトの内、留学の結果ストレス耐性が身についたかどうかという質問に「つよくそう

思う」と答えた割合は 50%であった。多様な価値観や文化的背景を持つ人々と共生する意識が高まっ

たどうかという質問に「つよくそう思う」と答えた割合は 67%であった。キャリア設計（こんな仕事

をしたい）の上で助けになったかどうかを尋ねる質問に「つよくそう思う」と答えた割合は 58%であ
った。 
 次に、談話完成テストの結果を表 3と 4で示す。  
表３：談話完成テストの語数の平均値を留学に行った生徒と国内で学習した生徒で比較 

1ヶ月（標準偏差） 国内（標準偏差） t値 p値 
依頼１ 7月 32.3(22) 24.6(13.1) 0.68 0.50 

9月 28.8(12.6) 29.4(15.2) 0.06 0.95 
依頼２ 7月 15.3(9.8) 13(5.5) 0.47 0.64 

9月 12.67(6.9) 16.6(6.8) 0.94 0.37 
謝罪１ 7月 16(6.2) 13(3.4) 0.96 0.35 

9月 17.7(5.8) 18.6(9.4) 0.2 0.84 
謝罪２ 7月 16.67(7.4) 12(2.5) 1.34 0.21 

9月 17.17(4.6) 18.4(10.1) 0.27 0.79 

表 ４：談話完成テストの語数の平均値を同一グループの生徒を事前事後で比較 

7月（標準偏差） 9月（標準偏差） t値 p値 
依頼１ 1ヶ月 32.3(22) 28.8(12.6) 0.71 0.51 

国内 24.6(13.1) 29.4(15.2) 1.03 0.35 
依頼２ 1ヶ月 15.3(9.8) 12.67(6.9) 0.9 0.4 

国内 13(5.5) 16.6(6.8) 1.03 0.35 
謝罪１ 1ヶ月 16(6.2) 17.7(5.8) 0.78 0.46 

国内 13(3.4) 18.6(9.4) 1.2 0.29 
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謝罪２ 1ヶ月 16.67(7.4) 17.17(4.6) 0.36 0.72 
 国内 12(2.5) 18.4(10.1) 1.62 0.18 

 

統計的に差があるかどうかを調べるため、「留学した生徒と留学しなかった生徒」及び「事前事後」

で繰り返しありの両側 t検定を行ったが、有意水準 5%をいずれも満さなかなかった。よって、留学の

有無によって、有意に差があるとは言えない。 
 

4.4.考察 

 研究課題①について、ストレス耐性が向上したと感じる生徒が多いことは研究１の結果と同様であ

った。しかしながら、留学が将来のキャリア設計を考える機会となるかどうかの質問項目に「つよく

そう思う」と回答した生徒の割合が研究２では 64%であった一方、研究１では 23%であった。研究２

では留学直後での調査であった一方で、研究１では留学から帰国後訳 10ヶ月が経過している。このこ

とから、留学直後に感じた留学と自分の進路の接点を感じられる生徒の割合が減っていることが示唆

される。つまり、留学インパクトが時間の経過とともに薄くなっていったことが予想される。 
 研究課題②について、量的な観点からは、1 ヶ月留学をしたとしても日本国内で過ごしたとしても、

平均語数にはほとんど差がなかった。また、質的な観点では、丁寧さの観点からより丁寧に聞こえる

言葉遣いをするなど向上が見られた生徒はわずかにいたが、留学の効果とは必ずしも言えないだろう。

しかしながら、質の変化については、今後より詳しく分析する必要がある。 
 

5.まとめと今後の課題 

 本研究を通じて、留学が与える心理的なインパクトと語用論的能力の発達について明らかとなった

ことをまとめ、今後の留学プログラムのあり方を提案したい。たとえ、1 ヶ月だったとして留学は参

加者を成長させる。例えば、ストレス耐性や多文化への理解が深まることが挙げられる。しかし、帰

国直後は将来への目的意識が明白であるが、時間が経つと減退する可能性が示されたため、帰国後に

留学が自分の将来と何からの繋がりがあることを意識させる事後指導の必要性が示唆される。また、

語用論的能力は 1 ヶ月のイマージョン留学では量・質共にあまり変化はしないことがわかった。より

充実した留学プログラムを構築するためにも、今後、より長期の留学を対象にすることや、事前指導

として語用論的な事前指導をすることでどのように生徒の技能が向上するのかを調べる必要があるだ

ろう。適切に「依頼」や「謝罪」をするやり方などの言葉の使い方は、これまであまり日本の英語教

室では指導されてこなかった(石原・アンドリュー 2015）。英語を日常的に使う環境で効果的に意思

疎通をするためには、言葉そのものの指導と共に言葉の適切な使い方の指導の必要性があるだろう。 
 
参考文献 
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東正訓, 2007,「高校生の海外留学プログラムの評価-地域連携型研究の一試みとして-」 『追手 
  門学院大学地域支援心理研究センター紀要』4, 2-12. 
石原紀子・アンドリュー・D・コーエン, 2015, 『多文化理解の語学教育』研究社. 
小林敏彦, 1999,「海外短期語学研修で英語力はどのくらい伸びるものか」『小樽商科大学人文研 
  究』97, 83-100. 
Leech, G, 2014, The Pragmatics of Politeness. Oxford: Oxford University Press.=2020（田中典子訳）『ポラ 
  イトネスの語用論』研究社. 
Loewen, S, 2020, Introduction to Instructed Second Language Acquisition. London: Taylor & Francis. = 2022 
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清水崇文, 2016, 『心を動かす英会話のスキル』研究社. 
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学院史研究における資史料の収集・保存・活用 
 

 

  星 野 夏 美 遺愛女子中学・高等学校 

 

1 はじめに 

 遺愛学院は、1882年 2月 1日に開校した北海道

で最古の女子中学校・高等学校である。遡ること

1874年 1月、ハリス宣教師とその妻フローラが函

館に到着して教会を設立し、デイスクールと呼ば

れる私塾を始めた。本学院ではこのデイスクール

が開かれた 1874年を「創基の年」と定め、2024年

は「創基 150 年」という節目を迎え、様々な記念

事業が展開されている。 

その事業の一環として、150 年の歴史を振り返

る『遺愛百五十年史（仮称）』と、写真で 150年を

振り返るフォトブック（『愛を遺す―遺愛学院 創

基 150 年記念写真集（仮称）』）の出版を予定して

いる。その編纂のために、2022 年度より「150 年

史編集委員会」が発足し、今現在編纂作業に取り

組んでいるが、発足当初から資料に関する課題を

抱えていた。 

 課題の一つ目として挙げられるのが、校内に残

された資料の保存状況である。委員会発足当時、

校内各所に未整理の資料が散逸し、湿度等の管理

も行われておらず、カビや虫による腐食が進み、

判読不能となった資料が見受けられた。まずは、

資料の収集と適切な保存環境を整える必要があっ

た。 

 二つ目は、校内外から資料提供を募り、集まっ

た資料の選定と「メタデータ」の作成である。校

史編纂に資料が不可欠であることは言うまでもな

いが、特に 150 年の歴史を俯瞰するためには、ど

の年代の蓄積が豊富か、反対に不足している年代

はどこかなどの概観を知ることが急務となった。 

 そこで、委員会では校史編纂の他に、「アーカイ

ブの構築」を活動の一つとして位置付け、同時並

行で進めてきた。本稿は、専門職員不在の中等教

育機関におけるアーカイブの構築に関する考察で

ある。 

 

2 アーカイブとは 

図 1-1 情報の宇宙と記録保存 （出典:小川千代子

2007:28） 

 図 1-2 フローチャート：情報の宇宙の記録保存（出典:同

前） 

アーカイブとは図書館や博物館、自治体、企業

の資料を保存・活用することを指す（岐阜女子大

学 2019:7）。具体的な過程については、次の図 1-1

と 1-2が参考となる。 

第一段階では、無数の情報から選択して「記録」

となり、第二段階ではそこから必要なものだけを

取り出して「保存記録」となる。この段階からア

ーカイブの本来の意味を帯びてくる。第三段階で

は、判断基準に基づいて保存された記録の淘汰と

整理を行い「整理済み記録」として保存され、さ

らに必要に応じて第四段階には「修復した記録」
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として保存される。この第一段階から第四段階ま

でを、アーカイブを構築する大まかな過程として

捉えることができる（小川 2007:26-30）。 

3 資料の収集 

3.1 校内資料 

 アーカイブを構築するための第一段階として、

資料の収集から開始した。収集方法としては、前

述の校内で未整理のまま散逸している資料（校内

資料）の収集に加え、同窓生からの資料提供の二

つを主として行った。 

校内資料は、学校の制度・行事等の変遷を知る

上でとても貴重な資料となる。校内にあるため収

集が容易である反面、その膨大な量（少なく見積

もっても段ボール 100 箱分以上）の選定作業に大

きな時間を費やした。 

 この作業で問題となるのが、資料をどう評価す

るか（資料評価・選定評価1）である。アーカイブ

はすべての資料を保存の対象としているわけでは

なく、何を受け入れるのか、何を収集のターゲッ

トとするのかは、そのアーカイブの目的（コレク

ションポリシー）によって決定される場合がほと

んどである。そして、このポリシーに基づきなが

ら、個々の資料の利用価値や重要度などによって

アーカイブに保存するか否かの判断が行われる。

その判断には専門的な知識が不可欠であることは

言うまでもないが、自分の置かれている状況や立

場に左右されない中立性を保つこともまた資料評

価・選定評価の際には必要になる2。 

 また、資料に害虫やカビが発生している場合は、

保存作業に移す前に「燻蒸処理（害虫やカビの発

生を確認した際の殺虫殺菌処理）」が有効だが、大

掛かりな作業が必要になる。 

3.2 同窓生からの資料提供 

 2022 年から今日に至るまで、約 30 人（現教職

員・旧教職員も含む）から延べ 300 件以上にのぼ

                                                      
1 選定評価の具体例については岐阜女子大学（2019: 21-24）が詳しい。 
2 アーカイブやアーキビスト（アーカイブ資料を取り扱う専門職員）の役割は「選択」なのか「収集」なのかなど、
選定評価に関する議論については、スー・マケミッシュほか（2023: 169-182）が詳しい。 
3 参考のために他の教育機関の資料提供に関する情報を集めたところ、多くは寄贈を前提として受け入れを行って
いた。 

る資料提供があった。手当たり次第に資料を集め

てしまうと収拾がつかなくなってしまう可能性が

あるため、2022年時点で手元にない資料（例えば

卒業アルバムは戦時中や 1970 年のものが欠けて

いた）や、校内資料では見つけられなかった資料

を中心に提供を呼び掛けた。 

同窓生からの資料を受け入れるにあたっての注

意点は、寄贈資料なのか返却を要する資料なのか、

その区別を受け入れの段階で明確にしておくこと

である3。できる限り電話等で寄贈の可否を確認し、

寄贈の意思が確認できたものに関しても、寄贈資

料であることと、寄贈者の氏名がわかるように保

存した。また、実際には受け入れた資料のほとん

どが寄贈となったが、編纂作業終了後に返却を希

望する方（多くは写真やアルバム）や、現物を一

時的であっても手放すことに抵抗のある方もいた

ため、個別に写真の送付を依頼するなどして対応

した。 

 また、資料や写真だけでは年代や場所、状況を

特定することが難しいため、電話連絡の際にその

資料に関するエピソードやどのような場面なのか

聞き取りなどを行い、出来る限りその資料の実態

を知ることに努めた。 

4 資料の保存 

4.1 資料保存の４つの原則 

資料の保存を考える上で留意したいのが、以下

の四つの原則である。 

①出所原則 

出所が異なる記録・資料を混同しないこと。 

②原秩序尊重の原則 

もとの並びには意味があると考え配列を変えな

いように注意すること。 

③原形保存の原則 

 はさみこみ方、たたみ方、折り目などにも意味

があると考え、資料のもとの形を損なわないよう
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にすること。 

④記録の原則 

①から③の過程で変更が生じた場合には、④の

原則に則って必ず記録しなくてはならない（小川 

2007:42-48）。 

4.2 資料情報の記入 

 上記の四つの原則に従いながら資料の保存作業

を行った。封筒を準備し表 1・写真 1 のように、

手に取った時に収納されている資料がどのような

資料なのか、すぐにわかるように情報を記した。 

 

資料番号 任意に付した資料番号 

タイトル 資料の名称 

作成年 資料の作成年 

作成者 資料の作成者 

内容 資料に関する特記事項 

メモ 寄贈者、寄贈年月日など 

表 1 資料整理用の封筒に付した内容 

 

 

写真1 実際の封筒の表書き 

 クリップやホチキスなどで一纏めにされていた

資料はできる限りばらさずに封筒に収納し、内容

やメモ欄に資料の詳細がわかるように記入した。

また、クリップやホチキスなどの金属は長い間つ

け続けると錆びてしまい、資料を痛める原因にな

るため、一つ一つ丁寧に取り除いて収納した。 

4.3 紙媒体以外の資料の保存 

紙の資料は保存していた環境が悪くない限り、

100 年以上前の資料であっても、私たちは手にと

って読むことができる。紙に適した環境で保存す

れば、1000年近く経つ資料であっても判読自体は

可能である。紙媒体以外の資料のほうが長期保存

には向かない。 

その要因は様々あるが、コンピュータやオーデ

ィオ関連機器などはモデルチェンジが頻繁に行わ

れるため、今では機器がないために再生ができな

いものが増えている。例えばフロッピーディスク

も 20～30 年前には当たり前のように使われてい

たが、今現在使用している人はゼロに近いばかり

か、読み取りができる機器を手に入れることはと

ても難しい。 

4.3.1 光ディスク・磁気テープ 

収集した資料のほとんどは紙媒体だったが、中

にはフロッピーディスクや DVD、CD、VHSビデ

オ、写真などもあった。DVDや CDのような光デ

ィスクは 20～50 年、VHS ビデオなどの磁気テー

プは 15～30 年が保存寿命とされている（橋本 

2004:39）。 

特に VHS ビデオは、2016 年には再生機器の生

産が完全に終了し、再生可能な機器は日々減少し

ている。同時に、2025 年頃には過去約 60 年間に

わたって製造され、様々な映像や音声を記録して

きた磁気テープは通常の再生ができなくなり、そ

こに収められた記録資料は失われる可能性が高い

（長谷川 2022:33）。 

4.3.2 電子化・デジタル化資料 

電子化・デジタル化された資料の寿命も決して

長くない。前述のモデルチェンジと同様に、新し

いハードウェアやソフトウェアが登場した後に、

旧式のものが淘汰されていくことはもちろん、ウ

ィルスやハッカーの存在、人間の不注意や失敗な

ど電子記憶が失われる契機は様々ある。 

紙に虫がわけば燻蒸が有効であるし、カビを防

止するためには温度・湿度管理が大切である。紙

媒体の資料は保存場所をとるだけにコストパフォ

ーマンスがよくないように思われるが、そうした

課題を越える電子化・デジタル化にもリスクが伴

うことにも留意が必要である。 
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とはいえ、光ディスクや磁気テープに残された

記録をそのままにしておくことは、廃棄すること

を意味する。長期的な保存のためには、VHSビデ

オや DVD に残された記録をデジタル化し、デー

タを複数の記録媒体に分散的に保存することが推

奨されているが、新しい媒体への継続的なアップ

ロードが必要となる（長谷川 2022:46）。 

4.3.3 写真資料 

 写真は VHSビデオなどと比較しても、長期保存

には適している。しかし、写真をそのまま重ねて

保存しておくと貼り付いてしまうため、薄葉紙で

包んで、暗くて低温度・低湿度の環境で保存する

と劣化を最小限に抑えることができる。 

4.4 メタデータの作成 

 資料の保存作業と同時並行でメタデータの作成

を行った。メタデータとは、資料を整理し、保管

（保存）する過程で、その資料が何であり、どの

ような内容のものなのか等の説明情報（写真で例

えると、資料名、場所、時代、撮影日等）のこと

を指す（岐阜女子大学 2019:49）。校史編纂のため

には、資料の有無の検索と、必要な時にその資料

を活用するシステムを構築することが不可欠であ

り、そのためのメタデータを作成した。 

 Excelデータで表を作成し、資料整理用の封筒に

記した情報とほぼ同じ情報を入力した。Excelはキ

ーワードで検索することや、年代順に並び変える

ことも容易であるため、メタデータを作成する上

では実用性に優れている。 

5 資料の活用と今後の課題 

 アーカイブは資料の保存だけが目的ではなく、

保存された資料を活用することもまた重要な意義

である。校史編纂のためのアーカイブではあるが、

その実用的な活用ができているとは到底言えない。

例えば、資料番号も現段階では仮番号をつけてい

る段階で、場所の問題から資料をわかりやすく、

手に取りやすい形で保存するにも至っていない。 

まずは校史編纂のために未だ整理が進んでいな

い資料の保存作業を進めていきたい。加えて、9月

には創基 150 周年記念式典を控えており、それに

向けて 150 年の歴史を振り返る展示を企画し、そ

の準備のために今回のアーカイブを活用できたら

と考えている。 

 実際に校史を編纂するにあたり、旧教職員の先

生方が収集した資料がいかに貴重であるか、さら

に歴史を振り返り原点に立ち返ることがいかに重

要であるかをこの二年間驚きと共に実感してきた。

先人たちの想いと、時代の変化に適応しながらも

変わらない教育の根幹を次の 50年、100年先に伝

えていくこともまた、私学教育の特有性を考えた

時に大切なのではないかと思う。そうした想いや

歴史を伝えていくためにも、過去だけではなく未

来への視座も持ちながら、このアーカイブをさら

に意義深いものにしていきたい。 

 
参考文献 
岐阜女子大学デジタルアーカイブ研究所編, 2019, 『［新

版］デジタルアーキビスト入門――デジタルアーカ

イブの基礎』樹村房. 
長谷川奨悟, 2022, 「過去の視聴覚資料のデジタル化と

活用にむけて」『佛教大学宗教文化ミュージアム研

究紀要』18: 25-50. 
橋本慶隆, 2004, 「映像記録メディアの変遷――アナロ

グからディジタルへ」『尚美学園芸術情報学部紀要』

5: 29-44. 
小川千代子・阿部純・大川内隆朗・鈴木香織・研谷紀夫, 

2007,『アーカイブを学ぶ――東京大学大学院講義
録「アーカイブの世界」』岩田書院. 

スー マケミッシュ・マイケル ピゴット・バーバラ リ
ード・フランク アップウォード編, 石原一則・大木
悠佑・坂口貴弘・塚田治郎・平野泉・保坂裕興・森

本祥子訳, 2023, 『続・アーカイブズ論――記録の仕
組みと情報社会』明石書店. 

和崎光太郎、小山元孝、冨岡勝, 2017, 「学校史資料論の
構築に向けて――活用と分類・学校統廃合・アーカ

イヴズ」『近畿大学教育論叢』28(2): 107-136. 
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総合的な探究の時間で目指される生徒の資質能力は、どのように育成されるのか 

 

 

荒 井 雅 子 立教新座中学・高等学校 

キーワード：総合的な探究の時間、評価 

１ はじめに 

本報告は、「総合的な探究の時間で目指される様々な資質能力は、探究的な学習の過程でどのよ

うに育成されるのか」について、検証評価を行なうものである。総合的な学習の時間（以下総合的

な学習）から総合的な探究の時間（以下総合的な探究）へ変わったことで、多くの学校はこれまで

の総合的な学習を総合的な探究に読み替えることで対応していると考えられる。しかし両者は質的

に異なるものであり1、単なる読み替えでは総合的な探究の質が保証されることは難しい。 

探究的な学びがいかに保証されたかを評価するためには、探究学習で目指される生徒の資質能力

を抽出し、それらが総合的な探究の過程でどのように育成されるのか、生徒の自認はどの程度変化

するのかなどを、様々な指標をもとに調査する必要があろう。 

 

2 調査の方法と出発点 

調査の対象は、2023 年度の本校高校 2 年生約 300 名である。彼らが高校に入学した 2022 年に、

学年として、既存の行事を援用し 3 年間をかけた探究学習のプログラムを設計した。それらは、1

年次の 4 月～9 月に実施されるキャリア教育探究活動2、1 年次 10 月～2 年次 10 月まで行なわれる

修学旅行探究活動3、2 年次 11 月から 3 年次 11 月まで実施される卒業研究論文探究活動と名付けら

れた。プログラムのゴールは、卒業研究論文を執筆する技術と能力を身につけることである。今回

の委託研究は、2023 年度の修学旅行をターゲットにしたものである。 

これらの活動は以下の学年目標に従ってデザインされている。 

1．既存のキャリア教育、修学旅行、卒業論文などの活動を、立教学院独自のリーダーシップ（多様

な価値観や文化を受け入れながら、周囲の人々を巻き込み、共に行動し、付加価値を創出する能力）

を軸とし、企業や大学と連携した課題解決型の調査・研究活動に、刷新すること。 

2．高校生全員が各学年で行なう調査・研究活動により一連の学びを複数回反復することで、リーダ

ーシップや課題解決に関わる能力だけでなく、「共に学び続ける」姿勢を 3 年間かけて醸成するこ

と4。 

                                                      
1 文部科学省『高等学校学習指導要領(平成 30 年告示)解説 総合的な探究の時間編』学校図書、2019 によれ

ば、「課題に関わる概念を形成し、探究の意義や価値を理解する」こと、「実社会や実生活と自己との関わり

から問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析」すること、「互いのよさを生かしなが

ら,新たな価値を創造し、よりよい社会を実現しようとする態度を養う」ことなど、従前とは異なる目標が設

定されている。 
2 荒井雅子, 田中稜, 島野誠大 et.al, 2022, 「『共に学び続ける』生徒の育成を目指して（1）」『立教新座中学

校・高等学校研究紀要』第 52 集：79-98. 
3 荒井雅子, 田中稜, 島野誠大 et.al, 2023, 「『共に学び続ける』生徒の育成を目指して（2）」『立教新座中学

校・高等学校研究紀要』第 53 集：55-78. 
4 中高一貫校である本校はそれぞれの学年の成熟度が異なりひとつの評価基準で生徒の主体的な活動を評価

することが難しいため、CEFR 的評価基準を作成した。 
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2 年目の取り組みで、生徒の資質はどれほど変化したのか、またこのような働きかけの弱点はど

こにあるかなど、改善への課題は多くあるだろう。前年度の評価基準を利用しつつ、総合的な探究

において生徒の資質能力がどのように変化するのかを観察し、弱点を見出したい。 

 

3 修学旅行探究活動の概要 

この探究活動は、修学旅行先が抱える社会課題をグループで調査探究することで、「実社会や実

生活と自己との関わりから問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析」し、「互

いのよさを生かしながら,新たな価値を創造し、よりよい社会を実現しようとする態度を養う」と

いう点で、総合的な探究の目的とも合致する取り組みである。修学旅行は 3 方面 4 コースに分割さ

れており、各コースで取り上げた社会課題は以下の通りであった。 

 表 1. コースごとの社会課題一覧 

コース 課題 協力企業など 実施日 

中国四国 岡山県真庭市の地域再生 （財）真庭観光局 5 月 18 日午後 

九州 長崎市が抱える坂の多い町並みの問題点 長崎大学 5 月 17 日午後 

沖縄Ａ コザ商店街の空き家活用事例 

県南部での有機栽培農業の実証実験 

（株）Ridilover 

 

5 月 16 日午後 

沖縄Ｂ 5 月 18 日午後 

  

事前学習では、学年全員が、地方が直面する課題について、また個別の地域の地域振興について

レクチャーを受けた。次に、コースごとに 3～4 人の班を構成し、それぞれの地域の特徴と直面す

る課題について班ごとに調査を行なった。このように、生徒は地域課題とそれに対する解決策の見

通しを立てた上で修学旅行に臨んだ。旅行後は、現地調査の結果新たに判明した課題や追加情報な

どを利用し更に探究活動を深め、7 月末を目安に 2000 字程度のレポートにまとめた。レポートは表

1 に示された協力企業に届けられて、9 月以降に各企業からフィードバックを頂くことが出来た。 

修学旅行探究活動のまとめは、それぞれの探究活動の結果報告と共有である。9 月 14 日と 21 日

の HR を使いコースごとの報告会を実施した。最後は各コース優秀な 2 班を選び、9 月 28 日に全体

で優秀作品発表会を行なった。選ばれた 8 班の作品は 10 月 28 日 29 日に実施された文化祭で展示

された。 

 

4 結果と評価 

評価の指標は、これらの探究活動が卒業研究論文の執筆をゴールとすることを鑑みて、論文作成

に必要な能力に特化して課題設定、調査技能、計画管理、機器操作技能、課題解決、資料の推敲、

発表能力・まとめ・発表技能、協同学習・協力・リーダーシップの８項目にまとめた。 

修学旅行探究活動が開始されるタイミングでの、生徒の自己認識と、修学旅行探究活動が終了し

た時点での自己認識を比較したのが図 1、2 である。昨年までの取り組みにより、計画管理につい

て「個人で自律して計画を実施することが出来る」と自認している生徒の割合が高い一方（72％）、

グループで共同して作業をしたり思考を深めたりする事に、難しさを感じる生徒が多くいたことが

分かっている（45％）。 
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では 2023 年度はどう変化したか？「課題解決について」の項目で、高校１年生段階の達成度よ

りも高次の達成度だと自己評価した生徒の割合がやや増えたことがわかるが（49％→59％）、全体

の傾向に大きな変化はないとみていいだろう。ただし、「計画管理について」の項目では高 2 段階

の「グループ内の相互理解により予定に従って計画を実施することができる」だけでなく、我々が

高 3 段階と設定した「個人で自律して計画を実施することができる」と自認する生徒の割合が高く

なった。劇的ではないが、生徒は徐々に（自分は）高次のスキルを身に付けていると自認している

ことが読み取れた。 

 

 

図 １． 2022 年度におけるルーブリックの到達度 N=288 

 

図 ２． 2023 年度におけるルーブリックの到達度 N=306 
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また、今年度はより丁寧に看取るために、自身の変化を生徒がどう感じているかを調査する項目

を追加した。複数回答を認めているため、総数は 306 を超える。社会課題の大枠は決まっていたが、

具体的な探究テーマを自分たちで設定する必要があったので、課題設定、調査技能、課題解決、発

表等について伸びたと実感する生徒が多い一方で、これらの評価項目についてまだ足りないと感じ

ている生徒が多いことがわかる。見通しを立てるという点でマトリックスは意味があるが、現在の

到達度にどの程度満足しているかをより的確に看取るためには CEFR 的なマトリックスだけではな

く、自分の能力をどう評価するかという生徒の主観を引き出すような評価指標も加えることが有益

であろうと思われた。 

 

表２．「あなたに足りない/あなたが伸びたと感じる技術や能力に何がありましたか」 

 足りないと感じる技術や能力 伸びたと感じる技術や能力 

課題設定について 118 人 88 人 

調査技能について 93 人 100 人 

計画管理について 107 人 66 人 

課題解決について 78 人 80 人 

資料の推敲について 99 人 62 人 

発表能力、まとめ、発表技能について 110 人 86 人 

協働学習・協力、リーダーシップについて 69 人 67 人 

 

５ まとめ 

 卒論作成に向けた探究活動の指標は、導入当初は網羅的であることや段階的であることで、総合

的な探究においても十分機能できるだろうと予測していた。しかし、目標としてのマトリックスは、

そのままの形では自己を評価するための基準として利用するには変化をつかみきれなくなる可能

性があることも理解できた。特に４で示したような生徒自身が自己の能力をどう評価するかという

点においては、まだ改変の余地があるだろう。 

 

主要参考文献 
荒井雅子, 田中稜, 島野誠大 et.al, 2022, 「『共に学び続ける』生徒の育成を目指して（1）」『立教新座中学校・
高等学校研究紀要』第 52 集：79-98. 
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高等学校における推測統計の系統的な指導方法の検討 

 
 

 

安 宅   隆  三浦学苑高等学校 

 
１．はじめに 

2023 年は人工知能（AI）という言葉が一般市民

にも身近になった年であった。ICTや IoTに対して、

AI はそのものに学習する機能を備えている。この

点において AI は学びや生活の在り方を変革する可

能性がある。（三村 2020）この急速に変化し続ける

社会において意思決定を行い、IoT と AI による社

会の効率化を実現するために必要な能力が統計で

ある。（中山 2023）そして、本学習指導要領から高

等学校では数学Ⅰ「データの分析」で仮説検定の考

え方を、数学 B「統計的な推測」で正規分布を用い

た仮説検定を指導することとなった。 

本研究の目的は次の 2 つである。まず推測統計を

系統的に学ぶためにカリキュラム・マネジメントの

理論的検討を行うことである。そして、特に数学Ⅰ

と情報Ⅰとの連携の可能性を踏まえ仮説検定の指

導法について検討・実践し、後述の批判的思考態度

の涵養の向上に対する効果検証を行うことである。 

  

２．カリキュラム設計のための理論的検討 

(1)仮説検定に関連する指導目標の比較・検討 

仮説検定に関する目標として、数学Ⅰ「データ 

の分析」では「具体的な事象において仮説検定の

考え方を理解すること」「不確実な事象の起こりや

すさに着目し、主張の妥当性について、実験など

を通して判断したり、批判的に考察したりするこ

と」が掲げられている。また情報Ⅰ「情報通信ネ

ットワークとデータの活用」では「データを表

現、蓄積するための表し方と、データを収集、整

理、分析する方法について理解し技能を身に付け

ること」「データの収集、整理、分析及び結果の表

現の方法を適切に選択し、実行し、評価し改善す

ること」を目標としている。特に簡単なプログラ

ミングや、データの傾向について評価するために

仮説検定の考え方を扱う可能性に触れている。そ

して数学 B「統計的な推測」の目標は「正規分布

を用いた区間推定及び仮説検定の方法を理解する

こと」「目的に応じて標本調査を設計し、収集した

データを基にコンピュータなどの情報機器を用い

て処理するなどして、母集団の特徴や傾向を推測

し判断するとともに、標本調査の方法や結果を批

判的に考察すること」である。このように数学と

情報における統計の指導は仮説検定を扱うこと、

批判的思考力の育成という目標において共通して

いる。ここで本研究では批判的思考を「目標に基

づいて行われる論理的思考であり、意識的な内省

を伴う思考」（楠見 2011）とする。また批判的思

考は適切なときにその技能を用いる「態度」を有

することが求められる。（道田 2011）このことか

ら本研究では批判的思考態度の涵養に着目した。 

(2)仮説検定の指導を目的としたカリキュラム・マ

ネジメントの理論的検討 

光永（2019）は育成すべき統計の技能を 4 つに

分類し、それらを単科で育てるのではなく他教科

とも連携して有機的に接続する必要性を指摘して

いる。同様に仮説検定についても、単元や教科を

超えて指導する必要性がある。石井(2023)は逆向

き設計に基づく系統的な単元構成を、パフォーマ

ンス課題に必要な知識・技能を目的的に学んで課

題に挑む「パーツ組み立て型」と、モデルとなる

パフォーマンスを目指してその質を繰り返し高め

ていく「繰り返し型」に分類している。いずれの

型も単元に背骨を通すことが重要である。 

 

図 1 単元構成の 2 つの型（石井 2023）   
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この「単元」を「推測統計」と読み替え、数学 B

の仮説検定のパフォーマンス課題を検討した。まず

数学Ⅰで仮説検定の考え方を、情報Ⅰでプログラミ

ングを学んでいることから数学Ⅰで扱った題材を

用いた、2 群の実データを用いて比較する課題設定

が考えられる。さらに内容の学習後も推測統計を他

教科で活用できるようにすることで、その有用性を

感じられるようにするような工夫が求められる。た

とえば総合的な探究の時間における利用が想定で

きるほか、実際に IB の生物の内部評価では統計的

な検定を行うことが推奨されている。（国際バカロ

レア機構 2016）このことから、課題で扱った実験

方法を用いて、テーマ設定を各自で行ったうえで統

計処理を行うようなレポートを設定した。このよう

に手法の学習後も、生徒が推測統計をつかえるよう

な課題設定を各教科で行うことが、推測統計を系統

的に学ぶことにつながると考える。 

(3)仮説検定の指導の困難性に関する検討 

  一方で推測統計の指導の難しさの１つに、そも

そも仮説を立てられないことや帰無仮説と対立仮

説を逆にしてしまうことがある。（稲葉・酒井，2018）

この対立する 2 つの主張を検討することは批判的

思考スキルである。たとえば IB では ATL の 19 個

のスキルの 1 つに「反対の、あるいは対立する議論

を展開する」ことがある。帰無仮説・対立仮説を立

てることの困難性が上述の批判的思考スキルの未

習得によるものであるならば、数学や数学以外の教

科でもこのスキルを育てる指導を体系的に行うこ

とで、推測統計を理解しやすくなると考えられる。  

(4)対話型論証モデルについて 

 酒井は国語科の説明的文章の読解指導過程を 3

つに分類し、構造よみ・論理よみを生かしつつ「既

に書き手が問いを設定し探究したプロセスの文章

を、クリティカル・シンキングのスキルを使って、

検証する読み」を「探究読み」と定義している。（酒

井 2023）また探究読みのプロセスで行う論証構造

の分析の方法として、トゥールミン・モデルの有効

性を述べている。そして、このモデルを改善したも

のが対話型論証モデルである。対話型論証とは「あ

る問題に対して、他者と対話しながら、根拠をもっ

て主張を組み立て、結論を導く活動」である。（松

下 2021）このモデルは問題、主張、事実・データ、

論拠、対立意見、反駁、結論という要素から成り、

トゥールミンのモデルに問題・結論・対立意見を加

えたことが特徴である。筆者はこの対立意見という

要素に着目した。対話型論証モデルを用いて仮説検

定を行う場合、本来主張したい内容が対立意見に、

帰無仮説が主張となる。この対話型論証モデルを数

学だけでなく、他教科でも活用することができたな

らば、そもそも 2 つの仮説を考えることの必要性の

指導に苦慮することがなくなることが予想される。

本実践では国語科との連携まで取れなかったが、統

計を扱う前に数学や情報以外の教科でも対話型論

証モデルを用いて考えるスキルを学ぶことで、仮説

検定の考え方や手法を理解しやすくなると考える。  

 
図 2 論証モデル（松下 2021） 

 

３．数学 B「統計的な推測」の単元構想と実際の授

業実践の様子と考察 

(1) 単元の構想 

 本質的な問いを「日常生活において推測統計はど

のように役立つのか、それを使用する際に気をつけ

るべきことは何か」及び「ある事柄の事前・事後の

変化に差があることを示したいときに、データをど

のように整理・分析すればよいか」とし、評価課題

とルーブリックを定めた。特に情報Ⅰで Python に

ついて学んでいることや数学Ⅰで紙ヘリコプター

を用いた仮説検定の考え方の指導をしていること

を踏まえ、パーツ組み立て型で単元を構想した。  

(2) 授業実践の様子 

①対象のクラスについて 

著者が勤務する私立普通科進学コース理系 2 年 
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生 2 クラス計 64 名を対象に、1 学期 16 時限で授

業実践を行った。統計量の求値を行う際にはブラ

ウザ上で Python を動かすことができるサービスで

ある Google Colaboratory を用いた。 

②授業実践の概要（11 時間目までの概要） 

初回授業で後述の課題について説明した後、原案

の紙ヘリコプターの作成・タイム測定を行った。ま

た、度数分布表作成や正規分布を用いた確率の求値

を行った。以降は「紙ヘリコプターを落とす高さが

変わったとき、タイムはどのように変化するか」「平

均と標準偏差を用いて、与えられた条件下のタイム

が出る確率を求めよう」というテーマで紙ヘリコプ

ターの落下データを用いながら変数変換や母平均・

母比率の信頼区間を指導した。特に教員が作成した

プログラムを生徒と共有し、生徒はその数値を変更

して実行結果を記録しながら、変数変換後の式を予

測するなどの活動を取り入れた。  

③仮説検定の指導の様子（12 時間目から） 

仮説検定の概要指導後、生徒は次の課題に取り

組んだ。（括弧内は A 組に提示したものである） 

B（A）組は紙ヘリコプターの落下実験を 304(192)

回行ったところ、落下時間が 1.6 秒以上の度数は

12(16)であった。紙ヘリコプターを改良し、落下

タイムが 1.6 秒以上となる確率を実験機よりも上

げたい。ただし、新たに落下実験をする際の試行

回数は機毎に 30 回以上とする。 

（１）改良版の紙ヘリコプターを 2 つ以上設計・

作成しなさい。 

（２）（１）で作成した紙ヘリコプターの落下実

験を行いなさい。 

（３）改良によって落下タイムが 1.6 秒以上にな

る確率は実験機よりも上がったか。有意水準 5%で

検定しなさい。 

  課題達成に向け、生徒はペアで原案の機体の改善

案 2 つと落下実験計画を立案・実行した。その後改

善案 2 機のうち、1 機のデータについて仮説検定を

行った。図 3 は生徒の取り組みの一例である。同様

に多くのペアがもとの機体よりもタイムが上がる

ことを対立仮説、変わらないことを帰無仮説とし、

収集したデータを基に有意水準 5%で仮説検定を行

った。事象の偶然性に着目し、確率事象と見なして

判断する中で、批判的思考を働かせた。  

図 3 ある班の分析結果 

(3)実践の分析と考察 

①生徒の感想の分析 

レポートの中で、結論やその理論的背景について

振り返りを記載させた。その一部を紹介する。 

「最も度数が高い階級値は 2.5 であり、平均値も改

善後の方が高いなど、多くのデータから改善したと

いうことができる（中略）仮説検定以外に、どのよ

うなことを利用すれば更に信頼できる根拠を出す

ことができるのか興味を持った」「自分のやってい

るスポーツに活かしてみて例えば、バスケットボー

ル競技において、ターンオーバーが勝敗に及ぼす影

響や、レベルの高い相手との試合中におけるバスケ

ットボール選手の運動出力と心拍相当など色んな

面で仮説検定はできる」推測統計を道具と捉え進路

活動や部活動など身近な場面でも使えないか考え

た生徒もいた。こういった生徒を増やすことができ

るカリキュラム・マネジメントが求められる。 

②批判的思考態度の変容に関する考察 

アンケートは平山・楠見 (2004）が尺度化した 18

項目を最も肯定的な回答を 4、否定的なものを 1 と

する 4 段階の択一式で実施した。結果を有意水準

5%で検定したところ、次の項目で有意差がみられ

た。 

・道筋を立てて物事を考える。 

・いつも偏りのない判断をしようとする 

・物事を見るときに自分の立場からしか見ない 

・何事も、少しも疑わずに信じ込んだりはしない 

批判的思考態度は「論理的思考への自覚」「探究

心」「客観性」「証拠の重視」に分類されるが前述の
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項目のうち、 2 番目と 3 番目の質問は「客観性」

に、4 番目の質問は「証拠の重視」に関するもので

あり、批判的態度の涵養への寄与を示唆している。 

(4)実践授業後のレポート課題について 

その後の夏休みの課題では各自でテーマを設定

し、計画立案・データ収集・推測統計を用いた分析・

まとめを行うことを求めた。テーマは部活動や総合

探究に関するもの、さらには自身の趣味など生徒が

自由に設定できるようにした。また自身が収集した

30 個以上の実データを、有意水準 5%で検定した。  

 生徒が実際に取り組んだテーマ例を次に示す。 

・競泳にて（生徒名）が泳ぐ 25m 板キックのタイ

ムは改善されたか（母平均の推定） 

・競馬で一番人気に賭けたときに当たる確率 
・ボトルフリップにおいて、水の量により立つ確 

率は変わるのか（母比率の推定） 

・日本のテレビ局（フジテレビ）とアメリカ系の 

テレビ局（FOX）で CM の長さ（区間推定） 

・野球の試合での二塁送球のタイムの区間推定 

 多くの生徒が区間推定や母平均の検定を行おう

とするものであった。2 学期最初の授業ではこれ

らをペアで発表し、ルーブリックを用いて問題解

決の相ごとに批判的思考を働かせ修正を図った。  

 

４.本研究のまとめと今後の課題 

本研究では、紙ヘリコプターを用いた推測統計の

体系的な指導の検討とその実践を行った。推測統計

は主に数学Ｂで学習するが、数学Ⅰや情報Ⅰの指導

内容との連携を意識することが必要である。また仮

説検定の指導の困難性の 1 つである対立仮説を立

てることをスムーズに行うために、国語科などと連

携した対話型論証モデルに基づいた批判的思考ス

キルを学ぶことが有用である。このように内容だけ

でなく、スキルや資質・能力といった観点からもカ

リキュラム・マネジメントを図る必要性がある。  

次に数学Ⅰ「データの分析」で扱った紙ヘリコプ

ターの課題と連続する課題を設定し、その実践を行

った。その結果、偶然性に着目し仮説検定の考え方

を適用させる「確率的事象と見なして判断する活動」

を行う中で、批判的思考態度の涵養が見られた。ま

たその後のレポートでは生徒は自身で課題設定を

行った上で、推測統計を用いることができた。 

このように推測統計を深く理解するためには、内

容だけでなく、必要な資質・能力まで見据えた系統

的なカリキュラムデザインが必要である。今後は総

合的な探究の時間とのカリキュラム・マネジメント

を計画・実践し、高校 3 年間で批判的思考力を伸長

することができるかについての検証を行っていく。 
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科学史を活用した探究的な総合学習の実践 
－近現代の地球科学におけるパラダイムシフトとセンメルヴェイス反射－ 

 

林   隆 之 麻布中学・高等学校 

 

1. はじめに 

科学史を活用した理科教育はこれまでにも広く

語られており、その直接的な目的として、学習者の

興味・関心を喚起することと、学習者が科学の本質

を理解することの 2つが挙げられてきた。その中で

も、後者「科学の本質」としては、人類がかつて検

討した仮説を吟味する際に活用してきた手続きが

まず挙げられる。ここで、科学的な手続きを踏まえ

た知見の獲得が人類の営みのひとつである以上、人

類の営みの集合たる社会と科学の関連を無視する

ことはできない。たとえば、新たな天体現象の発見

を導く宇宙望遠鏡の基幹技術は、冷戦期における米

ソ宇宙開発競争を背景とする。科学的な手続きが科

学自身に内在するものであるとすれば、こうした例

に見られる科学と社会の関連は、科学に外在するも

のといえる。両者とも「科学の本質」に含まれるこ

とがあり、外在的な要素も含めた科学史教育もしば

しば語られている。ただし、科学と社会の関連を授

業で扱おうとすると、その学習内容は従来の理科で

扱われたものに留まらなくなる。したがって、外在

的な要素を含む科学史教育には、社会科をはじめと

する他教科と理科との連携が必要になることが課

題として挙げられてきた（福井・鶴岡，2003）。 

科学史を理科教育に活用する試みの象徴的なも

のとしては、2003年度から 2012年度まで実施され

た学習指導要領における高等学校「理科基礎」が挙

げられる。この科目は、細胞・分子・原子の発見や、

地動説の実証など、我々が自然界の階層構造を把握

する過程を理解し、生徒の興味・関心を引き出し、

科学的な考え方を養うことを狙っていた。たとえば、

「理科基礎」の地球科学分野の単元としてはプレー

トテクトニクスの成立に関わる科学史が取り上げ

られていた（文部科学省，1999）。科学史教育の有用

性が認識され、科学史を活用した理科教育が「理科

基礎」という形で広く実践されたものの、当該科目

を履修した高校生の割合は約 10%に留まった（都築，

2022）。この背景として、「理科基礎」を教える現場

の理科教員に社会科の知識が要求されたことから

の戸惑い（河野，2003）や、「理科基礎」が大学入試

センター試験の試験科目として設定されなかった

ことなどが考えられている。結果、2013年度からの

学習指導要領で「理科基礎」は廃止された。後継の

理科総合科目としては、「理科基礎」と同時に設置さ

れていた「理科総合Ａ／Ｂ」を引き継ぐ形で、身近

な現象に焦点を当てた「科学と人間生活」が設置さ

れた（文部科学省，2009）。 

現在の中等教育では、科学史を体系的かつ積極的

に活用した科目は存在しない。ただし、上述した「理

科基礎」の廃止は、理科教育における科学史の有用

性までを否定しているわけではない。学習者が抱く

誤概念には、歴史の中で人類が抱いてきた誤解と共

通するものも多い。したがって、人類の自然観の発

展と歩みを共にしてきた科学の歴史を理科教育に

織り交ぜることは、学習者が科学知識を身につける

上で依然として効果的だろう。また、従来の教科の

枠に捉われない「総合的な学習」において、社会と

科学の関連も織り交ぜた科学史は恰好の教材とい

えよう。本稿では、かつて「理科基礎」で扱われた

地球科学史の内容を発展させる形で実践した、プレ

ートテクトニクスの成立と、同理論の日本における

拒絶と受容を題材とした科学史教育を報告する。  

 

2. 麻布中学校・高等学校のカリキュラム 

麻布中学校・高等学校では、中高併設型の６年一

貫教育を実施している。中学１年から高校１年まで

は全生徒が同じカリキュラムのもとで学習に取り

組み、高校２年からは各教科で選択科目や選択必修

科目を設定し、生徒はそれぞれの興味・関心に応じ
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た学習を進める。特に理科に関しては、高校 1年生

までに各科目の基礎科目の内容に概ね触れるよう

なカリキュラムを編成している。 

従来型の教科教育に加え、麻布高等学校では「教

養総合」と呼称する連続２時間の選択講座を各学期

に開講している。これは高校１, ２年生を対象とし

たものである。有志の教員は各自の裁量で全 16 時

限からなる講座を学期ごとに開講し、生徒はこれを

各学期に１つずつ選択する。通年で約 70 種の講座

が開講されており、相対性理論などの理数系の講座、

語学や文学に関連した人文系の講座、プログラミン

グなどの情報系の講座、さらにスポーツ、芸術に取

り組む講座などが開かれる。 

科学史という教科横断的な題材は、教員の裁量が

大きい「教養総合」の題材として恰好である。科学

史を授業に取り入れるにあたって必要となる他教

科との連携という課題も、当該の授業を複数名の教

員によるチームティーチングで運営することで克

服できる。実際、「教養総合」では、科学史に関わる

講座もいくつか開講されてきた。地学を専門科目と

する教諭（理科）である著者は、世界史を専門科目

とする村本ひろみ教諭（地歴科）とともにチームテ

ィーチングで天文学史を扱う「天動説から地動説へ」

を、この 10 年で２度開講した経験がある。本稿で

紹介する地球科学史を活用した実践も、麻布高等学

校における「教養総合」の授業枠の中で、著者と村

本により運営されたものである。 

 

3. 地球科学における現代的描像の獲得 

本章では、プレートテクトニクスの成立と、同理

論の日本における拒絶と受容に関わる歴史背景を

概観する。 

 

3.1. 欧米の動向 

現代の地球科学では、地球表層を覆う数 10 枚の

プレートと呼ばれる岩盤が運動することで、大陸の

配置が時とともに変わりゆくこと、地震や火山など

様々な地殻変動がもたらされることが定説となっ

ている。アルフレッド・ウェゲナーによって、大陸

の移動という概念が大陸移動説として発表された

のは 1912 年、プレートテクトニクスとして現代的

に定式化されるのは 1970 年代であり、いずれもこ

の 100年内のできごとである。ここで、プレートテ

クトニクスの成立までの科学史においては、２つの

注目すべき観点がある。 

観点のひとつは、20世紀以前に支配的だった地球

観に関するものである。近世までの欧米における生

命観や宇宙観を裏づけた聖書の記述は、地質学分野

でも影響を及ぼした。旧約聖書ではノアの大洪水に

より多くの生命が失われたとされ、その痕跡が地層

に残ると考えられていた。こうした天変地異をもと

にした自然観は激変説と呼ばれ、過去と現在を連続

的なものとみなす斉一説と対立した。この２説を巡

る議論の決着では、地球年齢の推定が鍵となった。

19世紀には、地球が宇宙空間の中で冷えつつあり、

その過程で表層に形成された皺が陸地だと考えら

れた。そして、熱力学をもとに推定された地球年齢

が『旧約聖書』創世記の年代と矛盾したため、斉一

説的な地球観が重要視されるようになった。物理学

の進展がキリスト教的な激変説の否定に帰結する

ことになったのである。20世紀に入り、核反応に関

わる物理学の知見が進展すると、放射性年代の測定

によって地球年齢がより精密に推定された。同時に、

放射線による地球内部の加熱の発見は、地球の収縮

の否定を導き、20世紀後半には、プレート運動を駆

動するマントル対流の発見にもつながった。 

プレートテクトニクスの成立に関わる科学史に

おいて、もうひとつ注目すべき観点は、プレートテ

クトニクスの成立がわずか 50 年ほど前になった背

景である。長らく、大陸の移動という概念は状況証

拠に支えられたものだった。大陸が運動しているこ

とを示す直接的な証拠は、第二次大戦後に得られた。

第一次世界大戦より、海戦における潜水艦の比重が

高まることで、対潜哨戒のためにソナーや磁気探査

などの軍事技術が発達した。第二次大戦後、これら

の技術をもとに、海底の岩盤に記録された地磁気や、

改訂の地形や明らかになることで、大陸の移動は海

洋底の拡大によってもたらされることが主張され、
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プレートテクトニクスとして体系化された。つまり、

プレートテクトニクスの発見には、世界大戦の中で

発達した軍事技術が関わっていたといえる。 

 

3.2. 日本国内の動向 

ウェゲナーによって 1912 年に発表された大陸移

動説の詳細な内容は、1923年に『大陸と海洋の起源』

として刊行された。日本でも、その第３版が 1928年

には仲瀬善太郎の翻訳により発売されており、欧米

にそれほど遅れることなく、新たな地球観が注目さ

れていたことが垣間見られる。一方、その発展版で

あるプレートテクトニクスへの反応は、それほど芳

しいものではなかった。戦後日本の地質学界は、

1970年代にプレートテクトニクスに抵抗し、これを

受容しはじめたのは世界に10年遅れた1980年代に

入ってからである1。日本の地質学界がプレートテ

クトニクスに抵抗した背景は泊次郎『プレートテク

トニクスの抵抗と受容：戦後日本の地球科学史』に

詳しくまとめられている。同書では、明治期の学問

文化、戦後日本における政治イデオロギーの対立な

どが、プレートテクトニクスへの反発の主な背景と

して語られている。以下、その概要をまとめる。 

明治維新に始まった日本の学問は、富国強兵・殖

産興業を目的としていた。中でも地質学は、工業に

欠かせない鉱床探索を目的としており、その研究は

地域主義的・記載主義的なものに留まっていた。地

質学界は、大陸の移動など、地球全体を俯瞰するグ

ローバルな視点を持たなかったとされる2。また、日

本の学問の黎明期において、お雇い外国人を通じた

西洋の学問の輸入が図られたことも背景のひとつ

とされる。日本人地質学者も、その第一世代はナウ

マンらお雇い外国人の薫陶を受けた。しかし、次第

に輸入地質学に反発する姿勢を見せるようになっ

た。こうした日本の地質学界の風土は、戦後に引き

継がれ、結果的に欧米を発祥とするプレートテクト

ニクスへの敵対姿勢に繋がったとされる。 

                                                        
1 ただし，日本国内でも温度差はあり，地震学分野はい
ちはやくプレートテクトニクスを受容した。 
2 一方，地震学分野では，全球的な観測網を活用した研

 プレートテクトニクスを拒絶に導いた２つ目の

背景として、戦後の科学研究における民主主義運動

が挙げられる。戦時下の日本で総動員体制が敷かれ

る中、反戦を一貫した日本共産党やその思想の根底

にあったマルクス主義は、学術界を中心とした一部

のエリート層から根強く評価されていた。実際、日

本共産党の関連団体として、学術の民主化を目的と

した民主主義科学者協会が 1946 年に設立され、地

質分野でも、その下部組織として地学団体研究会

（地団研）が 1947 年に発足した。地質学分野には

明治に設立された日本地質学会が学術団体として

あった中、地団研は、学会や学界の民主化をめざす

運動体としての性格も併せ持っていた。 

マルクス主義を構成する要素のひとつに弁証法

的唯物史観がある。これは生産関係の対立構造の推

移で歴史を統一的に説明しようとする思想である。

ここで、同様の論法を自然科学にも応用したものに

弁証法的自然観がある。これは、自然現象は対立構

造からの止揚によりもたらされると考えるもので、

初期条件を与えれば決定論的に現象の挙動が定ま

るとする機械論的自然観とは一線を画す。弁証法的

自然観をプロレタリアート的、機械論的自然観をブ

ルジョワ的と区分するマルクス主義者もいる。 

地団研の活動や方針には、マルクス主義的な性格

が色濃かった。実際、地団研の幹部は、プレートテ

クトニクスを機械論的なものとして批判し、地向斜

造山論という弁証法的な仮説を強く主張した。この

傾向は、プレートテクトニクスが日本の検定教科書

に掲載されるようになっても継続するほど強固な

ものであった。また、プレートテクトニクスが普及

し始める 1970 年前後は、安保闘争などに代表され

る左右のイデオロギー対立が日本国内でも顕著だ

った時期だった。地団研は、アメリカの科学者を中

心に提唱されたプレートテクトニクスに対し、左翼

的なイデオロギーから嫌悪感を示した。こうした拒

絶により、結果、日本の地質学界は世界に 10 年遅

究の重要性が早くから意識され，早くから世界的成果が

創出されてきた。 
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れてプレートテクトニクスを受容した。 

 

4. 「教養総合」における実践 

プレートテクトニクスの成立過程では、聖書の記

述や、軍事技術の発達という外的要因が関係した。

また、日本においては、明治維新から戦後の民主化

運動に至るまでの歴史的・社会的な背景が、一部勢

力によるプレートテクトニクスの拒絶を招いた。一

連の事象は、常識の遷移（パラダイムシフト）の中

での、条件反射的な抵抗（センメルヴェイス反射）

の一例と位置づけられる。本講座では、そのひとつ

の事例として地球科学史を学び、身の回りのパラダ

イムシフトとセンメルヴェイス反射について思索

を深めることを目標に据えた。表１は実施した講座

の概要である。 

講座の前半には、日本においてプレートテクトニ

クスが拒絶された要因のひとつひとつを伏線とし

て配置した。これにより、生徒は、講座の後半で登

場するプレートテクトニクスの拒絶という主張の

背景を、材料をもとにして考察できるに工夫した。

また、身の回りの事例の考察は、自らの手で課題を

発見し、これまでの学習を活かし背景を探る活動で

あり、科学史を活用した探究的な学びといえる。 
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表 1：講座の構成 

単元 時数 おもな内容 

キリスト教と科学 4時限 ・ キリスト教と自然観 

- 天文学の事例：天動説から地動説への転換 

- 生物学・地質学の事例：激変説と斉一説 

・ キリスト教のパラダイムシフト（公会議における教義の確認） 

軍事と科学 4時限 ・ 軍事研究と自然研究の関わり 

- 地質学の事例：大陸移動説とプレートテクトニクス 

- 天文学の事例：日本天文学会における軍事研究の議論 

・ 明治黎明期における学問の輸入と富国強兵・殖産興業 

イデオロギーと科学 6時限 ・ マルクス主義（弁証法的唯物史観・弁証法的自然観） 

・ 近現代日本の左翼運動史 

・ イデオロギーを背景とする自然観の対立 

- 生物学の事例：メンデル遺伝学とルイセンコ仮説 

- 地質学の事例：プレートテクトニクスと地向斜造山論 

まとめ 2時限 ・ パラダイムシフトとセンメルヴェイス反射に関する身の回りの事

例について内在的・外在的背景のグループ討論、レポート作成 
 

30



 

学習活動における自己評価の効果に関する研究 

―自己評価傾向の科目間比較のための分析方法の提案― 

 

仲   俊 介 京華商業高等学校  

 

１．はじめに 

 近年、学校教育では観点別評価の導入など学習

活動における評価方法の変化に注目が集まってい

る。2022 年度からの高等学校のカリキュラムに

「探究型学習」に重点を置いた学習内容が盛り込

まれる中で、特に「総合的な探究の時間（総合的

探究）」などでは「「評価」についての重要性が指摘

されている（西岡・大貫「2023）。そして、その評

価方法についても、ルーブリック評価やポートフ

ォリオ評価など様々な評価方法が提案されており、

とりわけ「自己評価」の重要性が高まっているよ

うである。しかし、全ての学習場面で自己評価が

有効性を発揮するとは考え難いため、科目や学習

場面等に適した評価方法を模索する必要がある。 

 一方、これまで学校活動における評価について

は様々な研究が行われてきたが、一般的な経営学

などで見られるような評価に関する定量的な分析

というものはそう多くないようである。しかしな

がら、経営工学や経営システム学においては、か

なり早い時期から評価や評定傾向に関する定量的

な研究が進められてきた（山下「1996）。 

 そこで、本研究では経営工学などの分野で提唱

されている評定傾向分析研究を参考にしながら、

学校教育における自己評価について分析するため

の新たな分析方法を提案したい。本研究の分析方

法は、科目ごとの自己評価の評価傾向を比較分析

し、自己評価の効果について省察することを目的

とするものである。そして、科目や授業ごとに採

用する評価方法として自己評価が適しているか否

かと、どのような科目や授業で効果を発揮するこ

とができるのかを模索するためのアプローチの一

つとして提案することを目的としている。 

 

２．学習評価の中の自己評価 

 近年、生徒の学習評価については様々な評価方

法が提案されており、特に総合的探究における評

価方法は多岐に渡っている。総合的探究のような

調査「・発表を主とする学習活動の評価については、

パフォーマンスを評価するためのポートフォリオ

評価や、それらを可視化するために評価基準を明

確にするルーブリック評価が活用されるケースが

多い（西岡「2020）。それらの評価方法はこれまで

のような指導者（教員）による一方通行の評価方

法ではなく、生徒が主体性を持った評価方法、す

なわち自己評価が中心となっている。 

 自己評価に関しては様々な教育学者や研究者に

よって研究されているが、安彦によると「自己評

価」とは「人が自らの人となりや活動の状態、態

度などを反省してみること」と定義される（安彦「

2021）。また、「評価」と「評定」の両方を含む全

体を「広義の評価」、「評価」と「評定」を区別す

る必要がある場合の評価を「狭義の評価」として

扱っており、自己評価を広義の評価として捉えて

いる。さらに、自己評価では妥当性、信頼性を確

認し、甘さ・辛さの加減を他者評価のデータ活用

によって修正することが望まれるという。また、

中島は自己評価では自己の変容を客観視すること

が重要になると指摘しており（中島「2019）、梶田

も分析的に自分自身を見ることの必要性を説いて

いる（梶田「2020）。 

つまり、評価や評定では元々客観性が求められ

るが、自己評価では一層客観性の高さが要求され

ることになる。そして、自己評価には性格的な土

台があり容易ではないという指摘もあり（梶田「

2020）、評価の甘辛が個々のパーソナリティに強く

依拠するため非常に複雑であると考えられている。 

 

３．評定傾向分析に関する先行研究 

 企業などで行われる人事考課に関して、経営工

学や経営システム学などの研究分野で定量的なア
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プローチによる研究が進められている。その中で、

山下は人事考課から得られる評定データには 2 種

類の重要な情報（被評定者の特性値、評定者の特

性値）が含まれていることを指摘し、それぞれの

特性値の分解を行うための評定傾向分析モデルを

提案している「（山下「2010）。そこでは、評定者𝑖が

被評定者𝑘「に対して評定要素𝑗「についての評定𝑥𝑖𝑗𝑘

を行ったとき、被評定者𝑘「が評定要素𝑗「についての

能力「・業績「・態度𝐶𝑗𝑘「（被評定者の特性値）を有し

ているとすると、評定者𝑖の評定傾向を「（1）式にお

ける写像𝑓𝑖として定義可能であるとしている。 

 

 𝑥𝑖𝑗𝑘 = 𝑓𝑖(𝐶𝑗𝑘)    「「       「（1） 

 

 そして、評定データ𝑥𝑖𝑗𝑘「から被評定者の特性値

と評定者の特性値を抽出するために、写像𝑓𝑖「の具

体的な表現として、「評定者の甘さ・辛さ」と評定

者別の「「評定の集中の度合い「（バラツキの大きさ）」

を中心的視点「（尾関「・上原「1981）に、それらの組

み合わせから「寛大化傾向」、「中央化傾向」、「厳

格化傾向」、「ハロー効果」等の評定傾向の特性に

ついて指摘している。さらに山下は、評定の際の

バイアスとして写像𝑓𝑖「（評定傾向）を具体化し、評

定者の甘さ・辛さを表すパラメータ𝑎𝑖「と評定のバ

ラツキの大きさを表すパラメータ𝑏𝑖を用いて、（1）

式を（2）式に変換させている。 

 

 𝑥𝑖𝑗𝑘 = 𝑓𝑖(𝐶𝑗𝑘) = 𝑎𝑖 + 𝑏𝑖･𝐶𝑗𝑘 + 𝑒𝑖𝑗𝑘 「「「「「（2） 

ただし、𝑒𝑖𝑗𝑘：残差 

 

（2）式において、被評定者の特性値は𝐶𝑗𝑘として、

また、評定者の特性値は𝑎𝑖、𝑏𝑖として表現され、評

定が被評定者によって決まる本来的な側面と、評

定者によって影響されるバイアス的な側面とに分

解して把握することが可能になるとされている。 

 

４．自己評価傾向の科目間比較分析方法の提案 

 本研究では、前述の評定傾向分析を参考にしな

がら、学習評価の一つである自己評価について分

析するための分析方法を提案することとする。 

先述したように、自己評価は一般的な評価とは

異なり、客観性の高さが強く要求されるためそれ

が欠如してしまうと適切な評価から乖離してしま

う恐れがあると考えられている。また、生徒個々

のパーソナリティの違いにより生じる甘さ・辛さ

等も内在させてしまうという点で、非常に複雑で

あると考えられる。それらのことを踏まえながら、

本研究では個々の評価傾向よりも科目ごとの評価

傾向を掴むことにプライオリティを置き、生徒「（評

価者）の性格的な側面が特に複雑に影響すると考

えられるパラメータ𝑎𝑖「（甘さ・辛さ）については除

外し、シンプルにパラメータ𝑏𝑖「（集中の度合い）の

みを対象とする。そして、自己評価における客観

性の高さを推定し、科目ごとの評価傾向を比較分

析するための新たなアプローチを提案する。また

前提として、自己評価が評価と評定の両方を含ん

だ広義の評価であるということを踏まえ、評定傾

向ではなく「評価傾向」として扱うものとする。 

 前述のように山下は、評定データ𝑥𝑖𝑗𝑘「が与えら

れたときに、被評定者の特性値を表すパラメータ

（𝐶𝑗𝑘）と評定者の特性値を表すパラメータ「（𝑎𝑖と

𝑏𝑖「）をいかにして推定するかということに注目し

てモデルを提案している（山下 2016）。それに対

して、本研究ではパラメータ𝑏𝑖「（評定の集中度）の

みに焦点をあてて考えるということになる。その

上で、一般的な評定傾向の一つであるハロー効果

を統計的なアプローチで捉えようとする際にしば

しば用いられる同一被評定者の「評定要素間の分

散」「（「（3）式）を拡張した形での分析方法として提

案する。つまり本研究では、自己評価者による評

価が各評価項目に対して一定の評価水準に集中

（弁別性が欠如）してしまっている状態は、ハロ

ー効果と類似した状態であると考えるわけである。

すなわち、「評価要素間の分散値が低い」＝「評価

の集中度が高い「（弁別性が欠如している）」＝「客

観性に欠ける」という視点である。 

 

 𝑣𝑖𝑘 =
1

𝑛
∑(𝑥𝑖𝑗𝑘 − 𝑥̅𝑖･𝑘)

2
𝑛

𝑗=1

 

ただし、𝑥̅𝑖･𝑘「：評定者𝑖，被評定者𝑘別の要素評定の平均 

（3） 
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 また、今回の評価方法は自己評価であることか

ら、評定者𝑖「と被評定者𝑘「は同一人物になるため、

（4）式の形で表すこととなる。「（4）式では、評価

者が被評価者である自己を評価した際の、個々の

評価者の評価の集中度𝑣𝑖「を捉えることができる。

しかし、それだけでは個々の評価者の集中の度合

いのみの算出となるため、科目ごとの全体的な傾

向を比較することは困難である。そこで、本研究

では（4）式に（5）式を加えることで、各評価者

の評価集中度の平均値「（分散平均𝑆𝑖）から同一科目

内における全評価者の傾向を捉え、科目間の評価

傾向の比較を可能にする。すなわち、（4）式と「（5）

式をセットで扱う分析方法として設定するわけで

ある。本研究ではこれを自己評価傾向の科目間比

較のための新たな分析方法（分析モデル）として

提案する。この分析方法では、分散平均の値が高

い科目であるほど、自己評価が適切に行われてい

る可能性が高いと推定できるわけである。なぜな

ら、前述したように自己評価では客観性の高さ「（＝

集中度の低さ）が要求されるためである。また、

この分析における所懐の一端は、科目や授業内容

による違いも評価者の特性値（ここではパラメー

タ𝑏𝑖「）に影響を与えるのではないかという仮説に

基づくものである。そのことから、自己評価の分

散平均値を査閲することは、対象科目が相対的に

自己評価の有効性を発揮しやすい（評価に際し客

観性・弁別性が伴いやすい）科目であるか否かを

判別する指標にもなり得ると考えている。 

 

 𝑣𝑖 =
1

𝑛
∑(𝑥𝑖𝑗 − 𝑥̅𝑖)

2
𝑛

𝑗=1

 

 𝑆𝑖 =
1

𝑛
∑ 𝑉𝑖

𝑛

𝑖=1

 

 

 

５．実践分析および考察 

 本研究における実践分析の目的は、科目ごとの

自己評価の評価傾向（客観性・弁別性に焦点をあ

てた傾向）を比較分析することにより、自己評価

が適している（効果を発揮しやすい）科目はどの

ような科目であるかを判別することである。その

ため、特性の異なるいくつかの科目を選定し、同

じ生徒たちに同じ評価基準で自己評価に取り組ま

せることで、科目間の傾向の比較分析を試みる。 

 

5.1 自己評価の実践方法 

 本研究の自己評価実践は下記の形式で行った。な

お、自己評価の実践方法については、ソフトウェア

活用「（商業科目）では授業内で取り組ませ、国数英

に関しては学力試験対象科目として一括りにした

上で自身の学習状況を鑑みながら授業外で取り組

ませた。また、総合的探究の授業については、前年

度に学年全体で探究活動を実践したが、その際の

自身の学習状況について振り返る形で取り組ませ

た。評価項目については、学力の三要素等に則した

評価項目を設定し、評価基準は定量的な分析がし

やすいよう 5 段階評価とした。 

対象科目「：ソフトウェア活用「（商業科目）、国数英

（学力試験対象科目）、総合的探究 

対象生徒：2 クラス（2 学年）66 名 

評価項目：学力の三要素及び観点別評価を軸にし

た 15 項目（各要素 5 項目ずつ）を設定 

評価基準：5 段階評価「5:よくできた～1:全然で

きなかった」 

 

5.2 分析と結果 

 本研究で提案している分析方法「（「（4）,「（5）式）

を用いて自己評価の結果から分析を行った。分析

結果は表 1 のようになった。 

 

表 1 自己評価傾向分析の結果 

科目 評価平均 分散平均𝑆𝑖 

ソフトウェア活用 3.045 0.591 

国数英 3.012 0.615 

総合的探究 2.983 0.919 

 

 分散平均𝑆𝑖「とは集中の度合いの全体平均値（同

一科目内の全自己評価者の評価要素間分散の平均）

であることから、値が低ければ自己評価の集中の

（5） 

（4） 
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度合いが高い科目ということになる。したがって、

ソフトウェア活用は集中度が高く、総合的探究は

集中度が低いということになるわけである。なお、

補足として評価の平均も算出したが、それぞれの

差異は小さく、中間評価に近い数値となっている。

これは、集中度が高い場合、評価の甘辛に関して

中位に位置づけられる「中央化傾向」の概念（山

下「2016）と同様なものになると考えられる。 

 

5.3 考察 

 自己評価の本質を客観性の高さに求めるならば、

「分散平均が高い＝自己評価の実践が適切に行わ

れている」と考えることができる。そのことを踏

まえると、総合的探究では高い客観性を伴う適切

な自己評価が実践できている生徒が多く、ソフト

ウェア活用ではそれが少ないということがわかる。

また、国数英についてもソフトウェア活用ほどで

はないものの、総合的探究と比較すると客観性は

低いといえる。これらの差異は、評価項目ごとへ

の意識の高さの違いによるものと推測される。そ

れらのことから、総合的探究では自己評価が評価

方法としての有効性を発揮しているが、ソフトウ

ェア活用では発揮できていないと考えられよう。 

一方、今回選定したソフトウェア活用と総合的

探究の授業内容を比較すると、ソフトウェア活用

は商業科目の一つであるが、主として定型的な作

業を中心とした実務能力を身につけるための科目

となっている。それに対して、総合的探究は生徒

に主体性を持たせ、探究心や能動性を養う科目で

ある。すなわち、科目の特徴として主体性や探究

度で大きな違いがあるわけである。そこで、今回

の実践で取り入れた科目を、探究度の高さを軸と

してまとめると表 2 のようになる。 

 

    「「表 2 探究度の高さ比較 

 

 

 

 

 

 今回の結果で興味深いのは、自己評価傾向の比

較分析の結果と科目の探究度との間に相関性の高

さが窺える点である。すなわち、探究度が高い科

目であれば自己評価の集中度が低く（分散平均が

高く）、探究度が低い科目では自己評価の集中度が

高く（分散平均が低く）なっているのである。 

以上から、自己評価という評価方法は、探究度

の高い科目に適している（効果を発揮しやすい）

可能性があることも示唆されよう。さらにまた、

自己評価の傾向（集中の度合い）について分析す

ることが、その科目の探究度の高さを把握する材

料の一つにもなり得るのではないかと考えられる。 

 

６．おわりに 

 本研究では学校教育における自己評価の評価傾

向について研究し、新たな分析方法を提案した上

で実践分析に着手した。それにより、いくつかの

示唆を与えることができたと考えている。しかし

ながら、今回の研究は評価の際の客観性・弁別性

のみに着目したものであったため、他の評価バイ

アス（学力や個性、自己評価指導方法の違い等）

も加味した分析や自己評価後における学習効果と

の関連性についても追究していく必要があるもの

と考えている。それらのことも踏まえながら、今

後も経営工学や経営システム学等の他研究分野を

参考に多様な研究アプローチを模索することで、

新たな視点が導き出されるのではないかと思案し

ながら、様々な研究方法を試行していきたい。 
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新時代を見据えた私立学校における教員研修の在り方について 

－公共性と自主性をめぐって－ 

 

松 本 祐 也 岩倉高等学校 

 

1. はじめに 

 本論はこれからの私立学校における教員研修の在り方について述べるものである。私立学校の特徴は公

教育を担っている公共性と建学の精神に基づく独自の教育を行うことができる自主性であることは言うま

でもない。したがって私立学校の教員には当然のことながら公共性と自主性をふまえた教育活動が求めら

れることになる。しかし、この公共性と自主性の両面をふまえた教育活動を行うことは容易ではない。ゆえ

に学びの場を通じて理解を深め、個人の成長と組織の発展につなげていくことが望まれているが、中でも

研修は教員にとって重要かつポピュラーな学びの場の 1つと言えるであろう。 

 本論は教員免許更新講習が発展的解消となった 2022 年 7 月以降を新時代と定義する。その理由として、 

 ① 公立学校の教員は法定研修の参加義務に変更はないが、2022年 7月以降は主体的に学び、個別最適か

つ協働的な研修に参加が可能となったこと 

 ② 公立学校の教員は 2022年 7月以降、参加する研修の記録が義務付けられていること 

 ③ 国私立学校の教員は、教員免許更新講習が始まった 2009 年 4 月以前に戻り、法律による縛りがなく

なったこと 

を挙げる。つまり、教員免許更新講習の発展的解消以降の教員研修の在り方が変わったということである。 

 では、これからの私立学校の教員にはどのような研修が必要とされるのであろうか。CiNiiで「教員研修」

を検索すると公立学校を対象としたものが多く、私立学校を対象にした論文は極端に少ない。近年では、村

山一将 (2022) や伊藤佳貴 (2021) による私立学校における研修モデルやシステムの論考があるが、私立学

校における研修の在り方について論じられたものはわずかに 5本であり、友野清文 (2017) を最後に論じら

れていない。本論では私立学校の教員研修の実態や企業の人材育成を参考に、2022年 7月以降の新時代を

見据え、私立学校の特徴である公共性と自主性をふまえた教員研修の在り方について述べる。 

 

2. 私立学校の教員研修とその実態 

 多様な資質や能力が求められている教員の資質向上を図るためには、主体的かつ協働的に取り組む教員

研修を充実させていく必要があることは論を俟たない。そもそも教員研修の目的は教員の資質向上にある

が、その教員研修の法的根拠は教育基本法第 9条および同条第 2項にある。 

 

法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努めな

ければならない。 

  2 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の適正が期せられる 

   とともに、養成と研修の充実が図られなければならない。 

 

私立学校の教員研修は法律による縛りこそないものの、公立学校の教員に準じる形で日本私学教育研究

所や各都道府県の私立学校協会が中心となって企画運営が行われている。例えば、表 1 のように日本私学

教育研究所と東京私立中学高等学校協会において研修を企画運営する東京私学教育研究所では公立学校と

同レベルの教員研修が用意されている。 
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表1 私学関係団体の各種研修と教育委員会による各種研修の比較 

主催 日本私学教育研究所 東京私学教育研究所 教育委員会 

対象 全国の私学教職員 都内の私学教職員 公立学校教職員 ＊法定 

初任者 初任者研修地区研修会 初任者研修 初任者研修 

中堅 中堅教員研修会 中堅現職研修 中堅教諭等資質向上研修 

職能別 

＊一部のみ 

教育課程部会 

私学経営研修会 

教務運営研究会 

理事長・校長部会  

教務主任研修 

教頭・副校長・校長研修 

専門別 

＊一部のみ 
特別研修会 

文系・理数系・専門教科 

・生徒指導研究会 

教科指導、生徒指導等に 

関する専門的研修 

出典：一般財団法人日本私学教育研究所ホームページほか 

 

上記の多くは、講義をはじめとするインプット型の研修から創発を目的としたアウトプット型の研修へ

と変化している。例えば、東京私学教育研究所では職階や教科などのカテゴリーで 13の部会があり、各部

会が立案して実施された研修は 2023 年度だけでも 48 本を数えるが、内容を確認するとワークショップや

グループワークを取り入れた研修が多いことが分かる。例えば文系研究会主催の“哲学対話のワークショッ

プ ～安心安全で考えを深めていく対話 (2023年 9月 25日開催) ”ではワークショップを取り入れ、また初

任者研修 (2023 年 8 月 22 日～24 日開催) では OST＝オープン・スペース・テクノロジーを取り入れたグ

ループワークも行われている。他にも“学校づくり研究会＜モヤモヤリフレクソロジー＞ 学校教育と AI 

～ChatGPT などの AIとの共存の仕方～ (2024年 3 月 9日開催)のようなユニークなタイトルで一見どんな

内容なのか想像が膨らむ研修もある。 

なお、教員研修の体系は教職員支援機構(NITs)によれば、同団体が実施する国レベルの研修と教育委員会

が実施する都道府県(市区町村も含む)レベルの研修に分かれている。国レベルの研修は私立学校の教員も概

ね参加資格があり、都道府県レベルの研修でも私立学校の教員の参加が可能となっているところもある。

文部科学省が発表している資料によれば、全国 129の教育委員会(内訳は都道府県 47、政令指定都市 20、中

核市 60、その他 1)のうち私立学校の受け入れを行っている自治体は以下の表 2の通りである。 

 

表2 私立学校教員の研修を受け入れる自治体数(n＝129) 

研修名 初任者研修 中堅教諭等研修 その他の研修 

受け入れ自治体数 30 (23.4％) 57 (44.5％) 37 (28.7％) 

出典：文部科学省ホームページ『初任者研修 令和 3年度実施状況調査結果』ほか  

  

 ちなみに、上記の受け入れ自治体では国立学校の教員も私立学校の受け入れに含んでおり、データがな

いので詳細は不明ではあるが実際の私立学校の教員の参加者数は少ないと考えられる。なお、受け入れ自

治体の 1 つでもある神奈川県教育委員会では、ホームページに「私立学校教員の研修の受講について」を

掲載しており、91の研修で県内私立学校教員の受講を認めている。 

このように私立学校の教員は私立学校関係団体が企画実施する研修だけでなく、国レベルや限定はされ

るが公立学校教員と一緒に受講できる都道府県レベルの研修にも参加できるのである。これは逆のパター

ン、すなわち公立学校の教員が私立学校の教員研修への参加を認めることは例外を除いてほぼないので、

私立学校の教員は研修の幅が多様性に富んでいると言えよう。 
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3. 我が国における人材育成をめぐる動き 

教員を対象とする研修があるように、企業でも従業員向けの研修は盛んにおこなわれている。人材育成

の手段として研修を取り入れている企業は多く、未来を見据えた人材育成が組織の重要課題となっている

からに他ならない。 

そもそも人材育成とは何か。人材育成を専門的に扱う企業のホームページによれば、組織のビジョンや

ミッションに共感し、さらなる発展の要となる人材を育てること(日本の人事部 2020)や従業員に企業の経

営目標の達成や、業績向上に貢献するような、スキルや技術の習得を促し、企業が求める人材へと成長する

よう育成すること(HRBrain 2023)とある。これらをまとめると人材育成とは、組織が目指すゴールに向かっ

て貢献できる人材を育てることと定義できるであろう。 

なお、企業が人材育成にさらに力を入れる理由として政府の後押しも無視できない。ここ最近は政府や

国会の議論においても人材育成に関する言及が増加している。ちなみに 2022年はいわゆる「人的資本経営

元年」でもあり、同年 1月の施政方針演説でも首相がこのことについて取り上げている。 

 

(前略)第二に、「人への投資」の抜本強化です。 

資本主義は多くの資本で成り立っていますが、モノからコトへと進む時代、付加価値の源泉は、創意工夫や、新し

いアイデアを生み出す「人的資本」、「人」です。しかし、我が国の人への投資は、他国に比して大きく後塵を拝し

ています。(中略)スキル向上、再教育の充実、副業の活用といった人的投資の充実が、デジタル社会、炭素中立社

会への変革を円滑に進めるための鍵です。世界が、産業界が、地域が必要とする、人材像やスキルについて、現場

の声を丁寧に聞き、明確化した上で、海外の先進事例からも学び、公的職業訓練の在り方をゼロベースで見直しま

す。(後略) 

出典：首相官邸ホームページ「第 208回国会における岸田内閣総理大臣施政方針演説」  

 

学校と企業はその存在からして異なる面も多いが、人材育成に力を入れているという点では大差はない。

学校でも研修を通じて人材育成がおこなわれており、スキルや技術を習得することのみならず、学校文化

の醸成、仕事に対する姿勢や考え方を身につけ、中長期的に学校を支えて活躍することが期待されている。

また現在では業務の生産性や効率化が求められながらも、既存の事業にとらわれない新しい価値を生み出

すことに比重を置く私立学校も増えている。学校もまた組織であり、私立学校では建学の精神や教育目標

したがって学校経営が行われている。私立学校の教員研修においても、学校が目指すゴールに向かって貢

献できる人材育成が求められているのである。 

 

4. これからの私立学校の教員研修とは 

現代社会において私立学校を取り巻く環境は厳しい状況にある。課題解決や可能性を発展させていくた

めにも人材育成は急務であり、私立学校においても教員研修をさらに充実させていくことが望まれる。 

なお、私立学校の教員に法定研修がないことは公立学校の教員と大きく異なるところでもあり、私立学

校の自主性が認められている証左でもある。もっとも、公教育を担う公共性を備えているという点では公

立学校と何ら大差はない。しかし、私立学校の教員研修が公立学校の教員研修と決定的に異なるところは、

管理された学びではない、やらされ研修ではないということだ。2022年 12月に発表された「『令和の日本

型学校教育』を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多

様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成～(答申)」では、学びの振り返りを支援する仕組みの構築に
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ついての項目がある。そこには研修履歴記録システムの導入と研修実施者や教師自らの研修デザインを支

援することが明記されているが、これは学びの管理そのものである。今後も公立学校の教員研修は管理さ

れた学びの中で進められていくと考えられるが、それは公立学校が公的な目的を持ち、かつ公的な性格を

有するという本質があるからでもある。逆に私的な目的を持ち、かつ私的な性格を有しているから私立学

校なのであり、私的であるがゆえに私立学校には学びの管理がどうしてもそぐわない。 

なお、中嶋哲彦(2023)は教師が学び続ける条件として以下の 6つを提示している。 

 

a. 研修課題を発見し設定することによって自律性が保証されていること(研修の自律性) 

b. 教育指導業務の遂行に研修成果を生かすことが保証されていること(教育活動の自立性) 

c. 研修を行うことが勤務として承認され、研修時間が確保されること(研修時間の確保) 

d. 研修に要する最低限度の経費が公費負担されること(研修の条件整備) 

e. 研修成果を発表し交流することが推奨され、職務として認められること(集団的研修の奨励) 

f. 教員研修政策の策定過程への教員代表の参加が確保されること(政策決定過程への参加) 

出典：日本教育政策学会第 30回大会 中嶋哲彦発表資料 

 

 公立学校と私立学校の教員研修が異なるのは中嶋が述べるところの a. (研修の自律性) にあるのであって、

教員免許更新講習の発展的解消以降も公立学校の教員研修では研修履歴の記録やプラットフォームの構築

を目指していることからも明らかである。学びが管理された教員研修では、文部科学省が言うところの「主

体的・対話的で深い学び」を教員自体が体現できず有効な教育活動へと展開しにくいであろう。その点、私

立学校の教員研修は d. (研修の条件整備) と f. (政策決定過程への参加) に課題を残すが、私学関係団体や各

学校の不断の努力でその機会が確保されており、とりわけ a. (研修の自律性) は不動の項目とも言える。 

 これまでも私立学校はニーズに応えようとする熱い想いを持つ人々によって設立され、より良い教育を

提供してきた。公共性の枠組みも活かしながら、自主性に基づくユニークな学びをデザインしつつ、多様な

形を追求し続けていくことこそ、新時代を見据えた私立学校の教員研修の在り方であろう。本論では私立

学校の研修の在り方を大まかに論じたが、私学関係団体や各学校における校内研修の実態をベースにした

具体的な考察には課題を残した。別の機会に改めて論じたい。 
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社会科（地理）を中心とした教科横断型の探究学習におけるフィールドワークの課題と開発 

 

 

飯 塚 和 幸 明治大学付属中野中学・高等学校 

 

Ⅰ はじめに 

平成 30 年告示の学習指導要領において、高等学校で「地理総合」が必修化された。選択科目であった、

地理Ａ・地理Ｂから継続し、地理総合でも「生活圏の調査と地域の展望」で、現地調査（フィールドワーク）

が求められており、フィールドワークがより広く行われることが望まれている。  

地理（学）は、自然科学、人文科学、社会科学のいずれも研究対象とし、広範な領域を網羅している。中

学校や高校の地理的分野の学習においても、人と人のつながりや自然環境と人間生活の関係について理解

を深めることが重要視されている。また高等教育や研究では、古くから地理学だけでなく、生態学や民俗学

などでも調査・研究方法として、フィールドワーク（現地調査）が確立されている。一方で、初等教育、中

等教育におけるフィールドワークは、「見る」「聞く」「考える」ことが基本であり、その上で集められた独

自のデータを、分析することにより、主体的な学びにつなげることが可能になる。しかし、中学校や高校で

は、いずれの教科でも積極的に行われているとは言い難い。例えば宮本（2009）による宮城県の公立中学校

や、池・福元（2014）による神奈川県の高校を対象に行ったフィールドワークに関する調査では、実施率は

いずれも 20～25％程度である。また高木（2021）が行った関東地方の私立高校を対象にした調査でも実施

率は 21％という結果になっており、私立、公立の違いや地域差は少ないことが考えられる。実施率が低い

中で、フィールドワークの普及・推進のための取り組みも実施されている（池ほか、2023）。 

中学や高校におけるフィールドワークは、地理に限らず生物、地学、美術などの教科・科目においても有

用である。探究学習において、社会科（地理）を中心に捉えて、他教科・科目と連携し、フィールドワーク

を行うことは、地域や物事、社会問題などを多角的に観察・分析することにつながると考えられる。一方

で、中学校・高校においてフィールドワークを実施するために、教員側に多くの労力が必要となるだけでな

く、何より生徒の安全確保等の課題が存在するのも事実であり、このことは以前から触れられている（高

木、2021・池ほか、2023など）。そこで本研究では、まず社会科におけるフィールドワークの問題点を検証

した上で、社会科（地理）中心とした教科横断型の探究学習における、フィールドワークの実施状況と新た

な課題の検証を行った。 

先にも示したが、高等教育や研究におけるフィールドワークは、現地調査を差し、調査者自らが対象地

域、調査方法などを決め、主体的に行うものであるが、中等教育までにおいては、それらの実施が難しい。

したがって、本研究におけるフィールドワークの定義は、より多くの事例を把握し、検証することを目的と

するため、「学校外での学習活動全般」とすることとする。 

 

Ⅱ 調査方法 

 全国の私立高等学校および中等教育学校 1391校を対象に、社会科におけるフィールドワークの実施状況

および教科横断型のフィールドワークの実施状況に関するアンケート調査を実施した。アンケートの概要

とアンケート項目は以下に示す通りである。 

＜アンケートの概要＞ 

① アンケート期間：2023年 11月 1日～11月 23日 

② 調査対象：全国の私立高等学校および中等教育学校 1391校 
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③ 調査・回収方法：書面にて依頼し、回収はMicrosoft Formsにて実施 

④ 回収：414校（回収率：約 29.8％） 

＜アンケート項目＞ 

① 学校名 

② 学校所在地 

③ 回答者の専門教科・科目 

④ 中学併設の有無、男子校・女子校・共学校 

⑤ 大学・大学院で地理（学）を専攻した専任教員の在職状況 

⑥ ⑤で在職の場合の人数 

⑦ 社会科（単独）における、フィールドワーク（校外での学習活動）の実施状況 

⑧ ⑦の実施内容（学年・規模（人数）、活動場所、活動内容） 

⑨ ⑦の実施により、生徒に付いている力 

⑩ ⑦未実施の場合の理由 

⑪ 社会科と他教科が横断する形で、フィールドワーク（校外での学習活動）の実施状況 

⑫ ⑪の実施内容（学年・規模（人数）、活動場所、活動内容） 

⑬ ⑪の実施により、生徒に付いている力 

⑭ ⑪未実施の場合の理由 

⑮ フィールドワークを行う上で、課題と感じる部分 

 

Ⅲ 調査結果―課題― 

（１）社会科（地理歴史科・公民科）におけるフィールドワークの実施状況 

 本研究における社会科でのフィールドワーク実施状況を表 1 にまとめた。全体の実施状況は 21.5％であ

り、これは先行研究とほぼ同程度の割合であるといえる。科目別では、主に地理で実施している場合が、

11．4％、主に歴史や公民で実施している場合が 10.1％と差はないといえる。学校種別では、中・高両方が

設置されている男子校が 45.5％と最も高い。全体として、中・高設置の学校の方が、カリキュラム等の柔軟

性が高いことから、実施率が高いと考えられる。なお主な取り組みの事例は、以下に示した通りである。 

表 1 校種別の社会科（地理歴史科・公民科）におけるフィールドワーク実施状況 

 回答数（校） 実施数（校） 割合（％） 

全 体 414 89 21.5 

主に地理で実施 414 47 11.4 

主に歴史・公民で実施 414 42 10.1 

男子校（中・高設置） 22 10 45.5 

女子校（中・高設置） 39 15 38.5 

共学校（中・高設置） 157 35 22.3 

男子校（高校のみ設置） 5 0 0 

女子校（高校のみ設置） 19 4 21.1 

共学校（高校のみ設置） 168 24 14.3 

その他 4 1 25.0 

地理教員の存在 181 49 27.1 

                             （アンケート調査をもとに作成） 
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＜実施校での取り組みの事例＞ 

 史跡巡り、美術館見学 

 伊豆大島野外調査 

 福島浜通り野外調査 

 学校近隣の治水調査 

 学校前にある公園の植生地図作成 

 

（２）教科横断型フィールドワークの実施状況 

 表 2 は修学旅行等も含めたフィールドワークの実施状況と、社会科と他教科が連携した教科横断型での

フィールドワークの実施状況をまとめたものである。修学旅行等での実施率は高いものの、教科横断型で

の実施率はかなり低い状況であるといえる。傾向として、社会科における実施状況と似ている。 

 教科横断型のフィールドワークは、実施校が少ないものの、その取り組みは非常にユニークなものが多

い。理科（特に生物や地学）との組み合わせが多いが、家庭科との組み合わせや語学研修とリンクさせたも

のなどが見られ、実施することにより「物事を広く深く見る力」や「観察力」などが高まると認識されてい

る。また特徴として、大部分の実施が、20名から 30名程度で行われており、授業内ではなく、いわゆる講

習等での実施が多いのが特徴といえる。 

表 2 修学旅行等での探究活動を含めたフィールドワークの実施状況 

 修学旅行等も含めた実施状況 教科横断型での実施状況 

回答数

（校） 

実施数

（校） 

割合

（％） 

回答数 

（校） 

実施数 

（校） 

割合 

（％） 

全 体 414 225 54.3 414 48 11.6 

男子校（中・高設置） 22 17 77.3 22 5 22.7 

女子校（中・高設置） 39 24 61.5 39 7 18.0 

共学校（中・高設置） 157 89 56.7 157 18 11.5 

男子校（高校のみ設置） 5 3 60.0 5 0 0 

女子校（高校のみ設置） 19 10 52.6 19 2 10.5 

共学校（高校のみ設置） 168 82 48.8 168 15 8.9 

その他（通信制など） 4 3 75.0 4 1 25.0 

地理教員の存在 181 115 63.5 181 29 16.0 

（アンケート調査をもとに作成） 

＜地理が主となりおこなっている教科横断型フィールドワークの実施校での取り組みの事例＞ 

 川から地球を考える（地理＋生物・地学） 

 調理実習で使用する米を田植えから行う（地

理＋家庭） 

 身近な地域調査（地理＋生物） 

 火山の観察（地理＋地学） 

 語学研修と文化学習の連携（地理＋英語） 

 海岸のビーチクリーン活動 

 

（３）フィールドワーク実施の課題 

 本研究において、明らかになったフィールドワークが実施できない（しない）理由を集約すると、以下の

８点になる。なお私立学校特有の問題として、学校周辺の情報が少ないことも、実施の妨げとなっているこ

とが明らかになった。 

 忙しい、打ち合わせ時間がない  他教科が何をしているかわからない 
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 カリキュラム的に難しい 

 安全性の問題 

 引率者が見つからない 

 ノウハウがない 

 教員自身の経験（論文、実験、フィールドワークなど）がない 

 身近な地域に魅力的な場所がない、題材がない、生徒に土地勘がない 

 

Ⅳ まとめ―開発― 

 教科として（社会科・地理）の実施率が低いことから、授業時間内での実施はほぼ不可能に近いと考えら

れる。地理に限っては、地理総合の必修化で、学年全体での実施が求められ、さらに困難になっていること

が想像できる。一方で、選択者が少なく、時間的余裕があり、小回りがきく、講習や総合的な学習・探究の

時間での実施は、積極的に行われているといえる。実施する機会を増やすためには、教員の負担軽減だけで

なく、安全対策や実施内容の共有化などが望まれている。 

最後に、現状を踏まえ、教科横断型フィールドワークの開発という観点で、いくつかの改善案を示した

い。 

（１）安全対策 

 近年、安全対策が強く求められるようになっている。現状では、中学・高校におけるフィールドワークの

安全対策をまとめたものは、ほぼ存在しない。しかし、大学・大学院で地理学や生物学を学ぶ学生向けのマ

ニュアルの整備は進んでいる（例えば、東京大学環境安全本部フィールドワーク事故災害対策ＷＧ編、2014・

日本生態学会野外安全管理委員会編、2019など）。このような資料を活用することで、より安全なフィール

ドワークを実現することが可能になると思われる。 

（２）授業時間内で取り組める事例の共有 

時間不足を理由として、実施しない事例が多数あった。授業時間内（50 分程度）で行うフィールドワー

クの開発により、実施がしやすくなるものと考えられる。コース設定をするのではなく、学校周辺のピンポ

イントでの見学や屋上などからの観察でも得られるものは多い。また、小学校等での地域調査の先行事例

が多く存在するため、それらをアレンジすることも実施の一助となると考えられる。 

（３）行事や語学研修等との連携 

 複数の学校で、語学研修前に文化に関する学習を行う事例が見られた。学習したことを現地で確認・経験

するということを繰り返すことで、より深く知るきっかけになることが考えられる。既存の行事に、事前・

事後学習と、現地での観察・聞き取り等を加えることで、「物事を広く深く見る力」や「観察力」などが養

われることが考えられる。 
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メタバース内における探究学習の可能性について 

―誰もが参加できる新しい学びを目指して― 

 

黒 田 雅 幸 十文字中学・高等学校 

 

1：はじめに 

2020 年から新型コロナウイルス感染症の拡大

により、日本中の学校でオンライン授業が導入

された。スタディプラス株式会社の調査による

と、中学校と高等学校において、オンライン授

業についてのアンケート結果では「ある」「以

前はあった」の回答が半数を上った(スタディプ

ラス 2022)。その理由として、2021 年以降は感

染拡大の有無に関わらず自宅からオンライン授

業を実施した学校も多く、自主的にオンライン

授業を受講した生徒も多かった。 

オンライン授業には、時間の制約や学習履歴

を確認が容易などのメリットがある。しかし、

現在行われているオンライン授業は Web 会議シ

ステムをのみを用いて行われることが一般的で

ある。Web 会議システムでは、教員から生徒へ

の一方的な伝達になりやすく、生徒同士のコミ

ュニケーションやグループ学習が難しい。 

 岡田もオンライン授業について、対面授業と

比べると五感を使ったコミュニケーションや対

人関係の構築が難しいという課題も指摘してい

る(岡田 2021)。そのため、近年注目を浴びて

いる探究学習にはオンライン授業は不向きであ

ることがわかる。 

 探究学習は、現在も多く行われているような

「知の伝達型の授業」から脱却し、生徒が自ら

課題を設定し、情報を収集しながら整理、分析

を行い、解決する力を身につけることを目的と

した学習方法である。このような教育改革にお

いては、生徒同士の相互協力やコミュニケーシ

ョンが重要となる。 

そこで、従来のオンライン授業の課題である

コミュニケーションの難しさを解決し、オンラ

インでの探究学習を可能にする方法としてメタ

バースの活用を提案する。 

 メタバースは、インターネット上の仮想空間

のことで、現実世界と変わらない臨場感のある

体験を実現することができる。生徒は自分の分

身であるアバターを介して、仮想空間内の教室

や実験室に参加することができる。アバター

は、表情や動作を自由に表現することができ、

生徒同士のコミュニケーションを促進する効果

が期待できる。この特性を利用することで生徒

同士が自由にグループワークやプレゼンテーシ

ョンを行うことができるため、探究学習にも適

した環境となると考えた。 

 

2：研究目的 

本研究では、メタバースを活用した探究学習の

可能性を検討するために、以下の 3 点について

明らかにする。 

1：生徒がメタバース空間内で自由に話し合い 

ができ、グループ学習が可能であること。 

2：生徒が作った資料をメタバース内で発表す 

ることができること。 

3：教員が生徒の活動を評価できること。 

 

これらが円滑に行えることで知の伝達になり

がちであるオンライン授業の可能性が広がり、

誰もが参加できる新しい学びにつながると確信

している。 

 

3：授業方法について 

3-1：メタバースのプラットフォームについて 

メタバースという言葉は 2021 年後半から注目さ

れたものである。その語源は「メタ（超）」と
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「ユニバース（宇宙）」を組み合わせて作られ

た造語とされている。 

日本政策投資銀行によればメタバースは明確

な定義がなく、様々な解釈が存在するとし、メ

タバースの特徴に関して Matthew Ball、David 

Baszucki、Tim Sweeney の 3 名の発言を取り上げ

ている(日本政策投資銀行 2021)。 

このようにメタバースの定義は明確なものが

存在しないため、本研究では武井の「3DCG の

技術でバーチャルな世界を構築した上で、人々

がさまざまな交流や経済活動を含めたいろいろ

な活動ができるしくみ」とする(武井 2022)。 

そして、授業で活用するメタバースは以下の 2

点を基準で決定をする。 

1：3DCG で作られた空間であり、誰もが簡単に 

コミュニケーションが取れる空間である。 

2：利用できるデバイスの種類が複数存在し、空 

間作成が容易である。 

これらを満たすプラットフォームとして Cluster

を活用することとした。 

 

3-2：探究学習について 

 探究学習は「総合的な探究」の 1 つの教科に

関わらない授業と「古典探究」のように現状の

教科に関わった学習が存在する。本研究では

「総合的な探究」の授業とし、CURIO SCHOOL

社が提供しているデザイン思考のフレームを元

にして作成した。探究学習の題材は「学校用カ

バンでの困りごとを解決する方法」とした。 

 

3‐3：生徒の評価について 

 グループでの活動を行う場合、教員の評価の

難しさが課題である。藤原によるとカリフォル

ニア州サンディエゴにある「High Tech High」で

は総括的評価と形成的評価があり、成績表など

で使われる総括的評価よりも随時進行する営み

の中で評価である形成的評価が重要と述べてい

る(藤原 2020)。日本でも観点別評価では知識・

技能、思考力・表現力、主体性の 3 つの観点で

生徒の評価を行うが、この観点においてグルー

プ学習での個人評価は難しい。そこで本研究で

は CURIO SCHOOL 社と協働で 360°評価を作成

し、実施した。 

360°評価では自己評価と他者評価をアンケー

ト形式で各授業の終了後に授業を受けた生徒全

員に答えてもらう。アンケートの結果を分析

し、自分への評価と他者からの評価が大きく異

なるグループは教員では気が付いていない課題

があると考える。この結果を踏まえ、次の授業

では教員がそのグループを中心にグループ学習

の様子を確認することで、グループ内の個人の

評価を細かく行えるようにした。 

 

4：研究結果 

4-1:メタバースの教室 

 図 1、2 のように Cluster 内に全体の指導を行

うメインスペースとグループ学習を行う 4 つの

ワークスペースを作成した。 

Cluster では、20m（1 ブロック＝1m）以上離

れているアバターの声を聞こえないような設定

が可能である。その機能を活用し、各ワークス

ペース間の距離を 20m とした。 

各ワークスペースに生徒 4 名を 1 つのグルー

プとし授業を行うことができた。グループ学習

の様子は図 3 に載せる。 

 

図 1 作成したメタバース空間 

 

図 2 メインスペース内 
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図 3 グループ学習の様子 

4-2：教材について 

 授業の題材は「学校用カバンの困りごとを解

決する方法」とし、CURIO SCHOOL 社が提供

しているデザイン思考の手順にのっとり 5ステ

ップのうち「共感（さぐる）」「定義（きづ

く）」「概念化（ひらめく）」までを行った。 

このフレームワークに沿った資料を Google 

jam board に設定し、生徒が各自で付箋の色を決

め、張り付けることによってグループ学習を円

滑に活用ができるようにした。図４に授業で活

用した Google jam board を載せる。 

 

 

 

図４ 授業の教材 

これらから生徒同士で円滑にグループ学習が

行えたことがわかる。 

4-3：生徒の評価 

 授業終了後に Google forms を活用し 360°評価

を行った。ただし、中学生と高校生の複合グル

ープについてはアンケートの実施を控えた。ア

ンケートの評価の項目は自己評価と他者からの

評価で表１にまとめる。 

 

表 1 360°評価アンケート項目 

自己評価 

➀自分なりの課題を 

提案した 

➁積極的に行動した 

➂メンバーと対話が 

できた 

➃授業外での取り組 

むことができた 

他者からの評価平均 

➀積極性に行動がで 

きていた 

➁積極的に対話を 

行っていた 

➂授業外でもしっか 

り取り組んでいた 

➃全体評価 

このアンケートの結果を図５、図６に載せる。 

 
図５ アンケート結果 グループ評価 

 

図６ アンケート結果 個人評価 
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この結果から、グループ内で個人評価と他人

評価には大きな差が生じることがある。このグ

ループには何かしらの課題があると考え、次の

指導の参考にできると考えていた。 

2 回目の授業では、特に個人評価と他人評価

の差が大きかった生徒に注意を払いながらグル

ープ学習の様子を確認していたところ、当該生

徒は「積極的に会話をしているが、授業と関係

ない話をしている時間がきわめて多い」という

ことがわかった。声のみで顔の細かい表情など

が読み取ることが難しいメタバース内におい

て、360°評価の必要性を確信した。 

 

5：考察 

 本研究ではメタバース内で行う探究活動の可

能性を実践し、検証した。具体的にはグループ

学習で生徒が意見を出し合い、まとめ、発表が

行えるか。そして、その活動を教員が生徒 1人

ひとりの評価を行うことができるかを実践し、

検証を行うことである。 

 

5−1：グループ学習についての検証 

 メタバース内でのグループ学習は十分に行え

たと感じている。授業後の生徒アンケート結果

図 6 では対面でのグループ学習を 5 としたとき

の「メタバースでの活動のしやすさ」を 10 段階

で評価(1 を最低値、10 を最高値)したところ、

対面授業でのグループ学習に比べて活動がしや

すいという意見が多かった。 

 

図 6 対面を 5 としたときのメタバースでの活動評価 

 

このアンケートは自宅からスマートフォンで

メタバース、資料作成をパソコンで授業に参加

した生徒を対象にしており、個別のコメントで

もインターネット回線の問題以外では前向きな

ものが多かった。 

生徒が作成した資料や生徒のグループ学習の

活動のしやすさを考慮すると、1 つの題材に対

してグループ学習で意見を出すという授業は十

分に可能であったと言える。 

 

5-2：生徒個人の評価について 

 授業に対して生徒の評価をすることは必須で

ある。360°評価の結果からもグループ学習にお

ける主体性の評価がある程度は可能であると考

えられる。しかし、知識・技能や思考力・表現

力などの評価は他の方法で行う必要があると強

く感じた。 

 

6：おわりに 

本研究の中心であったメタバース内でグルー

プ学習を行うことは十分に可能であることがわ

かった。しかし、生徒１人ひとりの評価を行う

という観点から考えると現段階では、評価を含

めたすべての授業をメタバースのみで完結する

ことは難しい。メタバース内で個人の学びにつ

いての評価方法が作成されれば、メタバース内

で探究活動を完結できる可能性が大きく高まる

と確信した。 
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初等幾何における公理的方法の理解のための活動の設計と評価 

 

 

赤 間 祐 也 武蔵高等学校・中学校 

 

１．はじめに 

数学の学習における証明の必要性や意義の理解についての課題はわが国が西洋数学を導入した際に端を

発する、古くより続く問題である。明治時代については小倉（1947）が、最近では平成 30年全国学力・

学習調査中学校数学科報告書などが特に幾何における証明の必要性についての理解に課題があることを報

告している。 

この問題について杉山(2010)は数学の体系的に考えることについての問題と捉え、そもそも学校数学に

おいて証明を扱う意義を数学的知識を説明し納得させることにおくべきではなく、むしろ公理的方法、す

なわち知識を体系的に積み上げていく方法を理解させ能力として身につけさせることにあるべきである、

と主張する。また、その実現のための活動として、図形の条件や既知の定理、公理、定義などといった証

明の「要素」を分析する活動を提案している。証明についてその要素に分析する活動を通して、学習者に

数学を公理的方法により体系的に作っていくことの意味を見出させることができる、とする。 

初等幾何の学習について赤間(2021)は私立中高一貫教育校を対象とした調査を行い、私立中高では「代

数」「幾何」といった分野別の科目を設定したり初等幾何に費やす時間が多いことなどから幾何教育を重

視している傾向がみられることを報告している。そこで本研究では初等幾何教育における証明の必要性に

ついての理解を改善するために、杉山(2010)の考えに基づいて活動を設計し、検証することを試みた。 

 

２．先行実践研究について 

杉山(2010)をもとにした証明の要素分析の活動の先行実施例には赤間(2023a)および赤間(2023b)がある。

赤間(2023a)は平面図形の「面積」「ピタゴラスの定理」の単元において 2022年度に中学校 3年生を対象と

した証明の要素分析の活動を行い（図 1）、学習者に対して活動の興味・意義についての調査と自由記述

の分析を行っている。その結果、証明の要素分析を含む活動について学習者の強い肯定反応がみられたこ

と、一方である程度活動に習熟がみられた後は要素を分析して書き出す活動に終始するのではなく、授業

中の活動として適宜

実施されていくこと

が必要であることを

述べている。 

一方、赤間(2023b)

は空間図形の単元に

おいて 2022年度に中

学校 3年生を対象と

した証明の要素分析

の活動を行い、その

前後での学習者の体

系の認識の変化を調
 

図 1 本校教材をもとにした証明の要素分析の活動の例 出典：赤間(2023a) 

(i) 示すべき命題の条件と結論を書きださせる
条件：長方形のたてがa, よこがb
結論：長方形の面積 S = ab

(ii) 証明の記述において使われている図形の
構成要素や定理・定義などを挙げる

図形の構成要素：長方形のたての長さ a
よこの長さ b
など

定義や性質：長方形の定義や性質
対辺が等しく平行 内角が直角
など

定理：平行線の性質
（同位角相等・錯角相等）
など

(iii) このような活動にどのような意義がある
かを検討させる．

・根拠を明らかにすることのよさ
（信憑性について）

・自分で証明をする際の動機づけ
など
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査している。その結果、証明の要素分析の活動について肯定的に捉えた学習者ほど体系のよさについての

理解が向上している傾向がみてとれたことを報告している。 

 

３．研究の目的 

本研究の目的は杉山(2010)の証明の要素を分析する活動の考えに基づいて赤間(2023a)および赤間(2023b)

をもとにした活動を実施し、年間を通じて評価することで学習者の体系の認識について明らかにすること

を目的とする。 

 

４．研究の方法 

本研究では活動を実施すること、および質問紙調査により検証を行うことの 2点を行う。それぞれにつ

いて述べる。研究の概略を図 2に示す。 

4.1 研究の時期及び対象者 

研究は 2023年 4月から 12月にかけて、本校中学校 3年生の生徒 4クラス計 175名を対象として実施し

た。活動および調査の実施には数学科のうち主に幾何の内容を扱う「数学 2」（週 2時間）の授業を利用し

た。なお、研究は所属校の許可を得た上で実施し、学習者に対しても年度初めに調査について説明し、同

意を得た者について実施した。  

4.2 活動について 

活動は体系の認識に変容をもたらすために①毎回の授業で行う発問と、②③特定の授業回で行う活動の

2種を実施した。 

① 体系的に考えることを意識させるための発問 

要素分析を伴うような発問として、定理やその証明を授業で扱った際にその前提にある条件を変えたら

どのような命題が作れるか発問し、派生させることが可能な命題やその真偽の予想等について教室全体で

共有する。詳細は赤間(2023b)を参照されたい。 

② 証明の要素を書き出す活動 

証明の要素分析の考えを学習者に理解させるために学年の初めに実施。証明を提示し、その内容につい

て証明の要素を可能な限りたくさん書き出させる。詳細は赤間(2023a)を参照されたい。 

③ 体系的に考え

たことを検証する

活動 

①の発問につい

て実際に派生命題

およびその真偽、

証明を検討する。

詳細は赤間

(2023b)を参照さ

れたい。 

4.3 調査項目 

調査は①毎授業

の発問を中心とし

た単元全体につい

 

図 2 研究の概略 

①体系的に考えることを意識させるための発問
証明の要素分析の要素を持つ発問を毎時間行う

一学期前半

面積・ピタゴ
ラスの定理と
その拡張・中
線定理など

行う活動

単元の
流れ

行う調査

体系の認識についての調査
毎回定期試験後に実施

一学期後半

方べきの定理，
二円の関係と
接線，チェ
バ・メネラウ
スの定理など

二学期前半

軌跡，点，直
線，空間の位
置関係，関連
する定理など

二学期後半

三垂線定理，
角錐の体積，
多面体定理，
正多面体など

②③の活動について学習者の興味などを測る

②証明の要素を書き出す活動 ③体系的に考えたことを検証する活動
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て定期的に測るた

めの「体系の認識

についての調査」

と、②③の活動に

ついての調査の 2

種を行った。 

 

５．授業実践 

2023年 4月から

12月にかけて①～

③の活動を含む授

業実践を行った。

図 3の左図は②証

明の要素を書き出す活動を行った際に生徒の発言を教師が黒板で集約した際の様子である。本活動は各ク

ラス 4月 14日～4月 24日にかけて実施した。長方形の面積公式の証明を題材として、証明中で利用され

ている証明の要素についてワークシートに書き出させ（自力解決場面）、クラスで共有した（共有場面）。 

右図は③体系的に考えたことを検証する活動を行った際に学習者に書かせたワークシートの例である。

本活動は各クラス 10月 31日～11月 2日にかけて実施した。命題「2直線 ℓ 、 𝑚 および平面 𝛼 につ

いて、ℓ // 𝑚 かつ ℓ は 𝛼 上になく、𝑚 は 𝛼 上 ⟹ ℓ // 𝛼」およびその証明を題材として、証明の要

素を書き出させた上でもとの命題から派生する命題およびその真偽、証明について検討させ（自力解決場

面）、クラスで共有した（共有場面）。 

 

６．調査の結果と分析 

6.1 活動②③についての調査の結果 

表 1は活動②、および活動③の授業後の調査に

ついて、各項目について肯定的であった人数を述べ

たものである。活動②については「活動への興味」

「活動の意義」をそれぞれ 5件法で、活動③につい

ては「理解度」の項目を加えてそれぞれ 4件法で調査したものについて、肯定的な回答であったものを集

計した。いずれについても肯定的な回答であった回答者が圧倒的に多数であった。 

それぞれの回答については理由の記述も求めているが、理由の記述については十分に整理できてはいな

い。活動②について肯定的であった回答者の理由の記述としては例えば長方形の面積という小学校の頃か

ら自明と思われるような定理についても様々な証明の要素を利用していることの面白さなどが、活動③に

ついては新しい命題を作ることや前提を再検討することで偽である命題から真である命題を生成すること

ができることの面白さなどについての記述がみられた。 

6.2 体系の認識についての調査の結果 

表 2は体系の認識についての 4回の調査について、各項目について肯定的であった人数を述べたもので

ある。体系の認識の調査については「体系的に書かれている証明や説明」をそうでないものと比べたとき

の利点（「理由・根拠の明示」「関連性の明示」「理解しやすさ」）についての項目と、「体系的に考えて証

明や説明をすること」が自分にとってどうであるか（「証明の練習」「説明の練習」「困難さ」）の 6項目に

  

図 3 授業実践の様子 

左は②証明の要素を書き出す活動を教師が集約した様子、右は③体系的に考えたことを検証 

する活動のワークシート記入例 

 表 1 活動②③の調査に肯定的であった人数 
 

活動②

(n =173) 

活動③

(n =169) 

活動への興味 148 137 

活動の意義 156 149 

理解度 

 
139 
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ついて調査を行った。調

査はいずれも 4件法で行

い、肯定的であったもの

を集計した。 

いずれの選択肢につい

ても肯定的であった回答

者が多く見られたが、「困

難さ」についてもやはり

肯定的である回答者が多

数であった。 

 

７．考察と今後の課題 

7.1 活動②③の成立について 

表 1の結果より、②証明の要素を書き出す活動、③体系的に考えたことを検証する活動のいずれについ

ても活動への興味、活動の意義について学習者に肯定的に捉えられていた。杉山(2010)の提案する証明の

要素分析の考えに基づく活動について、学習者に受け入れられるものであったといえるだろう。 

7.2 一連の学習を通じた学習者の体系の認識について 

一方で表 2の結果より、「体系の認識の調査」については第 1回から第 4回にかけてすべて同様の傾向

がみられた。すなわち、回答者は一貫して「体系的に書かれた文章」は理由や関連性、理解しやすさに優

れていると捉え、また「体系的に書くこと」は証明や説明の練習になる一方で困難さを伴うものである、

と感じているといえる。活動②③をはじめとする一連の学習により体系的に書かれたことや書くことにつ

いてのよさが維持されたが一方で体系的に書くことの困難さについても軽減されることはなかった、と捉

えることもできるであろう。 

7.3 今後の課題 

本稿では時間と紙面の都合上②③の活動と体系の認識についての調査の結果の関連性について検討する

ことはできなかった。表 2からは体系の認識の変容について捉えることはできなかったが、それぞれの活

動と学習者の体系の認識がどのように関連づいているのかについて今後さらに検討を進めたい。 
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37-40． 

赤間祐也， 2023a， 「公理的方法による証明の意義理解のための活動の設計と評価」『日本科学教育学会研究会研究
報告』37(6): 95-100． 

赤間祐也， 2023b， 「体系的に考える意義を理解させるための活動の設計と評価――空間図形領域における「証明の
要素分析」の活動」『秋期研究大会発表集録』56：257-264． 

国立教育政策研究所 平成 30年度全国学力・学習状況調査報告書【中学校】数学（最終閲覧 2024年 1月 29日）
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小倉金之助， 1947， 『明治時代の数学――日本に於ける近代的数学の成立過程』理学社． 
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 表 2 体系の認識の調査の各項目に肯定的であった人数 
 

第 1回

(n =165) 

第 2回

(n =154) 

第 3回

(n =160) 

第 4回

(n =157) 

理由・根拠の明示 139 143 140 137 

関連性の明示 145 134 133 127 

理解しやすさ 138 133 122 126 

証明の練習 151 143 147 141 

説明の練習 152 140 144 137 

困難さ 126 127 131 127 
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探究的な学びによる概念的理解の獲得のための教育実践研究 
－引揚者の排除と包摂から見る日本近現代史－ 

 

佐 藤 竜 之 啓明学園中学・高等学校 

 

1．はじめに 

2023 年度より、高等学校において日本史探究の授業が開始された。学習指導要領では、この科目におい

て、史資料からの読み取り・読み解き、問いを表現する、仮説を設定する等の探究的な学びの展開を求めて

いる。そのような学びの在り方が求められる中、コンピテンシーの育成と、歴史的な事象について概念を用

いて理解するための授業デザインに基づく実践事例の研究・開発は、私学における歴史教育の発展の一助に

なるものと考え、本研究テーマを設定した。 

2．本研究の目的 

本研究においては、「逆向き設計」にもとづく「概念的理解」の獲得のための授業デザインを提示する事

を目的とする。また、この授業デザインに基づいた授業実践においては、歴史的事象を「個別に分離された

単なる知識」として獲得することを目的とするのではなく、概念を活用しながら歴史を理解することに焦点

をあてた「概念的理解」の手法を用いた授業実践の内容を提示する。さらに、問いを中心とした授業展開及

び学習活動を行うため、「探究的な学び」の手法を取り入れた授業実践の開発を行うことも、今回の研究の

目的の射程に含めるものである。 

また、指導と評価の一体化の観点より、授業実践及び統括的評価のための学習課題であるパフォーマンス

課題の提示、さらにその評価方法としてのルーブリックについても提示する。歴史学習を通して、生徒の資

質・能力の育成に資する授業実践及び評価方法の一例を提示1することが今回の研究の目的である。 

本研究では、歴史総合から日本史探究へという学習の連続性を意識し、両科目の共有できる観点として「排

除と包摂」という観点を設定する。その上で「境界」の変更によって人々が排除／包摂される局面として、

満蒙開拓団の移住から引揚及びその後の生活に焦点を当てる。特に、引揚者がどのように「日本人」として

排除／包摂されたのかを探究的に学ぶことに焦点を当てた教材開発を行った。 

3．テーマ設定 

日本史探究における授業の題材として、「引揚者の排除と包摂」について焦点を当てるのは、以下の理由

によるものである。今回の授業実践で扱う学習課題は、学習指導要領における「内容の取扱」の(1)のイ、

エ、を意識し、また(2)のエで言及されている内容を実践するものである。 

 最初に、歴史総合との関係である。歴史総合で設定された課題の観点として、「自由・制限」等の 5 点が

提示されているが、この中の一つである「統合と分化」の観点に対応するような形で「包摂と排除」という

観点の設定が可能であると考える。近代日本の「人の移動」というテーマ設定は、歴史総合における授業の

題材としても有効性を持つとともに、日本史探究においても、特に近現代においては非常に有効なテーマで

あると共に、多くの素材があり多様な授業展開が可能であると考えるため、このテーマを設定した。 

 つぎに、(1)のエについては、現在の勤務校は、学年の約 30％の生徒が帰国生や国際生（外国籍や多言語

環境にある生徒）が在籍する学校である。そのため「引揚」を「帰還移民」の一形態として捉える視点を提

供することは、生徒の実際の生活経験に基づく、興味関心を喚起しやすい題材であると考えたためである。 

 また、生徒の実態に基づいた課題設定と、この授業実践を通して、「日本」における排除／包摂の問題に

ついて、同じ「日本人」を題材に問い直すことで、現代における「人の移動」や「境界」の問題について生

徒が考えるための視点を提供することが可能となる。これは、現代的な諸課題について生徒が考察できるよ
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うにするという、学習指導要領の要請にも応えるものであると考える。 

4．授業デザインの方法論 「逆向き設計」と「概念的理解」 

今回の研究開発においては、社会構成主義の観点にたち、以下の二つの理論を参照して、授業デザインを

作成した。 

コンピテンシーの育成及び探究的な学びを実践するための授業デザインの方法論として、（Wiggins･

McTighe･西岡 2015）の「逆向き設計」の手法を活用して授業デザインを実施した。これは、知識の習得の

みならず、生徒の資質・能力の育成という観点から、授業内で育成を目指すコンピテンシーを明らかにした

上で、授業の中でどのような内容を、どのように扱うのかについて検討を行う際に有効な手法であると考え

るためである。一方、「逆向き設計」が提示する「本質的な問い」のみでは、問いを構造化した授業展開をデ

ザインする際の指針としては大きすぎるきらいがあった。そのため、今回の授業実践では、（Erickson･

Lanning･French･遠藤･真理子 2020）の「3 つの問い」（＝「事実に関する問い」、「概念的な問い」、「議論

を喚起する問い」）を提示する方法を参考に、「概念的理解」の習得が可能となる問いを設定した。 

5．単元開発の視点 

戦後日本社会の構造と引揚者のアイデンティティの形成の二つの観点からの学習課題を設定することで、

引揚者を題材として、「境界」（の変更）によるアイデンティティの形成という観点について、生徒が概念的

理解を獲得し、思考し、転移が可能となるような視点からの授業デザインの作成にあたった。  

そのため、今回の授業実践の単元開発にあたり、引揚者の歴史的な位置づけ及び自己意識の形成に関する

観点からの先行研究の調査を実施した。まず、引揚者が「戦後」の日本においてどのように排除／包摂され

たのかについての先行研究を概観し、授業実践へどのように位置づけるかを検討した。また、引揚者自身が、

どのように地域／共同体から排除／包摂されていたと捉えていたのかについても検討を加えた。 

また、探究的な歴史学習を実践するにあたり、生徒自身が問いを立て、歴史的思考力を活用して探究的に

学ぶという、生徒の資質・能力の育成を図るための授業デザインが求められる。歴史教育という文脈におい

ては、生徒が如何にして歴史を学ぶか／歴史から学ぶか、についての検討が必要となる。本研究では、「歴

史的思考力」を規定した上で、教科学習における探究的な学びの要素として位置づけた授業デザインを行っ

た。 

6．授業内容の検討 

 今回の授業実践の作成にあたり、引揚者がどのような思いを持って戦後の日本で生活を送ったのかという

点に、まず焦点を当てた。その意図は、今回の授業実践において、生徒自身が「日本（人）」という概念を捉

え直すことが出来るようになることを一つの目的にしていたためである。そのため、生徒にとって自明のも

のとなっている「日本（人）」についての概念を揺り動かすための素材として、五木寛之の「在日日本人」と

いう用語を活用した。また、その概念を再構築するにあたって、史資料をどのように構成するのかという点

に留意しつつ授業デザインを行った。 

 引揚を巡る先行研究としては、戦後引揚については若槻（1995）と、満州農業移民の引揚及び引揚全般の

問題について整理を行う際に参考としたのは加藤（2020）である。この加藤の視点をベースにして、厚生省

の資料を参照しつつ、「引揚者問題」に焦点を当てた授業展開をデザインした。さらに、引揚者の戦後の再

入植の問題に焦点を当て、引揚者がどのように日本社会から「排除」されたのかという視点については、（道

場 2008）や（森 2019）を参考とした。 

また、歴史総合や日本史探究で育成が求められている資質・能力の第一に「歴史的な見方・考え方」が挙

げられている。本研究においては、この資質・能力を以下のように規定した。 

「①史料批判（誰が／どの立場の人物が、どのような目的で、どの様な内容を書いたか・その意義）」、「②
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歴史的文脈の理解」、「③因果的な理由づけ」、「④解釈を批判的にとらえる」、「⑤現代に適応（現代的な諸課

題との連関を考察）」、「⑥資料をもとに歴史を叙述する」、「⑦歴史を題材として自らの問いをたてる」とし

た。「歴史的思考力」をどのように規定するかについては多くの議論があるが、今回の授業実践においては、

（ワインバーグ･渡部 2019）や（前川・梨子・皆川 2019）などを参考にして上記の通りに規定した。 

さらに、日本史探究の授業においても歴史学のプロセスを生徒が授業の中で実践することで、歴史を学ぶ

ことが求められている。授業デザインに際しては、佐藤卓己の「読書する歴史」「思考する歴史」「記述する

歴史」及び、佐藤学の「対話の三位一体」（「対象との対話」「自己との対話」「他者との対話」）を念頭に、授

業の中では①「対象を観察する」＝「史実認識」、②「考察する」＝「歴史的事象の解釈」、③「考察した結

果を表現する」＝「叙述」という三つの段階を生徒に提示した。 

 また、探究的な学びのプロセスについては、総合的な探究の時間における本校での取り組みをもとに、生

徒の学習の足場掛けを考えた場合に、同様のサイクルを運用した方が有効であると考え、（佐藤 2020）の探

究的な学びの手法を基軸とした授業デザインとした。 

以上を踏まえ、今回の授業実践では 4 時間を 1 単元として設定し、1 時間目の 20 分を講義の時間とし、

その後、2 時間目・3 時間目を協働学習として、4 時間目は各班の発表と各生徒がパフォーマンス課題（論

述課題）に取り組む時間とした。以下、今回の授業実践における取り組み内容について詳述する。 

6-1．《第１時》教員からのレクチャー 「引揚者の戦後～満蒙開拓団の引揚者の排除と包摂～」 

 第 1 時では、この単元における問いの提示と、重要な概念に関する概要の説明を実施した。具体的には、

「3つの問い」を中心とした授業展開及びパフォーマンス課題について、どのような視点を持って取り組む

必要があるのかについての解説と、授業内容に関わる部分として、満蒙開拓団からその引揚についての概要

の説明を行った。また協働学習の際に意識すべきスキルについての説明も実施した。 

 学習内容としては、この単元の重要概念となる「排除と包摂」が、どのように活用可能な概念なのである

のかについての説明を行った。さらに、「折りたたまれた帝国」「満蒙開拓団」「引揚者」「戦後」など、この

授業で扱う重要概念について、個別の事象を詳細に解説するのではなく、それぞれの用語が概念として、ど

のような歴史的文脈の中に位置づけることが可能な概念なのかについて焦点を当てた解説を行った。 

 その後、配布した資料を生徒同士で読みあい、「3つの問い」に対して、各グループで協働して回答を作成

する作業に入った。特に、この「3 つの問い」は、具体から抽象へと思考の段階があがっていくように設計

されている。そのため、生徒も具体的な事象についての情報収集および、その内容の理解という段階をまず

経ることとなる。その後、抽象的な概念を説明する際に、その情報を整理・分析して、自分達なりの観点か

ら、その概念について説明する、といった学習の展開が可能となった。 

6-2．《第2時・第3時》 グループワーク 「3 つの問い」に対する回答を考える 

 2時・3時目は、「3つの問い」への自分達のグループの回答を作成するための協働学習の時間となる。 

 各グループは、最後のパフォーマンス課題を意識しつつ、「3つの問い」に対しての自分達たちなりの回答

を、資料を論拠として構築していく作業となる。 

 あるグループでは、自身の祖父（福島県出身）が中国から引き揚げてきたことを思い出したことで、それ 

を元に話し合いを進めているグループもあった。また、授業で配布した資料以外の情報も活用するようにし

たため、ネット上の論文を活用しながら回答を作成しているグループもあった。 

6-3．《第4時》 課題発表（グループ）及びパフォーマンス課題（個人）への取り組み 

第 4時は、各グループで考えたパフォーマンス課題への回答を発表し、その後、各生徒が個人でパフォー

マンス課題に取り組む流れとなる。まず、各グループが「引揚者」をどのように捉えて戦後の日本に位置づ

けたのかについて、各班で考えた内容について発表した。各グループでの発表においては、「どの程度」と
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いう条件をつけたため、「どのような観点からなら、排除された／包摂されたと言えるのか」と、自分達の

視点を限定して説明する場面が多く見受けられた。 

個人でのパフォーマンス課題の前に各グループの発表を設定したのは、自分（のグループ）以外が、どの

ような視点でこの問いに向き合ったのかについて共有することを意図している。自分とは異なる観点で事象

を分析している発表を聞くことで、自分自身の観点を批判的に検討する機会を設定することを意図している。

特に、今回のパフォーマンス課題においては「どの程度当てはまると言えるのか」という条件があるため、

生徒自身が自らが設定した分析の視点と説明する範囲を設定する必要があり、その「程度」の部分を他の生

徒から学ぶ機会としても設定したものである。 

7．成果と課題 

今回の研究では、「概念的理解」を中心にした探究的な学びを「逆向き設計」の手法に基づき授業デザイ

ンを行い、教材開発及び授業実践を実施した。本研究では、「3 つの問い」を引揚者の戦後を紐解くための重

層的な問いとなるように構造化に設定したことで、概念的な理解を獲得することを中心としつつも、日本の

近現代史を理解するための基礎的な知識を獲得することもカバーできるようなデザインを作成し、実施する

ことが出来たのは一つの成果ではある。また、授業の中において、生徒が史資料をもとに、具体的な事例を

他の事例と参照・比較・対照させながら、一般化をしようとする思考の動きが見られたこと。さらに、その

一般化を具体的な事例をもとに反証しようする、具体と抽象を往還する思考形態を学習活動の中で見取るこ

とが出来たことも成果の一つであると考える。 

一方、いくつかの課題も残る。特に、「3つの問い」が段階的に抽象的になるにしたがい、生徒が学習課題

に取り組む際に、「どの程度まで抽象化／具体化するのか」について悩むケースが散見された。具体と抽象

の往還、概念を活用した議論の中で、「どの程度」まで具体的な説明を要するのかについて、問いから求め

られる要求を理解するための足場掛けの仕組みを考えていく必要があると感じた。今後の研究の課題とした

い。 

1 今回の授業実践で使用した授業プリントについては、以下の本校HP に掲載している。 
《https://www.keimei.ac.jp/jsh/info/news/15392/》 
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スマートフォンの表計算ソフトを用いたデータの分析および探究学習 
 

 

小 俣 晶 平 吉祥女子中学・高等学校 

 

1. はじめに 

2. 経緯 

2022年度から「 総合的な探究の時間」が高校
で始まった。高等学校学習指導要領(平成 30 年
告示)解説の目標には ⑴探究の過程において、
課題の発見と解決に必要な知識及び技能を身に

付け、課題に関わる概念を形成し、探究の意義

や価値を理解するようにする。⑵実社会や実生

活と自己との関わりから問いを見いだし、自分

で課題を立て、情報を集め、整理・分析して、

まとめ・表現することができるようにする。⑶

探究に主体的・協働的に取り組むとともに、互

いのよさを生かしながら、新たな価値を創造し、

よりよい社会を実現しようとする態度を養う。」

（文部科学省，2018）とある。 
本校ではこの目標を達成すべく、2022年度の
高校の新指導要領が開始することに合わせて、

高校１年次に 総合的な探究の時間」を週２時

間実施することとした。その内の１時間の１学

期を数学科教員が指導する。数学科としてこの

目標を達成するために、統計的探究プロセスの

１つである PPDAC サイクルを身に着けさせる
授業を開発することにした。また、数学の教科

書には今回、2022「・2023年度に実践した内容を
報告する。 

 

3. 背景 

4. スマートフォン 

スマートフォンを採用することになった拝見

を説明する。本校にはWindows PCが使える PC
教室があるため、Excelによる授業を行うことが
可能である。しかし、PC教室は１教室のみしか
なく、高１・高２の情報の授業で使用する関係

で、「 総合的な探究の時間」で使用することがで

きない可能性があった。したがって HR教室で
も可能な方法を模索することになった。 
5. Google スプレッドシート 

HR 教室で統計処理を行うためには ICT 機器
が必要である。本校の高校生は１人１台の ICT
機器を所持しているが、スマートフォンを含め

た BYOD である。教室には Android・iPhone・
iPad「・Mac「・Windowsの機種が混在した中で授業
を実施する必要があった。さまざまな ICT機器
に対応するため、ブラウザベースの表計算ソフ

トを利用する方法しかなかった。幸い、本校の

生徒は Googleおよび Microsoftの両方のアカウ
ントを持っている。Googleのアカウントを普段
から使用していること、課題配信・課題提出は

Google classroom で行う方法がスムーズである
と判断し、Googleスプレッドシートを使用する
授業を組み立てることとした。難しい統計処理

をさせるには Excel が便利であるが、事前にダ
ウンロード・インストールがされていない場合

には、授業中に作業ができないリスクがある。

スプレッドシートであれば、そのような心配が

少なくなる。 

6. 生徒観 

2023年度高校１年生は６クラスあり、各 HR
教室にて授業を行った。本校の生徒は中学から

高校へ全員が進学する。生徒はすでに数学Ⅰ「 デ
ータの分析」を学習済みであり、中学の授業お

よび高校１年の初めに情報Ⅰの授業にて Excelの
関数について学習をしている。しかし、中２で

 データの分析」を学習しているため、内容を

忘れている生徒が多いのも事実である。 
7. 教員 

数学科の教員は情報の免許を持っている訳で

はなく、表計算ソフトを使い慣れている訳では

ない。実施する上で様々なトラブルを想定し、

対応できるよう必要があった。 

 

8. 授業 

9. 目標 

指導要領の目標を元に、 課題設定力·表現力

·分析力」の育成を設定した。 課題設定力」は

興味関心のある事柄から自ら課題を探しだし、

取り組む力を身につけられるようにした。 表現

力」は様々なグラフや統計学の知識を身に付け、

正しい分析を行うための手法により表現力を身

につけられるようにした。 分析力」は統計学を

学ぶことで、データを分析した結果を効果的に

表現し、相手に伝えられる力を身につけられる

ようにした。 

10. シラバス 

表１ではシラバスの内容と数学の分野につい

て記載している。数学Ⅰは データの分析」、

数学Ｂは 数学と社会生活」、数学Ｃは 数学

的な表現の工夫」の内容の一部を指している。 

 

表１：2023 年度のシラバスの内容と数学の分野 

時数 内容 数学の分野 

第１時 総合的な探究の時間の目

的・目標について 
 

第２時 

第３時 

さまざまなグラフの特

徴・グラフの作成 

数学Ⅰ・ 

数学Ｂ・ 

数学Ｃ 
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第４時 データサイエンスと統計

的探究のプロセス 

数学Ⅰ 

第５時 最小二乗法による回帰直

線の導出 

数学Ｂ 

第６時 統計学を使ってレポート

を書いてみよう 

数学Ⅰ・ 

数学Ｃ 

第７時 統計的探究の実践～相関

分析・回帰分析による問

題解決～ 

数学Ⅰ・ 

数学Ｂ 

第８時 

第９時 

グラフを使ってポスター

を作成しよう 

数学Ⅰ・ 

数学Ｂ・ 

数学Ｃ 

レポート課題を提示したが、2022 年度には、

多くの生徒が「 何を書いてよいのか分からない」

と話をしている場面に遭遇した。このため、講

義の時間を減らし、実際にグラフを作成する時

間を多くするようにした。 

 

11. グラフ作成の課題 

12. 課題内容 

第２時・第３時にグラフ作成の課題を提示し

た。作成するグラフは折れ線グラフ、棒グラフ

ヒストグラム、箱ひげ図、バブルチャート、パ

レート図である。なお、移動平均のグラフは折

れ線グラフを用いて、箱ひげ図はローソク足チ

ャートを用いて作成させた。 

13. 提出された課題からの分析 

スマートフォンを使用した生徒を含め、９割

以上の生徒が指定されたグラフを正しく作成で

きていた。また、軸の単位、キャプション、引

用元、凡例などの記載もできていた。PC やタブ

レットを使用しなくても、多くのグラフが作成

できる力を備わったことが分かる。ただし、授

業中の様子を見ていると、画面が小さいからか、

PC やタブレットを使用していない生徒より時

間がかかっていたように感じた。 

 

14. 統計量を求める課題 

15. 課題内容 

第４時、第５時、第７時は統計量を求める課

題を提示した。割合を求める問い、相関係数、

回帰直線の方程式などである。表２は各問いの

正答者数とその割合である。 

 
表２：統計量を求める問いの正答者数（割合） 

時数 内容 正答者数 

第４時 各都道府県の１人当たり

の美容師数の割合 

134(59.3%) 

第４時 相関係数 199(88.1%) 
第５時 回帰直線の傾き 167(87.9%) 
第５時 回帰直線の y切片 164(86.3%) 
第５時 (任意)回帰直線の傾き 69(71.9%) 
第５時 (任意)回帰直線の y切片 61(64.2%) 

第７時 相関係数① 196(92.9%) 
第７時 相関係数② 189(89.6%) 
第７時 標準偏差 178(84.4%) 
第７時 相関係数③ 182(87.5%) 
第７時 回帰直線の傾き① 175(84.1%) 
第７時 回帰直線の y切片① 180(86.5%) 
第７時 相関係数④ 166(80.6%) 
第７時 回帰直線の傾き② 175(83.7%) 
第７時 回帰直線の y切片② 188(90.4%) 
 

16. 提出された課題からの分析 

課題に取り組む際、相談しながら教えながら

回答してよいとしている。このため、多くの問

いで正答率が高い。この中で注目する問いが２

個ある。 

第４時の 各都道府県の１人当たりの美容師

数の割合」を求める問題は、各出席番号で答え

が異なる「（答えは 47種類）となるように設定し
た。１人当たりの美容師数の割合を求め、順位

順に並べ替える操作が必要であったため、課題

の難易度としてはやや高い。また、お互いが相

談しても正答となっているか分からないため、

正答率が落ちたと推測される。 

第７時の標準偏差を求める問題も、各出席番

号で答えが異なる（答えは５種類）となるよう

にしたが、こちらは正答率が他と大きな差がな

いことが分かる。第４時の 各都道府県の１人

当たりの美容師数の割合」と比べ、並び替えの

操作がない分、正答率が高いと推測される。 

 

17. レポート作成の課題 

18. 課題内容 

第６時にレポート課題を提示した。レポート

の内容は レポート課題では相関していると思

う２つの項目について、統計量（相関係数・平

均値・標準偏差・最大値・第３四分位数・中央

値・第１四分位数・最小値）を調べ、散布図と

ともに結果をレポートにする」というものであ

る。なお、独立行政法人統計センターが作成・

公開している SSDSE を使用してよいことは生
徒に伝達している。課題提示は６月初旬、課題

回収は７月初旬と約１か月の期間を設けた。

2022年度には、３つの項目について課題を提示
したが、２つに限定することにした。 
19. 生徒のレポートの内容についての分析 

生徒が正しくレポートできていない内容につ

いて触れる。 

各都道府県の 総人口」と 出生数」、 医師

数」と 死亡数」など、人数比を考慮できてい

ないレポートが多数あった。それらのレポート

の考察を見ると、なぜ相関が強くなっているか

が考察できていないものが多かった。第４時に

１人当たりの割合に直し、相関係数を調べる授
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業をしているが、理由について深堀りする必要

性を感じた。 

また、別の例としては ジェンダーギャップ

指数」と 女性国会議員の割合」の相関を調べ

ているものがあった。 ジェンダーギャップ指数」

に 女性国会議員の割合」が含まれているが、

考察部分にそのことが分かる記載はなかったた

め、相関が強く表れることに気付いていない可

能性がある。授業では具体的に、数値の定義や

言葉の定義に着目することができていないため、

教員側から指導する必要性を感じた。 

一方で、良い考察ができているレポートもあ

る。 

SSDSE（教育用標準データセット）で与えら
れたデータを加工して、統計分析し考察したも

のや、興味のある分野の統計データを参照して

いるものもある。この傾向は 2022年度には無か
った傾向で、2023年度のレポート課題に取り組
むにあたり、ロジックツリーを書かせた。その

後に相関を調べさせたため、興味があった生徒

は詳しく調べられたのではないかと推測する。

自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析し

て、まとめ・表現できる生徒を育むことに貢献

したと言える。 

 

20. ポスター作成の課題 

21. 課題内容 

グラフを使って B2 ポスターを作成するのを
夏休みの課題として提示した。 

22. 生徒のポスターの内容についての分析 

ここでは、ポスターのタイトルを種類別に分

類し、生徒が取り組みたいと思う内容について

分析する。2023年度にニュースなどで取り上げ
られた内容を調べているものがあった。新型コ

ロナウイルス関連、高齢者の運転免許、物価高

騰に関するものである。次に、社会問題、環境

問題に取り組むものがあった。都市部と地方部

についての格差、空き家問題、ゴミの問題、食

品ロスなどである。また、保健の授業で学習し

ていることや女子校ということもあるのか、子

宮頸がんワクチンをテーマにしていた。学力や

睡眠をテーマとしているものもあった。身近で

気になる内容に注目したのではないか。 

ポスターの作成に関しては、見る側を意識し

たデザインができているものが多く見られた。

見る側を意識したデザインに関して、たった一

度話す、資料を提示するだけで、実行に移せて

いたようだ。 

作成したグラフについては、大半が棒グラフ・

円グラフ・折れ線グラフによるものであった。

散布図を使うものや、相関係数を調べているも

のも一部あった。回帰直線を使用しているもの

が数件であり、回帰直線の理解はしているもの、

どのように使えばよいか分からない、使う必要

がないと感じている可能性がある。どのような

場面で効果を発揮するかが伝えられていないた

め、教材・指導を含め検討をしていく必要があ

る。箱ひげ図に関しては使用しているものが無

かった。回帰直線と同様に、分布が見やすいと

いう特徴があるが、使うに至らないとなってし

まったため、こちらも改善の検討をしていきた

い。 

 

23. アンケートによる分析 

24. 授業開始前 

授業開始前に ICT機器は何を使用するかのア
ンケートをとったところ、多くの生徒が iPadな
どのタブレットや PC などを使用する予定であ
ると答えた。しかし、授業を実際に開始してみ

ると 10 名程度がスマートフォンにて実施して
いる様子がうかがえた。他教科では ICT機器を
使用する場面が少ないため、機器を持ってくる

ことを忘れるというケースなどが考えられる。

ただし、レポート課題やポスターを確認すると、

PCなどで作成されているものが多数であった。
PC の文書作成ソフトや表計算ソフトを使う方
が作業しやすいという可能性がある。 
25. 最終授業終了後 

最終授業終了後、アンケートに回答してもら

った。４つの質問があり、匿名化された状態で

回答できるようにした。回答数は 185である。 
質問１： 授業でよく使った ICT機器は次の
うちどれですか」の回答結果が表３である。 

表３：授業でよく使った ICT 機器(n=185) 

機器 回答数 
タブレット（iPad） 117 
パソコン（Windows） 27 
スマートフォン（iPhone） 20 
スマートフォン（Andoroid） 8 
パソコン（Mac） 7 
パソコン（Chrome Book） 4 
タブレット（Andoroid） 2 

スマートフォンと回答した生徒は 15.1%であ
った。多くの生徒が使用した機器はタブレット・

PC である。 

質問２「： 授業は充実していましたか」の回答

結果が表４である。以降はスマートフォンとそ

れ以外で調査する。 

 
表４：授業は充実していましたか 

項目 スマート 

フォン 

それ以外 

充実していた 11(39%) 48(31%) 
だいたい充実していた 13(46%) 102(65%) 
充実していなかった 1( 4%) 5( 3%) 
分からない 3(11%) 2( 1%) 
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スマートフォンであっても授業への充実度に

大きな差異は見られない。 

質問３： グラフへの理解は深まりましたか」

の回答結果が表５である。スマートフォンとそ

れ以外で調査する。 

 
表５：グラフへの理解は深まりましたか 

項目 スマート 

フォン 

それ以外 

よく深まった 7(25%) 39(25%) 
深まった 15(54%) 99(63%) 
変わらない 2( 7%) 14( 9%) 
分からない 4(14%) 5( 3%) 

スマートフォンであっても授業への充実度に

大きな差異は見られない。 

質問４「： 授業へよく取り組めましたか」の回

答結果が表６である。 

 
表６：授業へよく取り組めましたか 

項目 スマート 

フォン 

それ以外 

よく取り組めた 11(39%) 52(33%) 
まあまあ取り組めた 14(50%) 91(58%) 
あまり取り組めなかった 1( 4%) 13( 8%) 
分からない 2( 7%) 1( 1%) 
スマートフォンであっても授業への充実度に

大きな差異は見られない。 

タブレットや PC を使わず、スマートフォン
であっても大きな差がなく、授業へ取り組むこ

とができたと言える。しかし、 充実していた」

 よく深まった」 よく取り組めた」の割合が

50%未満であるため、教材や指導方法の改善は
必要である。また、今回は３人の教員が授業し

たが、質問２の項目「 充実していた」、質問４の

項目「 よく取り組めた」で、他の教員と 15%程
度の差が出てしまった。この教員からは、授業

開始前に表計算ソフトを使うことが苦手である

ことは相談されていた。不安のない形で実施で

きるようにとサポートをしていたため、質問３

の項目 よく深まった」は他の教員と差がない

形となった。情報機器を使うのが苦手であって

も指導できる体制作りを構築していく必要があ

る。 

 

26. 授業での主なトラブル 

27. Google スプレッドシートが開けない 

主に 2022年度に実施したときに、授業中にス
マートフォンで Google スプレッドシートが開
けないということがあった。事前に Google ス
プレッドシートのアプリをダウンロード・イン

ストールするようにしていたが、手順を示して

いなかったため、分からなかったということが

あった。また、 Google 検索」アプリを普段か

ら使用していて、Google スプレッドシートを編
集することができないケースが何件かあった。

アプリベースのスマートフォンならではトラブ

ルであった。 

これらのことを踏まえ、2023年度は事前連絡
を徹底したことでトラブルは最小限に抑えられ、

授業をスムーズに開始できた。 

28. 制限（スクリーンタイム、アプリのダウンロード

制限） 

親の管理により、スマートフォンにスクリー

ンタイムやアプリのダウンロードが制限されて

いて、授業当日に使えなくなってしまったケー

スがあった。午後の授業の場合には、スクリー

ンタイムによる制限がかかる可能性が高くなる

ので、機器を貸し出すことが多くなる。 

 

29. おわりに 

この授業を継続していくにあたり、調査・改

善すべき点が多く見つかった。１点目は実社会

や実生活と自己との関わりから問いを生み出す

力を強化する必要がある。与えられた問いに対

してのアプローチはすぐにできるが、自分で発

見し、調査することを苦手と感じる生徒が多い。

レポート課題を課したときにも、何を調べれば

よいか分からないという声がまだ多くあるので、

実社会や実生活を自己ごととできるようなプロ

グラムにする必要がある。２点目は統計量の効

果的な活用である。グラフを作成し、分析する

ことはできるが、標準偏差や相関係数などの統

計量を使った分析をできていない生徒が半数程

度である。2023 年度に作業量を増やし、改善さ

れたものの、多くの生徒が効果的に使えるとこ

ろまでは至っていない。また、回帰直線・箱ひ

げ図について理解はできているが、使用できて

いない。３点目は教員によって差が生まれない

教材・指導方法の確立である。現在の教材・指

導では差が生まれてしまう部分が存在すること

が分かったため、生徒各自で取り組めるような

マニュアルを作成することで、改善を図りたい。 

 

参考文献 

文部科学省，2018，高等学校学習指導要領（平成 30 
年告示）解説 
独立行政法人統計センター SSDSE（教育用標準デ

ータセット ）  （最終閲覧日 2024 年１月 30 日）
https://www.nstac.go.jp/use/literacy/ssdse/?doing_wp_cro
n=1706625272.0402019023895263671875 
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実験や討論を中心とした「探究的な学習」を目指した電流と磁場の授業 
 

 

川 島 健 治 法政大学中学・高等学校 

 

１.はじめに 

今回の研究は、「①磁石や電流は磁場を作る」「②

磁石は磁場から力をうけること」「③磁場中で導線

に電流が流れると、導線は力を受ける」ことを実験

や生徒同士の討論を通して「探究的」に学ぶ「電流

と磁場」の授業の開発を行った。 

すべて生徒同士の討論をしたのちに実験で確認

するという流れをとった。 

 

２．授業プランの趣旨 

中学生が、「磁場の中で電流が力をうけるか」と

いう課題に取り組むと、34 名中 29 名が「力をうけ

るはずだ」と考える（川島 2022）が、実験を見せ

ると驚き、「なぜですか？」と質問をうける。この

「なぜ？」には「自然はそのようになっている」と

しか答えられないが、理由がわからず、思考停止し

てしまう。 

思考停止しないよう、疑問に思わないような授

業を考える必要があると考えた。 

一方、磁石と磁石は力を及ぼしあうが、この現象

に生徒は疑問を持っていない。M.ファラデー(1791- 

1867 年)はこの磁石同士の相互作用を、「①となり

あう磁力線同士は互いに離れようとする、②磁力

線は短く縮もうとする」という磁力線の性質で理

解した。 

磁石も電流も磁力線をつくるという共通の性質

を持ち、磁場中で電流が力をうけるのは磁力線の

性質で説明することができる。 

磁石同士の相互作用も、電流と磁場の相互作用も

磁力線の性質によって説明することができるので、

生徒に疑問を抱かせないと考えた。（なお、電流と 

磁場の相互作用は磁力線を使って説明できるが、

電流と磁場が相互作用する理由にはならない。） 

このような磁力線の性質に着目した映像教材

（板倉 1972）や、授業実践 (明星学園小・中学校

理科部 2023)があり、これらを参考に、授業を組ん

だ。 

下記に、授業の概要を列挙する。 

 

1 時間目： 鉄などの磁化 

2 時間目： 棒磁石のまわりの磁場 

3 時間目： U 字型磁石や棒磁石のまわりの磁場

（生徒実験） 

4 時間目： N 極同士を向かい合わせたときと、

N 極と S 極を向かい合わせたときの

磁場の様子（生徒実験） 

5 時間目： 直線導線のまわりの磁場（右ねじの法

則） その 1（導線のまわりに右ねじの

法則がわかるように方位磁針を置く） 

6 時間目： 直線導線のまわりの磁場 その 2（水

平に置いた導線の上と下に方位磁針

を置く） 

7 時間目： 電流が同じ向きに流れる導線 2 本を

平行に配置したときの磁場の様子 

8 時間目： 電流が互いに逆向きに流れる導線 2 本

を平行に配置したときの磁場の様子 

9 時間目： ソレノイドの作る磁場 

10 時間目： 電磁石の作る磁場 

11 時間目： 逆向き平行導線同士にはたらく力 

12 時間目： 同じ向きの平行導線同士にはたらく

力 

13 時間目： 磁場中で電流が受ける力 その 1 

14 時間目： 磁場中で電流が受ける力 その 2 
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（リニアモーター実験） 

15 時間目： 磁場中で電流が受ける力 その 3（磁

場の向きと電流の向きが平行） 

16 時間目： モーターの原理（整流子） 

 

この単元で、生徒に伝えたいことは、1.に記した

ように、磁石や電流は磁場をつくること、そして、

磁石や電流は磁場から力を受けるということだ。

その考えから到達目標を次のように設定した。 

 

到達目標「磁石や電流は磁場を作る。磁石や電流

は、磁場から力をうける。」 

磁力線の 2 つの性質（①となりあう磁力線同士

は互いに離れようとする、②磁力線は短く縮もう

とする）を教え、いろいろなパターンで合成磁場の

形を予想し、合成磁場の形からはたらく力の向き

を予想するという、「合成磁場の形」→「はたらく

力の向き」という順序で繰り返し学習する。 

 

３.実践記録 

 今回の実践では、13 時間目にあたる電流と磁場

の相互作用の導入のさいに、「なぜですか？」とい

う質問がでないようにすることに重点を置き、実

践した。ここでは、その 13 時間目の実践の記録を

記す。 

なお、実践記録において、生徒氏名は仮名や S、

教員は T と表記した。また、生徒名横の( )内はそ

の生徒の意見を表している。 

T（下記の課題を板書） 

 

 

 

 

 
 

T：自分の意見をノートに記入し、黒板に自分の意

見を書くように指示する 

S：（写真 1 のような意見を書いた） 

T：（意見分布をとると、下記のようになった） 

ア 6 人 イ 5 人 ウ 2 人 エ 5 人 

オ 磁場はない 3 人 カ 迷っている 9 人 

 

滋賀（ア）：時計回りに流れるじゃないですか、磁

力線は N から S に入っていくので、だから右側

はおんなじ方向なので逆らわないので、左側は

逆側だからちょっと反発していくのかなと思い

ました 

福岡（ウ）：右ねじの法則で、ぐるっとなるじゃな

いですか。（だけど）磁石の磁力の方が強いので、

逆向きになると思いました 

T：本当は時計回りなんだけど、反時計回りになる

と思ったのね 

福岡（ウ）：そうです 

長崎（エ）：滋賀くんのアの意見の左側がなくなって  

T：左側がなくなって、（右側が）ぐにゅっと、な

るんですね 

長崎（エ）：はい 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1:生徒が黒板に書いた課題１の予想 

図１:U 字磁石と電流 

電流 
課題 1（図 1 のとき、）

磁力線の形を

予想せよ。 
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T：左側がないのはなぜですか？ 

長崎（エ）：こっちの向きと、磁石のこっちの向

きが合わさっちゃって、打ち消しあう 

T:上向きと下向きで打ち消しあっているんですね 

滋賀（ア）：反論あります 

T:はい 

滋賀（ア）：逆のとき反発しあったじゃないです

か、導線と導線やって、逆向きに流したと

き、D みたいになって、反発したんで、ない

（オ）のはおかしい 

滋賀（ア）：あー、訂正します。アが正しいと思

います 

広島（ア）：大分君のオは論外 

大分（オ）：「オ」消して、3 人全員エに移動しま

す 

T：どうして「ない」と思ったの？ 

大分（オ→エ）：考え方はエの左側なんですけ

ど、全部打ち消しあうと思ったんですけど、

たしかに時計回りの右側はこうじゃないです

か？ 

T：下向きだよね 

大分（オ→エ）：下向きじゃないですか。そうし

たら、N 極から S 極の下向きと同じなので、

右側は下向きにある 

T：では、人の意見を聞いてどう思ったか書いて

ください 

T：意見を変える人、聞きますね 

 

ア 6 人 → 6 人 

イ 5 人 → 4 人 

ウ 2 人 → 2 人 

エ 5 人 → 15 人 

オ 磁場はない 3 人 → 0 人 

カ 迷っている 9 人 → 3 人 

 

S：映像［磁場の相互作用～電流と磁石―そのⅡ

～］を視聴 

T：（写真 1 内の左図をさして）Ｕ字磁石の左側

に、磁力線がないのは、なぜかわかりますね 

京都：向きが逆向きなので 

T：向きが逆向きなので打ち消しあっているんで

すね 

T：実験してわかったことをまとめてください 

T：三重君、まとめを書けたところまででいいの

で、読んでください 

三重：Ｕ字磁石の間に、上から下に電流を流した

導線を置くと磁力線の形がどうなるか調べた。

内側に磁力線ができるが外側には磁力線がなか

った。外側では磁力線の向きが逆になるから打

ち消しあって磁力線がなくなる 

 

T：2 個目の課題は、（スクリーンに映し出された映

像を指して）設定としては今やったのと同じで

す。上から下に電流が流れているので、黒板に

書かれているのと設定が同じです。この導線は

動きますか？動くとしたらどちら向きですか？ 

T：下記の課題 2 を板書 

 

 

 

ア 右  イ 左  ウ 上  エ 下 

オ 動かない  カ 迷っている 

 

（課題 2 の生徒の意見分布は次のようになった） 

ア 右  9 人 

イ 左  11 人 

ウ 上  0 人 

エ 下  1 人 

オ 動かない  7 人 

カ 迷っている 0 人 

岡山（下）：わかんないんですけど、磁石の磁力

によって動かされるんじゃないかなと 

滋賀（左）：これ｢下｣だ！移動していいですか？ 

鳥取（×）：なんとなく動かなさそう 
 

課題 2 （写真 1 の左図のとき、）導線は動

くか？動くとしたらどちら向き？ 
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広島（×）：どっちにも力がはたらいているので

（動かない） 

島根（×）：導線がもともと単体だけだとどっち

にも動かないのと、左側のやつは反発して近

くまできていないので、動かないと思いまし

た。反発して磁力線が近くまで来ていないの

で 

（島根のノートには、「2 つの磁力線が反発しあ

っている中間に導線があるから」と書かれて

いた） 

奈良（右）：はい。右側の磁力線が密集してい

て、磁場が強い 

滋賀（左）：こうなっている（ジェスチャーで磁

力線の形）から、戻ろうして 

T：元に戻ろうとして左に移動するんだね 

 

S：映像[磁場の相互作用～電流と磁石―そのⅡ

～]を視聴し、導線は左側に移動することを確

認した。 

T：わかったことをプリントにまとめてください 

 

４.授業分析～評価と課題～ 

今回の授業では、28 名中 7 名の生徒が磁場と電

流は相互作用をしないと考えた。磁力線の性質を

教えずにこの課題に取り組ませる（川島 2022）と

きと大きな差はなかったが、導線が受ける力の向

きを正しく答えられるものが 28 名中 11 名（約 4

割）いたことは評価できる。 

また、「磁場中で電流が力をうけること」に対

して「なぜですか？」と質問してくる生徒（約

240 名）はいなかった。 

今回の授業で明らかになったのは、U 字磁石と

電流がつくる合成磁場の様子を正確に予想できる

生徒が 28 名中 6 名と大変少なく、中学生にとっ

て大変難しい内容であることがわかった。 

これは、空間中の各点において、U 字磁石がつ

くる磁場と、電流が作る磁場を足し合わせなけれ

ばならない点に難しさがあるからである。 

合成磁場については、磁石 2 つある場合の合成

磁場、電流と電流が平行に並んでいる場合の合成

磁場について実験で確認したうえで、今回の磁石

と電流の合成磁場の課題を行った。この単元で

は、先に紹介したように合成磁場をまず考え、そ

のあと合成磁場（磁力線）の形からはたらく力を

予想するという流れを何度も繰り返した。この合

成磁場を考えることが中学生にとっても難しいこ

とがわかった。 

 

５．まとめ 

今回の実践では、磁力線の 2 つの性質（①とな

りあう磁力線同士は互いに離れようとする、②磁

力線は短く縮もうとする）を教え、磁力線の形か

ら磁石や電流がどのように力がはたらくのかを予

言できるような授業を目指した。これは、磁石や

電流は磁場（磁力線）から力をうけるということ

を教えるということでもある。その結果、電流が

磁場から力を受けるのはなぜかという質問が出な

くなった。 

合成磁場の形を正しく予想することは一部難し

い面があり、合成磁場の教え方に課題が残った。 
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ディベートを取り入れた社会科テーマ学習 

―正解のない問題に対して集団的に考察し、一人一人が主権者として成長する― 
 

土器屋 真理子 明星学園中学・高等学校 

 
はじめに 
全国教室ディベート連盟（以下 NADE と記載）がディベートについて、一般的な定義として紹介し

ているのが、「ある特定のテーマの是非について、2 グループの話し手が、賛成・反対の立場に別れ
て第三者を説得する形で議論を行うこと」1である。本稿では、主に教育目的で行われるゲーム形式

の、いわゆる競技ディベートを取り入れた中学社会科の授業について扱う。 
競技ディベートについては、毎年８月に行われる全国中学・高等学校ディベート選手権大会（通称

ディベート甲子園）が 1996年の第１回大会から、28年に亘って開催（2020年の第 25回大会について
はコロナ禍で中止）されている。テレビやネット配信のバラエティーなどで取り上げられることもあ

り、知名度が上がってきている一方、多少の誤解や抵抗感2を生んでいる。 
また、社会科が扱う問いの多くは、副題にあるように「正解のない問題」3である。ディベートで扱

うテーマのことを論題というが、3 種類の論題（事実論題・価値論題・政策論題）のうち、価値論
題・政策論題には正解がなく、現時点での最善解を見つける以外なく、様々な観点を突き合わせて議

論をするのはそのためである。事実論題は「正解（真実）」の探究を行い、所謂学会がその最高峰に

あたるが、当然ながら全ての森羅万象すべての問が解明されているわけではない。またそこで出され

る結論は、厳密には「仮説」と呼ぶべきものである。さらにディベートでは勝ったからと言ってそれ

が必ずしも真実であるということを意味しない。地動説を唱えるガリレオが、実社会ディベートの一

形態である裁判（当時は宗教裁判）に屈したのが良い例だが、議論がたどり着く結論に限界があるこ

とが前提である。 
とはいえ、「ことばのスポーツ」とも表現されるディベートのもつ教育効果ははかり知れないとい

うのが、一年間の研究を通じた現時点での感想である。 
 

1．研究の背景と目的 
 目指したのは、一問一答レベルの社会科的知識からの脱却と、教師が教え込むのではなく生徒たち

自らが夢中になって学習活動に取り組んでいく教室空間の実現である。教科の特性とディベートの学

習効果について実践的に探っていきたいと考えた。 
 
1.1 社会科の教科目標と総合探究科 

社会科の教科目標は大きく２つ。現代社会についての広い知識と深い理解を身につけることと、民

主主義の担い手である主権者として成長することである。主に前者は地理・歴史科目が、後者は公民

的分野の科目が担当するが、この教科目標が常に科目に限定されるわけではない。歴史を学ぶ際に民

主的な解決法について考えたり、政治経済について扱う過程で地理的な考察や、歴史的経緯が理解の

助けになったりする。そもそも社会について広く深く知りたいとき、子どもは地歴公民に限らず、時

には自然科学や英単語など様々な知見を動員して理解しようとする。学校において教科や科目が分か

                                                        
1 NADE『ディベート甲子園スタートブック』2012 
2 工藤勇一,鴻上,「学校現場では競技ディベートがいまも盛んで論争に勝敗をつけることを子どもたちに経験させ

たりしています。」など。 
3 ちきりん,「学校的価値観とはあらゆるものに正解があると思い込んでしまう価値観のこと」2022 
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れている理由は、その方が体系的に効率的に、より高度に学ぶことができるという利点からくるとい

うことに過ぎない。そのこと自体、決して悪いことではないが、一方で原点から外れて手段が目的化

しやすい一面も抱えている。教科横断的な性質を持つ総合探究科がおかれるようになった背景には、

学校で学ぶことと実社会で生きていくことの乖離を埋めていく期待もあるのではないか。 
ちなみに我が校の総合探究科のカリキュラムでは 1年時に哲学対話、2年時に探究実践、3年時に卒

業研究という科目が設定されている。まさに、(1)哲学対話の弁証論的要素を「取り出し」て試合形式
にしたものがディベートであるということ、さらには、(2)探究実践で行っている、チームで現状分析
を行い、解決策を編み出していくこと、そして、(3)卒業研究の自ら問を設定し仮説を立て様々な観点
から検証することなどは、ディベートによって培われる力でもある。 
社会科と総合探究科の間で連携、協力できる場面は多い。引き続き今後の課題にしていきたいと考

えている。 
 
1.2 社会科とディベート 
ディベートは、教科としては言語の用法や技術の獲得を目的として国語や英語の授業で扱われるこ

とが多いが、社会科の観点からも有効な教育効果を持つと考える。 
高校社会（地歴公民）では、副教材として科目ごとに用語集という小さな辞書のような冊子が配ら

れることがあるが、この「用語」というのは「道具として使うことば」ととらえることができ、その

使用レベルは以下の 3段階に分けることができる。 
レベル１ 一問一答レベル。 
レベル２ 用語を用いて意見を言える。または事柄を総合的に説明できる。 
レベル３ 用語を用いて議論ができる。 
さらにはレベル１から３までが、らせん状に小中高、大学と専門度が上がっていくにつれ、より学

術的な内容が扱えるようになる。こうした観点から、社会の授業研究では獲得し、使いこなしてほし

い用語や概念を学習できる教材を選定する。その一方で、どんな手法で学習すれば効果的かを検討す

る。そしてディベートは、ことばを定義し（レベル１）、論題の背景を分析・理解し（レベル２）、

最終的には二つの立場に分かれて議論を交わす（レベル３）という 3 段階を踏まえることで、対象を
深く理解することができるのだ。 
 

2．研究の方法  
 次に、ここ数年私が実際に授業や課外活動で取り組んできた内容を紹介する。 
2.1 社会科の各科目にディベートを導入 
基本的なルールや試合進行について説明しつつ、①題材についての解説授業、または生徒による事

前調査のあと、②立論原稿を用意し、③個人またはチームで対戦したあと、④ふり返りを行うという

手順で取り入れていった。歴史では価値論題が、地理や公民では政策論題が主体になった。 
2.1.1 地理的分野  

前年度になるが、地理学習の締めくくりとして 1 年生 3 学期に学年スタッフの協力のもと体育館や
ホールを使ってクラス対抗のディベート大会を実施した。論題は SDGｓに関連して「日本は原子力発
電所を廃止すべきである。是か非か。」という政策論題を設定。前もって 10時間程度の日本を取り巻
くエネルギー問題についての解説授業に続けて、ディベートの基本的なルールや進行を学習した。 

2．1.2 歴史的分野  
「ハンムラビ法典は悪法であるか否か」「始皇帝の法家思想採用は誤りであったか否か」「縄文時

代と弥生時代、どちらの生活スタイルが優れているか」「百済の援軍要請に大和朝廷は応えるべき

か」など、価値論題が中心に。ペアワークや 3 人で肯定・否定・審判の役割を交代するなどのミニレ
ッスンを行った。 
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2．1.3 公民的分野 
歴史学習に並行して、公民に関連した「日本は外国人労働者の受け入れを拡大すべきである。是か

非か。」「日本は中学生以下のスマートフォンの使用を禁止すべきである。是か非か。」といった政

策論題を扱った。どちらも NADE の過去の大会の論題である。授業では歴史のほうではミニレッスン
で進行や役割についての練習中心だったが、公民的分野ではクラス全体で 3 人から 5 人のチームを作
り対戦させた。肯定・否定サイドについては、全員に両方の立場から立論を用意させた上でくじ引き

でランダムに決めた。 
 
2．2 競技ディベートの全国大会に参加 

2.2.1 NADE 主催の全国中学・高校ディベート選手権大会(ディベート甲子園)に参加。6 位入賞。 

2023 年度の論題は、「日本は鉄道の運賃を自由化すべきである。是か非か」である。前年度の 2 月
に論題が発表されたあと、3，4 か月かけて夏大会に向けた調査・準備が始まる。試合の勝敗を決める
のは、「準備が 8割」というぐらいこの時期が重要である。 
 2 年前に有志の生徒たちが立ち上げたディベート同好会は毎年、関東甲信越地区の春季・夏季・秋
季大会に参加していたが、今年度夏季大会で初めて予選大会を通過し全国出場を果たした。これまで

地区予選でもせいぜい 12位止まりだったのが、いきなり予選を 1位通過し決勝トーナメントに進出す
る快進撃であった。支部長の神永誠さんからも「今大会の台風の目」と言っていただいた。「もっと

力をつけたい！」という生徒たちの要望にこたえる形で、開成中高弁論部のコーチの神尾雄一郎さん

に来校、指導を依頼し、遠征合宿を企画するなど、忙しい夏となった。 
2.2.2 経産省資源エネルギー庁主催政策提案型パブリック・ディベート全国大会出場。敢闘賞受賞。 

 もとは東北地区で行われていたもので、今年度はじめて全国大会の形をとるということで、NADE
が企画する大会とは別のものである。いろいろなタイプの大会に参加することで経験値を増やしたい

という動機で、夏休み明けに案内のパンフレットが届いていたこちらの大会の書類審査に応募した。

明星学園は「燃料電池」を推進していく政策でエントリーした。（政策名は「エネルギー地産地消で

脱炭素大作戦！」）中学生の部には 32 校 82 チーム、高校生の部には 36 校 62 チームの申込があった
が、それぞれ 16チームの選抜に残ることができた。初の全国大会で優勝すれば明星学園の知名度が上
がると生徒たちをけしかけて、再び神尾さんの指導を仰ぎ、参戦した。 
国が主宰するディベート大会であるということと、オンラインで全国の中学・高校と対戦すること

ができるこの大会は、今後 NADE の大会と並ぶ可能性もあるだろうと感じた。前身の東北経済産業局
のコンテストの案内にも「一般市民にも聴き取りやすく、理解が容易なスピーチを展開し、社会の問

題を解決するための政策について討論するものです。」4とあるように、ディベート甲子園でありがち

な門外漢には聞き取れないような早口のスピーチや、専門用語が多く技巧に走る傾向があることに対

するアンチの姿勢がうかがわれた。一方で、肝心の審判をどうするのか気になっていたが、審判 3 人
のうちエネルギー問題の専門家が 1 人で、残りの 2 人がディベートの関係者ということで、ふたを開
けてみれば、NADE の大会でおなじみの顔ぶれであった。アンチという言い方をしたが、ディベート

甲子園関係者も含めて、教育ディベートのあり方について模索中であるのだと推察している。  
 
3．研究の成果と課題 

3.1 授業への導入について 
 調べ学習のまとめなどのタイミングで取り入れたが、反応はおおむね好評だった。「今度いつディ

ベートやるの？」と楽しみにしている生徒も多い。「反駁って相手の弱点を突いたりしてなんか嫌な

感じがしない？」と抵抗感を示していた生徒が、試合後「自分もしっかり意見が言えたけど、相手の

                                                        
4東北経済産業局 「省エネ政策提案型パブリック・ディベートコンテスト（2021年度）」案内より

https://www.tohoku.meti.go.jp/s_shigen_ene/public_debate_2021.html 
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反駁も良かった」と爽やかな表情でお互いの健闘を讃えあったり、スポーツマンシップを体感できた

ようで嬉しく思った。「自分と逆の立場でディベートするときは新しい視点で考えることができたり

もして学びがたくさんあった」と期末テストの答案に感想を書いてきた生徒もいた。 
3.2 ディベートをとりまく人々 
 研究会や講習会では中高あるいは大学時代に選手であった、経験したという方に多く出会った。そ

して彼らのほとんどが、社会に出てからもディベートに対する熱い想いを持ち、ディベートから多く

のものを得ていることが伝わってきた。「ディベートで最もつく力は聞き取る力、傾聴力だ」「審判

は最後の競技者、ラストディベーターである」など、実感をこめて語っていた。一方で最近の傾向と

して「資料の引用が恣意的で著者に対する敬意が薄い」など、あるべきディベーターの姿について問

い続ける教育者としての思いも伝わってきた。 
3.3 今後の課題 

 歴史学習での論題設定や総合探究科との連携などはまだ検討を続けていく必要があり、それこそデ

ィベートのあり方そのものも正解はないが最善解を求めて多くの人が努力をされていることを知るに

つけ、まだまだ端緒についたばかりという思いがある。私自身、ディベートに対する先入観もあり、

当初の取り組みとしては限定的な位置づけにとどめるつもりでいたのだが、集中して勉強したところ

色々見えてきたこともあり今後も本腰を入れて研究を続けたい思いでいる。 
 
4．まとめ   

一年間の研究の感想をディベートの立論スピーチ風にまとめてみると以下のようになる。 
「社会科の授業にディベートを取り入れるべきです。プランを言います。1 つ目、地歴・公民の学習
に導入します。2 つ目、総合探究科と連携します。メリットは、「成熟した民主主義社会の形成につ
ながる豊かな議論文化を育成することができる」です。 
現状分析（内因性）。学校教育において一方的な一斉授業が主流を占める中、管理主義的にならざ

るを得ない教員の心理的負担、興味関心の持てない学習体験を強いられる子どもたちは将来に対する

閉塞感を感じています。 
解決性を 4 点述べます。①ディベートでは、相手の話をしっかり集中して聞き取らないと、有効な

反駁ができません。プランを導入するとその結果、傾聴力が養われます。自分の話をしっかり聞いて

もらうことにより、教室空間に安心感がうまれ、子ども本来の知的好奇心が大きく成長します。②ま

た自分の話がきちんと相手に伝わっているかどうか確認しながら話すようになるので、論理的に話す

力やコミュニケーションの力が付きます。③論題の背景を知るため、資料を集め調査を行うことでリ

サーチと分析する力が付きます。④また感情に流されず建設的な議論をする力がつくため、将来的に

は社会が民主主義的に成熟していくことにつながります 
重要性。先行きの見えない国際情勢・エネルギー・貧困・ゴミ問題などあらゆる社会問題に対し、

最善の答えを導き出すのは、豊かな議論文化から生まれる成熟した民主主義社会です。なのでこのメ

リットは重要です。ご清聴ありがとうございました。」 
 

引用・参考文献 
1． NADE, 2012,『ディベート甲子園スタートブック』 
2． 工藤勇一, 苫野一徳,2021,『子どもたちに民主主義を教えよう』－対立から合意を導く力を育む あさま社 
3． ちきりん,『自分の意見で生きていこう』2022，ダイヤモンド社 
4． 若松俊介,2020,『教師のいらない授業のつくり方』 
5． NADE,2020，『ディベートワークブック』増補改訂版 
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本校独自の探究学習「サイエンス Quest!」における生徒同士の相互評価について 
 

 

岡 崎 裕 一 北陸学院中学・高等学校 

 

1. はじめに ― 本校独自の探究学習「サイエンスQuest!」に至るまでの経緯とねらい ― 

高等学校では 2022 年の新学習指導要領実施に先立ち、2019 年度入学生より段階的に「総合的な探究の時

間」が導入されている。これは予測困難な時代を迎えるにあたって生徒が社会や自らの問題を主体的に解

決できる力を身につけるためである。しかし本校では、従来の「総合的な学習の時間」で行っていた修学旅

行の事前学習やキャリア学習などの時間数確保の観点から（もちろんそれらの従来の活動を新学習指導要

領に従い見直すことは行ったが）、抜本的な新しい探究学習を試みるのは難しいのが現状であった。そこで

発表者が担当する高校 1 年生の理科の基礎科目（物理基礎、生物基礎）で探究学習に向けての取り組みが

できないか検討を始めた。 

 もともと高校 1 年生は、理科の夏休みの宿題として「サイエンス Topics!」という活動を行っていた。こ

れは、日常生活と理科の学習内容を関連付けて考える力を養うため、夏休み中に自分の興味がある新聞記

事（Topics）をスクラップしてきて、それと理科で学んだ知識を絡めて簡単なレポートを書くというもので

ある（例えば、花火大会の新聞記事を参照しながら理科で学んだ「炎色反応」について理解を深めるといっ

た内容である）。ただ 2019 年当時は、時代の流れから新聞を購読している家庭が減って活動内容の見直し

を迫られた時期であり、そのタイミングで新学習指導要領として探究学習の導入の話があり生徒に自分の

興味・関心があることを自由にテーマ設定して、夏休みの宿題で調査してくることを試みた。 

しかし実際には、「自分が何に興味・関心があるのか」がわからず入り口のテーマ設定すらできない生徒

が多いことがわかった。そこで 2020 年度より「サイエンス Quest!」と名称を変え、生徒が探究学習をする

ための第一段階として、自分自身の興味・関心に迫る授業を理科の内容に関連付けて学びを深めることが

できないか検討した。ちょうど併設校の中学校から進学した生徒が、中学時代に『科学道 100 冊』シリーズ

に触れていた学年でもあり、その読書活動を絡めて探究学習を行うことにした。『科学道 100 冊』とは、科

学者のものの見方や考え方を知り、身のまわりのものに疑問・興味をもてるような本を届ける理化学研究

所などの事業であり、本校では 2017 年に最初のシリーズである『科学道 100 冊ジュニア』を寄贈して頂い

たことをきかっけにその後のシリーズも継続的に中学校・高等学校の図書館の所蔵に加えていた。「科学

道」と名前が付いているが決して物理や生物などの科学の内容の本だけではなく、哲学から思考学、統計

学、芸術、工学に至るまで幅広く取り扱っている。これが当時少しずつ浸透していた STEAM 教育にもつな

がると考えた。2020 年度当時は、その後の『科学道 100 冊 2017』、『科学道 100 冊 2019』、『科学道 100

冊 2020』も導入して合計 400 冊以上の所蔵があった(写真 1)。 

 また「総合的な探究の時間」ではなく、理科のそれぞれの科

目内で実施することもあり、生徒の探究学習の評価を数値化し

客観的に行うことと、生徒が主体的にこの活動に関わり他者の

評価を客観的にできる判断力を身につけることも目的とした。

もちろん、生徒の自分の興味・関心に迫りながら自分の考えの

癖や目標に向き合い、思考を深めていくことも目指している。さ

らに他者が見ることを前提としたレポート用紙やビブリオバトル

の発表を通して表現する力を修得することも目的としている。 写真1 本校図書館の『科学道』コーナー 
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2. 「サイエンス Quest!」の活動の流れ 

2020 年度より開始した「サイエンス Quest!」の活動の流れ

は以下のとおりである。 

Ⅰ 長期休み（夏休み、冬休み）前に学校図書館にある『科

学道 100 冊』シリーズの中から自分の興味・関心、将来

の夢等と結びつけ、自分が学びを深めて究めたい内容

の本を一冊選ぶ(写真 2)。 

 

Ⅱ 長期休み中にその本を読んでレポート「オススメ本紹

介カード」を作成する(写真 3)。 

 

Ⅲ そのレポートを参考にしながらクラスメイトに向け

て本の紹介（ビブリオバトル）を行う(写真 4)。 

（このときに「どうしてその本を選んだのか」、「自分

の関心ポイントがどこなのか」などを盛り込み単純

な本の紹介にとどまらず必ず自分のことと結びつけ

て話す。） 

 

Ⅳ その発表を聞いてクラスメイトがルーブリックを用

いて発表者の評価（相互評価）を行う。 

 

Ⅴ 評価が一番高かった生徒が「チャンプ本」に選ばれ表

彰され、また生徒同士の相互評価の集計が物理基礎・

生物基礎の成績に実際に 10％分反映される。 

 

3. 「サイエンス Quest!」の成果と相互評価の課題 

この活動を通して、生徒がどうしてその本を選んだのかを自

己分析しながら夏休み中にレポートを書くことになり自分自

身と向き合う機会になった。また本の紹介を通して、クラスメ

イトの人となりにせまることもできた。そもそもの出発点であ

る探究学習を始めるにあたり「自分が何に興味・関心があるの

か」に迫る授業は達成できた。しかしルーブリック(表 1)を用

いて生徒同士の相互評価を行うときにいくつかの問題点が発

生した。1 つ目は一部のクラスでクラスメイト全員を同じ評価

にする事案が多発したことである。事後アンケートや当該クラスの生徒からのヒヤリングの結果、担当教

員が「成績に入るということ」を強調したために、逆に怖くなって全員を同じ評価にしてしまったり、自分

の書いた評価を他者が見ていないことを逆手にとり評価をする責任を果たさず、その場しのぎで当たり障

りのない評価をしたりしていたことがわかった。2 つ目は特定の生徒だけの評価を著しく高くしてしまっ

たり低くしてしまったりする事案が発生した。事後のヒヤリングの結果、交友関係や個人的な感情といっ

た主観だけで評価を行いルーブリックは無視していたことがわかった。2022 年度まではそのような評価は、

写真1 本校の 『科学道100冊』 コーナー 

写真2 本選びの様子 

写真3 生徒が作成したレポート 

写真4 ビブリオバトル発表の様子 
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不適切な評価をつけた側の当該生徒と教員が話し合い、評価の集計から外しているが、本来は生徒が自ら

考え、修正したり自分の評価を考え直したりすることが望ましいと考えていた。 

 

 
4. 今年度の取り組み ― 2023年度の変更点 ― 

今年度は 2022 年度までの活動より以下の 3 点を変更した。1 つ目は図書館の「科学道 100 冊」シリーズ

の蔵書を増やし、同じコース（1 コースあたり 5 クラスある）を同時期に活動できるようにし条件をそろえ

て客観性を高めた。2 つ目は全員分のビブリオバトルの発表を動画で撮影し、不適切な評価があっても、動

画を確認しながら、（不適切な評価を行った側の）生徒が再度、他者の評価に取り組めるようにした(写真

5)。動画撮影を行ったことは、万が一、生徒同士で不適切な評価があってもビデオ審議されることが担保さ

れ（生徒は「VAR」と呼んでいた）、発表者側としても安心してビブリオバトルに臨めたこと、そして結果

的には評価する側も責任感をもって活動にあたることにつながった。3 つ目は従来、ルーブリックによる評

価を紙面上で行っていたが、生徒が一人一台持っているパソコンを利用して Google Forms 上で行うように

した。これにより生徒は画面上でそれぞれの評価を比べられる

ようになり、また事後の教員の集計作業も楽になった。それぞ

れのクラスの欠席者は、同じコースごとに別日を設けて、その

欠席者のメンバー同士でビブリオバトルの発表を見合い、相互

評価を行った。 

 

 

 
 

 

 項目＼評価 S 5点 A 3点 B 2点 C 1点 

項

目

① 

本を選んだ

理由が論理

的に説明で

きているか 

自分の興味・関心や日頃

の疑問、将来の夢などと

結びつけ、選んだ理由が

論理的に説明できてい

る。 

自分の興味・関心や日頃の

疑問、将来の夢などと結び

つけ、選んだ理由が説明で

きているが、一部につじつ

まが合わない所がある。 

選んだ理由を説明した

がまったく論理的では

ない。 

選んだ理由をまったく

説明できない。 

項

目

② 

聞き手と目

線があって

いるか 

アイコンタクトがしっ

かりとれていて、手元の

メモなどはほとんどみ

ていない。 

アイコンタクトは基本的

にとれているが、手元のメ

モをみていることが多い。 

アイコンタクトをとっ

ていることもあるが、基

本的にはメモをみて、目

線があわない。 

メモを読んでいるだけ

で、目線があわない。 

項

目

③ 

声や発表の

様子はどう

か 

聞きやすい声で相手に

伝える意思をしっかり

もっている。 

聞きやすい声ではあるが、

相手に伝える意思は少し

弱い。 

声は小さいが、相手に伝

えようと本人なりに努

力している。 

声は小さいし、相手に伝

えようという意思もな

い。 

項

目

④ 

聞き手に興

味・関心を与

える発表か 

話を聞いて、その本をぜ

ひ読みたいと思う発表

である。 

話を聞いて、その本を読ん

でもいいかなと思う発表

である。 

話を聞いて、その本を読

もうとは特に思わない

発表である。 

話を聞いてその本を読

む気が逆になくなる発

表である。 

表1 ビブリオバトルのルーブリック 

写真5 ビブリオバトルの発表を動画で撮影 

ビデオカメラ 

サイエンス クエスト 🔍 

ビブリオバトルの様子はこちら 
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5. おわりに ― 今後の可能性 ― 

今年度実施した全員分の動画撮影や生徒同士の相互評価に

Google Forms を利用することは、クラス内の生徒同士の相互評

価を客観的に行うことや生徒や教員の作業の効率化につながっ

た(写真 6)。しかし、その一方で 1 学年 2 コース 10 学級ある中

で学級間での「他者を評価する力」のばらつきは残っていると

考えられる(図 1)。例えば A組は理想的な相互評価ができている

のに対して、B 組はクラスメイトへの評価が厳しすぎるため全

体的に評価が下がっていると考えられ、C 組はその逆である。D

組は中央値については理想的だが全員が同じような評価をしており、E 組は中央値も上がっているし全員

が同じような評価をしていると考えられる。今回の研究で導入した ICT の利点を生かして次は、同じ学年

（最低でも同じコース）全体を通して「サイエンス Quest!」の相互評価を客観的にできないかを検討した

い。具体的な 1 つの方法には、2 のⅣとⅤの作業の間に以下の手順を加えることを考えている。 

 ① 評価が自動的に計算されるように関数を入れておき、クラスメイトから受けた評価の平均値がその

生徒の暫定の評価になるようにしておく。 

 ② ①の評価を集計し当該学級の「第一四分位数」、「中央値」、「第三四分位数」（※中学校の数学で

学習済）を求めさせる。 

 ③ ②の結果を学級間で比較する。それをもとに自分の学級の評価の高低やばらつきの特性をワークシ

ートで分析させる。 

 ④ 全学級の分析結果を学年全体で共有し、どの学級の生徒がどの学級を評価すれば学年を通して客観

的評価になるかを生徒同士で考えさせる。 

 ⑤ ④で決めた他学級のビブリオバトルの発表の動画を見て、同じように評価をする。 

   （必ず全学級の評価をどこかの学級がする） 

 ⑥ 自分のクラスメイトによる評価と他学級の生徒からの（動画をみて受けた）評価を総合的に集計し、

自分の評価が確定する。このときに当該生徒の発表（動画含む）を聞いた全員分の平均値をとったほ

うが妥当か、四分位範囲で平均値をとったほうが妥当かなど様々な方法を検討する。 

 この方法が適切かどうか数年間継続して実施しながらデータを集め、クラス内だけではなく同学年の学

級間での相互評価の客観性を高めること、また実施時期を超えても（つまり入学年度が違う学年であって

も）客観的な評価ができないか研究をしたい。そして最終的には生徒が自ら考えてルーブリックの改変な

どができる仕組みについて整え、教員の関与は最小限にして生徒同士が主体的に活動できる探究学習のプ

ログラムに発展的にしていければと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真6  Google Forms で評価 

A 組     B 組     C 組     D 組     E 組     

高 

低 

評 

価 

図1  クラス間の「他者を評価する力」のばらつきのイメージ 
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高等学校における中間レベルの非認知能力を育てるための実践 

―価値観・自己認識・行動特性に着目して― 

 

坂   将 人 名城大学附属高等学校 

 

1. 研究目的 

1.1 非認知能力とは 

 将来AIや機械が代替できる職業は 49％に上るとされ（ 2016年、野村総合研究所調べ1）、学校現場におい

ても成績や学力といった（ 見える力」だけではなく、 見えない力」を伸ばすことが求められつつある。2022

年度から本格運用が始まった学習指導要領では、育成すべき資質（・能力の柱の１つとして、 学びに向かう

力・人間性等」が挙げられている。 

  見えない力」は非認知能力と呼ばれ、日本では Non-Cognitive Skills と訳されることが多い。米国では

Social Emotional Learning 社会的情緒的学習）として、非認知能力を育成する教育が実践されつつある。 

 

1.2.中間レベルの非認知能力 

 中山(2020)によると、非認知能力には段階があり、 性格（・気質（・基本特性など」の深いレベル、 価値観（・

自己認識（・行動特性など」の中間のレベル、 言葉遣い・立振舞いなどの」浅いレベルがあるとされている。

深いレベルの非認知能力は、乳児期（・幼児期からアプローチをかけることが最も効果的とされるが、中間レ

ベル以降の非認知能力は、アプローチのかけようによっては乳児期（・幼児期だけではなく、青年期以降も変

容し、伸ばすことが可能とされている。 

 本研究はこの中間レベルの非認知能力（ 価値観（・自己認識（・行動特性）を高等学校の現場で伸ばすための

アプローチを追究することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 ３つのレベルから見る非認知能力の段階 

 

                                                        
1 野村総合研究所 ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究」 最終閲覧日：2023年 12月 10日）
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h28_03_houkoku.pdf 

変 
容 
し 
や 
す 
い 
 
 
変 
容 
し 
に 
く 
い 

言葉遣い 
立振舞い 
など 

価値観 
自己認識 
行動特性 
など 

性格・気質 
基本特性 
など 

②自分の意識で 
コントロールしやすく 

訓練で習得できる非認知能力 
（浅いレベル） 

③発達過程の様々な経験と 
学びの中で形成される 
汎用性の高い非認知能力 

（中間レベル） 

①乳幼児期などの 
早いうちに形成される 
基盤となる非認知能力 

（深いレベル） 

71



 

2. 中間レベルの非認知能力を育てるための実践 

2.1 「価値観」を育む取り組み 

2.1.1 活動理念 

 （ 理念」とは、自分の行動の指針となる、揺るぎない信念のことである。企業が持つ（ 経営理念」とは、

 経営活動の目的、性格、基本となる価値観」の総称であり、あるべき姿、基本的な方向、行動基準を定め

たものである。 

 リーダーや指導者は、理念を持つことが重要である。理念とは言い換えれば、その人の思考（・行動（・発言

の基軸にあたる。理念を持たないと、その時々によって思考（・行動（・発言の軸が変化するため、一貫性がな

く、影響力を持つことができない。そのため私は、2015 年から毎年学級において理念を掲げている。部活

動においては、部員に活動理念を考えさせている。 

 

2.1.2 パーソナルブランド 

 ひと昔前までは、言われたことを大人しく取り組ませるいわゆる（ ベルトコンベア教育」が流布していた

が、単純作業は AIができるようになった昨今、多くの教師が双方向型の授業を行うようになった。人格に

おいても、画一的なアイデンティティーだけでは通用しない世の中になってきた。 

 ブランド（ brand）という言葉は、焼き印を押すことを意味する（ burned」に由来するとされている。自分

と他人の家畜を見分ける目的から発し、銘柄や商標をブランドと呼ぶようになった。パーソナルブランド

とは、個人における他人との差別化であり、他者との（ 約束」ともいえる自分の強みを明確化することであ

る。私は 2017年からパーソナルブランドの探究をし、授業や LHRで実践している。 

 

 

 

 

 

 

 

図2 活動理念とパーソナルブランドの実践例 

2.2 「自己認識」を育む取り組み 

2.2.1 目標設定用紙 

 競技力の高いスポーツ選手や、仕事で成果を上げる人は、その結果を出すことを、最初に決めている。ま

た、 何のためにその結果を求めるのか」という、強い目的意識がある。目的意識は、目標達成に向かう過

程でのモティベーション維持や、結果に対する主体者意識や周囲に対する感謝の気持ちを育てる。 目的」

とは、目指すべき（ 的」であり、 目標」は、その（ 道しるべ」となる。私は活動理念と同様に、2015年頃

からさまざまな目標設定用紙を自身で記入したり、生徒に記入してもらったりした。大事なポイントは対

象によって、記入してもらう用紙のフォーマットを変えることである。 

 

2.2.2 エゴグラム 

 交流分析（ Transactional Analysis）とは、互いに反応し合っている人々の間で行われているコミュニケーシ

ョンを分析することである。その目的は、自分の性格上の特徴や問題点に、自己分析によって気づき、他者

との人間関係を自分でうまくコントロールできるようになることである。 
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 エゴグラムを行うことにより、５つの自我状態 父性 Critical Parent）、母性 Nurturing Parent）、大人性

 Adult）、自由な子ども性（ Free Child）、順応する子ども性（ Adapted Child）」において自分の自我状態（ 最

高自我（・最低自我）を把握することができる。私は基本的には１年生１学期に実施し、クラス内で交流を行

うことが多いが、時には２（・３年生にも実施してきた。学年（・担任配当が発表され、担任団のバランスを意

識する際や、学級経営をしていく上でも、自我状態に関する話や意識をよくする。 

 

 

 

 

 

 

 

図3 目標設定用紙とエゴグラムの実践例 

2.3 「行動特性」を育む取り組み 

2.3.1 日誌 

 成功者を分析すると、その多くは（ 成功の技術」を持っていたことがわかる。特に注目すべき共通点は、

 日誌を書いていた」ということだ2。（ 日誌」は成功へのスモールステップと言われ、その日の行動（・気持

ちを振り返り、思考し、未来へのイメージを鮮明にし、成功に急接近するためのツールである。成功の最小

単位は（ 毎日」であり、日々の小さな目標を達成することが、大きな目標の達成につながる。私は 2013年

頃から、（ 日誌」を用い、小さな成功体験を積み重ねることを重視させてきた。近年、タブレットの導入に

より、確認し、コメントを残す時間を削減することができている。 

 

2.3.2 ルーティンチェック表 

 目標達成できる人とできない人の違いは、目的（・目標達成のために（ 毎日、何をしたのか」という日々の

 実践行動」の違いである。ルーティンチェック表は、日々の行動を設定し、目標達成に必要な（ プラスの

習慣作り」を実現するためのツールである。 

 私たちの思考や行動において、意識的にコントロールしている範囲はたったの３％ともいわれる 顕在

意識）。残りの 97％は、無意識に判断し、思考や行動しているといわれている 潜在意識）。私はこれまで

学級や部活動、また個人に対して、本シートを実践してもらい、実践しながら行動の精度を高めることを求

めてきた。 

 

 

 

 

 

 

図4 日誌とルーティンチェック表の実践例 

                                                        

2 Finance as Liberal Arts 成功者たちは日記を書いている！書き方と効果は？」 最終閲覧日：2023年 12月 22日）
https://stage.st/articles/If25r 

73



 

2.4 その他 

2.4.1 探究活動 

 探究活動こそ非認知能力を育成する絶好の機会である。本校では 20年以上探究活動を実践している。

ノウハウの蓄積はあるが、実際は担当者間で教育内容を定めていることが多い。本年度担当した探究Ⅱα

では、以下の活動を非認知能力の育成を意識し、実践した。 

 

2.4.1.1 デザセン（全国高等学校デザイン選手権大会） 

 東北芸術工科大学が主催する、高校生を対象にした探究型学習の成果発表である。高校生が自らの視点

で、社会や地域、身近なくらしの中から問題点を見つけ出し、その解決策を提案する。何を取り組むべき課

題として発見するか、それをどうとらえて追究するか。そして、いかに画期的な解決策を考えだし、その一

連の内容をしっかりと伝達できるかを考える企画である。 

 

2.4.1.2 津軽賞 

 弘前大学が主催する、高校生を対象とした地域探究論文コンテストである。自らの地域についてオリジ

ナルな視点で研究し、 歴史（・文化（・社会」 技術（・環境（・食」 ライフ・健康（・教育」の応募分野を選択す

る。高校生になると、授業時間に外を歩く機会が減りがちだが、本探究を通じて、フィールドワークを積極

的に実施した。頭だけではなく、 足を動かす」ことも非認知能力を育む上で大切な時間である。 

 

2.4.1.3 修学旅行探究 

 年度末に実施予定の九州への修学旅行に向けた探究活動を実施した。例年実施している班別研修に加え、

期間内で出向く全ての場所の事前学習を行い、一般的に言われていることや評価されていることと、実際

の差分をとることを意識させた。 修学」と 旅行」のバランスをこれまで以上に重視した。 

 

2.4.2 学年・学級通信 

 義務ではないが、2012年からずっと学年通信（・学級通信を発行してきた。配った瞬間の学級の雰囲気や、

三者面談などでの保護者の反応が明らかに変わった。想いや記録を形にすることも、互いの非認知能力を

育む上で大切な姿勢である。今後は紙以外での発信も模索していきたい。 

 

3. おわりに 

 これまでの教員生活で行ってきたことの多くが何に寄与しており、なぜ行ってきたかを整理する貴重な

機会をいただいた。通常業務をしながら、研究をしたり、新たな研鑽を積んだりすることは簡単なことでは

ないが、今後はより一層、セルフマネジメントを行い、日々を充実させていきたいと決意できた。 
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「話すこと」を中心とした小論文指導の授業開発 
－学校設定科目「小論文探究（グループ小論文）」の実践－ 

 

田 中 竜 平 星城中学・高等学校 

 

1 はじめに 

1-1 授業開発の動機 

 本校には、主に国公立・難関私立大学を目指

すコースと就職から進学まで幅広い進路選択に

対応するコース、合わせて 3 つのコースが設置

されている。この内、最も人数の多いコース

（「普通コース」）を令和 4 年度より名称を「明

徳コース」と改め、カリキュラムの大幅な変更

を行った。生徒の主体的・対話的な深い学びを

充実させることを狙いとした「総合的な探究の

時間」（2 単位×3 年間）と、2 年次と 3 年次で

それぞれ 4 単位ずつ、生徒が学びたいことを自

ら選ぶことのできる「プログラム科目」を設定

したことが特徴である。およそ 50 からなるこの

「プログラム科目」は、主体的に学ぶ生徒の姿

を期待するとともに、個性を活かした授業の開

発によって教師自身も活き活きと教壇に立つ、

相互の作用からなる学校の活性化を狙った方策

でもある。 

 明徳コースでは、大学入試に臨む入試方式を

「総合型選抜」「学校推薦型選抜」による受験が

中心となることを想定している。これらの入試

において県内多くの大学が小論文を課してい

る。小論文指導について本校では、課外補習と

して希望者に「小論文講座」が実施されている

が、これは主に構造を学び一定の型に沿って整

った文章が書けるようになることを目的として

いる。今後、「自ら学びに向かう姿勢」や「探究

する力」の育成が順調に進んだと仮定した場

合、志望する大学にも変化が出てくると考えら

れ、その場合、内容の充実に目を向けた小論文

指導が必要であると考えた。そこで、学校設定

科目の一つとして「小論文探究（グループ小論

文）」という授業の開発を試みることとした。 

 

1-2 研究の目的 

「小論文探究」は、小論文指導の授業であり

ながら、グループ活動やディベートといった

「話すこと」を学習活動の中心に据えている点

が特徴である。これまで小論文の添削をしてい

る際、一定の型に沿って整った文章を書くこと

はできるものの、自分の考えだけに意識が向い

た独りよがりな内容や、稚拙な考えにとどまる

内容の小論文が散見された。これは、語彙の不

足、情報・知識の不足、読み手を意識して書い

ていないことなどが問題であると考えた。 

新たな語彙は、互いが持っている語彙を話し

共有することで獲得につながると考えた。ま

た、「話すこと」で自分が知らないこと（新たな

情報）を知る機会を増やす、あるいは、人に伝

えるためにもっと知ろうとすることが小論文の

内容の充実を図るために有効であると考えた。    

本研究は、他者と「話すこと」を活動の中心

として他者を強く意識させることで、読み手の

興味を引く小論文が書ける生徒を育成する授業

を開発することを目指したものである。 

 

2 研究対象 

科目：学校設定科目（プログラム科目） 

 「小論文探究（グループ小論文）」（1 単位） 

生徒：本校第 2 学年 履修選択希望者 40 名 

希望者とは、1 年生 2 学期終了時の国語に関

する評定平均値が 3.8 以上であることを条件と

して、履修選択に際して提示された授業概要を

見て選択を希望した生徒のことである。 

 

3 授業計画 

(1)ガイダンス・小論文を書く① 

「最近の気になるニュースについて、あなた

の考えを書きなさい。(600 字)」 
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(2)書き出しの大切さ・小論文を書く①書き直し 

(3)世の中の様々な話題に目を向ける 

(4)小論文テストに向けて 

(5)ディベートの基本とねらい 

(6)ディベート実践  

(7)ディベートの振り返り・小論文を書く② 

「少年事件を実名報道することについて賛成か

反対か、あなたの考えを述べよ。(800 字)」 

(8)情報と知識について－考え方と方法を学ぶ－ 

(9)進路志望別小論文テーマを探究する① 

(10)進路志望別小論文テーマを探究する② 

 小論文を書く③ 

「進路志望部テーマ小論文(800 字)」 

(11)グループで研究論文を書く① 

 グループ作り・研究テーマ検討 

(12)グループで研究論文を書く② 

 研究テーマ決定・役割分担・調査・研究 

(13)グループで研究論文を書く③ 

 テーマと概要発表・質疑 

(14)グループで研究論文を書く④ 

 論文作成 

(15)グループで研究論文を書く⑤ 

 論文作成 

(16)グループで研究論文を書く⑥ 

 完成原稿入稿 

(17)誤りやマズさに気づく目を養おう 

(18)小論文を書くための知識を増やす・見聞を

広げる 

(19)小論文作成のための設計図を作る 

(20)小論文を書く④ 

「SDGs17 の目標（ゴール）から 1 つを選び、

研修旅行で見聞きした情報や感じた事を元にテ

ーマを設定し、その解決策についてあなたの考

えを述べよ。（800 字）」 

(21)相互添削と他者の小論文批評 

(22)「問題解決」とは何かを学ぶ 

(23)小論文を書く④ 書き直し① 

(24)小論文を書く④ 書き直し② 

(25)他者の小論文批評・学びの振り返り 

 

4 授業実践・考察 

 本稿では、授業計画のうち(5)～(7)、(8)～

(10)、(11)～(16)について取り上げる。 

4-1 実践(5)～(7) 

 本実践は、愛知県弁護士会の協力の下に実施

した。「話すこと」の活動にあたるディベートを

手法として、ディベートが読み手の興味を引く

小論文を書くことにどうつながるのかを問いか

けることから始めた。本実践は、過去にディベ

ートを経験したことのある生徒がほんのわずか

であったため、(5)でディベートの仕方やルール

など基本事項の講義を行った。次いで、ディベ

ートで「話すこと」が小論文を「書くこと」に

どうつながるのかを、資料 1「ディベートにつ

いて」を用いて理解し、実践に臨んだ。 

資料 1 「ディベートについて」 

 

 

 

 

 

（愛知県弁護士会作成資料より一部抜粋） 

(6)の実践は、あらかじめ分けた肯定側・否定

側・判定班の 3 班に対し、各 1 名の弁護士が補

助につき作戦タイムにおける議論の活性化を促

す役割を担い、「少年事件は実名報道すべきか否

か」をテーマにディベートを行った。授業の最

後には、弁護士による模擬ディベートの実践も

行われた。以下は、(7)の振り返りで生徒が書い

た感想の一部である。 

・主張がごちゃごちゃにならないよう順序立

てて考えたり、相手にわかりやすく伝えるた

めの語彙力だったり、改めて相手に物事を自

分の言葉でしっかり伝えることの難しさを知

りました。 

・瞬時に考えて判断することや順序立てて考

えることが難しいと感じた。順序立てて考え

ることは、小論文でも大事だと思う。 

・どれだけ説得力のあることをいえるかどう
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か。論理的に相手に説得するというのは難し

く、言葉を選ばないといけないので大変だっ

た。 

 ここからは、(5)で問いかけたディベートと小

論文とのつながりにおいて、資料 1 中の「論理

的思考力」「瞬発力」の必要性を生徒が感じたこ

とがわかる。また、伝えるための語彙力が不足

をしていることを実感したこともわかる。一

方、授業者は、資料 1 中における「批判的思考

力」への気づきを期待していた。以下の感想

は、それにあたるものであると考える。 

・小論文を書く上で多くの視点から物事を

見ることはとても重要になる。 

・同じ立場にいても自分とは違う考えを持

っている人の話を聞くことができて興味深

かった。 

・「人に伝えるためにどう書くか」「自分の

反対側の意見を考えて書く」「正解がない問

題もあるから一方的な見方をしない」この 3

点に気をつけて小論文を書いていきたい。 

・テーマについて考え、グループで意見を

交換したときには自分にはなかった考えが

たくさん出てきて面白いと思った。 

 「批判的思考力」という言葉はないが、他者

へ意識を向けることや、他者との対話を通じて

多様な視点から物事を見ることの必要性への気

づきであり、これは「批判的思考力」の第一歩

ではないかとできる。 

4-2 実践(8)～(10) 

 本実践では、情報と知識について考えると共

に、他者の考えを聞くことの有効性を生徒が改

めて認識することを目的とした。 

(8)では、将来の目標を起点として、その目標

を叶えるために学ぶ場所はどこか、さらに、そ

の学ぶ場所に所属するために必要な知識や情報

は何かを考え整理した後、情報の収集を行っ

た。（情報収集にあたって、情報を知識に変える

ためには理解を深める必要があることについて

授業者より補足をした。） 

(9)では、生徒個々に自分の進路志望（大学の

学部・学科、または興味があるものごと）を元

に、入試小論文でどのようなテーマが出題され

ると予想されるかを、(8)で収集した情報をふま

え複数考える活動をした。 

 (10)では、(9)で考えたテーマの中から、他者

と議論をしたいテーマを一つ選び、4 人 1 組の

グループで議論をする活動を行った。グループ

ワークの制限時間を 1 テーマ 10 分間とし、最初

の 3 分間はテーマの出題者がテーマについての

説明と自分の考えを話し、残りの 7 分間を他 3

人からの質問と批評とした。その際、授業者か

らは、グループワークの約束事として次の 3 点

を提示した。 

①グループを組む相手は、できるだけ異なる進

路志望を持っている人を探すこと。 

②議論するテーマについては、他者の考えをぜ

ひ聞いてみたいものを選ぶこと。 

③議論における批評は、他者を批評するのではな

く、他者の「考え」を批評すること。 

 これまでの 9 時間の学習活動で生徒は、質問

をすることを前提として話を聞くことや、他者

の考えを批評することに慣れてきていることを

この実践において確認することができた。ま

た、他者の考えを聞くことの有効性についての

気づきからか、グループワークから「小論文を

書く③進路志望部テーマ小論文(800 字)」にスム

ースに取り組む姿が見られた。 

 1 学期終了時の授業アンケートの結果では、

「授業そのものについての満足度」が最高評価

4 をつけた生徒が 59.6%、3 が 31.3%と、概ね満

足していると考えられる。一方で、「意欲的に取

り組むことが出来たけれどなかなか自分の言葉

で小論文を書くことができなかった」「しっかり

取り組んでいるけれど、小論文が上手く書けて

いない」「自分の中で満足いく小論文を作れなか

った」「論理的に書くことができなかった」など

とあり、小論文を書く力が向上しているという

実感を得られていないという課題が明らかとな

った。 
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4-3 実践(11)～(16) 

 本実践では、「客観的かつ具体的な論拠に基づ

いて意見を述べる」ことを目標として、グルー

プで研究論文を作成する活動を行った。「第 25

回高校生小論文コンクール」グループ部門（テ

ーマ「今こそ大志を語れ」）への応募を活動のゴ

ールとして設定し、授業者が提示したスケージ

ュールに沿って取り組んだ。 

 本実践は、ディベートと並び、本授業の根幹

として考えたものである。何について書くか、

それに対してどのような主張をするか（問題提

起）を、副題を考え議論を重ねて結論を導き出

すという過程を経てグループで一つの小論文を

完成させた。生徒がつけた副題は次のようなも

のである。 

 ・日本における少子高齢化への対策の提示 

 ・オーバーツーリズムを解決するには 

 ・なぜ授業中に眠くなるのか 

 ・宿題の必要性          他 6 つ 

 社会問題から日常の身近な疑問まで、さまざ

まな副題を考えた。 

(11)では、前年度のコンクール入賞作品を参

考資料として、構成の仕方や資料の使い方など

について考えるとともに、どの程度の水準の論

文が求められるのかを確認した。その後(12)

で、概要として問題提起－章立て－結論を話し

合った。グループからさらに他者へ視点を広げ

意識させるため、(13)ではプレゼンテーション

として、概要を全体に向けて説明・質疑の時間

を設けた。 

文章の作成にあたっては、いつどこでも互い

にコミュニケーションを図り文章作成ができる

よう、Google classroom を使ってファイルをグル

ープ内で共有した。(14)(15)では、それぞれが分

担して書いた文章について表現や表記上の指摘

をし、段落相互の繋がり・説得性について話し

合う姿が見られた。また、論文の体裁を意識し

て、複数のグループが積極的に資料やグラフを

使おうと試みた。ただ、体裁を整える（見栄

え）ことが目的化し、効果的とはいえない資料

活用もあり、それらについては授業者の助言が

必要とされた。一方で、「多様性の世の中と発達

障害とそのグレーゾーン」を副題として、同世

代がどのように考えているのかを論文に役立て

たいと、校内アンケートを実施してそれを元に

資料を作成して論拠に使うグループもあった。 

以下は、2 学期終了時の行った授業アンケー

トの一部である。 

 文章を書く上で他者と「話すこと」の有効

性、また、同じものごとについても多様な考え

方があることへの気づき、小論文を書くことそ

のものへの満足感といったものを感じる生徒の

姿であるとみることができる。 

 

5 成果と課題 

 学年末に行った授業アンケートで「授業その

ものへの満足度」が 4 評価 63.0%へと上昇し

た。「話すこと」を活動の中心に据え、新たな語

彙を獲得する機会・自分が知らないことを知る

機会を増やした本実践は、生徒が小論文の書き

方を学ぶことの楽しさを感じることができた授

業であったろうと考えられる。一方で、「文章作

成能力向上の実感」については、4 評価をつけ

た生徒は 29.6%にとどまった。例えば、実践(20)

で書かれた小論文では、情報を使って説得性を

もたせようと思うあまり独自性に欠け、面白み

のない小論文が目立つ結果となった。 

学んだことをいかに活用することができるよ

うになるか、生徒自身が「書けるようになっ

た」と実感できる判断材料や指標を明確にする

ことが今後の課題の一つである。 

・グループでの小論文では、グループの人た

ちと積極的にコミュニケーションをとり、効

率よく完成までいけた。2 学期の授業では人

と話すことが多くいろんな人の考えを知るこ

とができた。 

・自ら体験することのない長い小論文をグル

ープで研究して書くことができて楽しかった

です。似ているテーマでも全く違う意見の人

がいて新しい発見があった。 
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英語４技能を駆使して、課題設定・課題解決能力を向上させる授業展開 
 
 

中 村 憲 幸 東山中学・高等学校 

 

1．はじめに 

 英語は大学に進学するためのツールではなく、世界中の人々とコミュニケーションを取るためのツール

である。よって、英語の授業においては入試にかかわる技能の習得だけではなく、4 技能（リーディング、

ライティング、スピーキング、リスニング）をバランスよく向上させることを強く意識している。また、イ

ンターネット上やメディアを通じて流れてくる情報に身を任せるのではなく、日本や世界が抱える問題に

対して自ら目を向け、課題点を見出し、自分なりの解決法を見つけ出そうとする姿勢を、授業を通じて少し

でも持つようになってほしい。この二つの観点から授業をデザインし、1年間実践してきた。 

 

2．授業内容 

 対象クラス：高校１年生（中高一貫コース 3クラス、1クラス 35～40名） 

 担当授業：コミュニケーション英語Ⅰ―Ａ（週 3コマ、1コマ 50分） 

① 教材 

教科書はオックスフォード出版の Global Issuesという洋書を使用した。「グローバル化」、「環境問題」な

ど多岐にわたる社会問題について述べられている。英文はやや易しいが、社会問題について考えるための

題材としては最適であると考えた。また、内容に関連する英文や動画等を示し、生徒の理解を促した。 

② 授業の流れ 

a)まずは教科書を読み、一つのトピックについての基礎知識を得る。 

b)そこから関連する英文や動画等を視聴することで各トピックのさらに深い内容について考え、そして用

いられる英語表現を身に付ける。 

c)その後、そのトピックについての問いかけに対して自分なりの解答を論理的に組み立て、英語で書く。 

d)最後に、周囲の友人とペアになってそれを英語のスピーキング練習も兼ねてお互いの考えを共有する。 

③ 授業の中での 4技能の涵養 

a)リーディング 

 教科書が洋書であるので、自然な英語に触れられる。また、関連するものとして新聞記事等の分量が多

く、時には難易度が高いものに触れている。実用技能英語検定 2 級や準 1 級の取得に向けて自主的に語彙

習得している生徒が多く、難易度の高い英文はその語彙の確認にもなるため非常に効果が高いと思われる。 

b)リスニング 

 各トピックについては関連する動画をあらかじめ探しておき、それを視聴する。字幕無しで視聴したの

ちに字幕付きで視聴する。また、前期は授業内の帯活動として Steve Jobs氏のスタンフォード大学での卒業

式のスピーチを題材に音読練習を行った。その際は同じスピーチを繰り返し聞き、音読するという活動を

前期の 3か月間実施した。 

c)ライティング 

 各トピックの学習後に題目を提示し、自分の意見を論理的に表現するよう指示している。「グローバル化

による未来はどのようなものか」、「環境問題を議論する際に、そもそも明確にすべきことは何か」、「日本に

おける社会的弱者は誰か」などについて 100語から 200語程度の範囲で書いた。 
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論理的に書くことも重視した。最初に意見を述べ、その意見を支持する理由やその具体例を続け、最後の

結論の前には必要であれば予測される反対意見を加えることなどの工夫を提示した。加えて、同じ語句は

極力使わないことにも言及した。 

d)スピーキング 

 ライティング活動のあとにはペアになって書いた内容を伝え合うようにした。書いたノートの字を読み

上げる生徒が多かったが、間違いは気にせずに伝えたいポイントだけ念頭に置いて話してみようとスピー

キング活動を促した。 

e)英文法等の指導について 

 中学 3年間で英文法の基礎を学習してきたので、今年度は、上記 a)～d)の英語４技能の涵養と課題設定・

課題解決能力の向上を優先することができた。扱った長文等に出てくる応用表現はその都度黒板を使って

講義形式の授業を行ったが、基本的には文法問題集等を配布しペースのみを指示して自主学習を促した。 

英単語については中学 3年間で 2冊の英単語を終えたのち、今年度も新たに 1冊英単語帳を渡し週に 100

個のペース（新しい単語帳から 50 個、昨年使っていたものから 50 個）で復習を兼ねた学習の指示を出し

た。こちらに関しては毎週の小テストを実施した。 

 

３．課題設定能力・課題解決能力を高めるための工夫 

① 抽象的な問いを投げかける 

 今年度は環境問題、グローバル化、人口増加・減少、食糧、汚染問題、ファストファッション、再生可能

エネルギー、医療、人権などについて学習した。各トピックの基礎知識を確認したうえで、ライティング活

動に入るが、この際には解決すべき問題ありきではなく生徒自身がどの部分を課題とするかということを

意識して投げかけた。たとえば環境問題の英文を一通り読み終えた後には、「温暖化を防ぐためにはどうす

れば良いと思うか」という問いではなく、「環境問題を議論する上で、そもそも何を明確にしておく必要が

あると思うか」というお題で作文を書いた。このように各トピックに対して生徒が自身で焦点化を図った

のちに自分なりの解決策を考えるようにした。 

② できる限り面白い内容のものを探す 

 少しでも生徒が前のめりになって学習するために、各トピックにおいて生徒の興味を引くような内容の

サイドリーダーや動画を用意した。食糧について学習した際には、日本での昆虫食の実例や遺伝子組み換

え食品、また培養肉に言及し、ファストファッションを学んだ際にはエシカルファッションという考えに

ついても触れた。題材選びに成功した際、生徒からは驚きの声が上がり、こちらも嬉しい気持ちになった。 

③ 身近なものを臨機応変に題材に 

a)観光 

 本校は南禅寺と永観堂という二つの寺の間に立地している。コロナ禍では閑散としていたが、今年よう

やく活気を取り戻したので、生徒は「観光業者になったつもりで外国人に京都あるいは日本の観光地を紹

介せよ」という課題の元、プレゼンテーションを行った。 

生徒は外国人が日本に来る理由や日本で体験したいことなどを考え（この部分が他トピックでの課題設

定にあたる）、そのうえで観光地を選んだ（この部分が課題解決方法と位置付けた）。 

このトピックに関しては、発表したのちに南禅寺へ行き、外国人に日本の魅力や来日目的などについて

直接インタビューをすることで自分たちの考えが適切であるか判断ができ、非常に有意義なものとなった。 
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図１ 南禅寺でのインタビューの様子           図２ 南禅寺でのインタビューの様子 

 

b)能登地震 

 12月下旬に人権の単元を学習し、「日本／世界における社会的弱者はどのような人達であろうか」につい

て議論していた。その直後に能登半島で大地震が起こり、数多くの人が犠牲になり、避難生活を送られてい

る。この現実を受けて、「地震の後、避難されている方々が直面している問題は何か」ということや「能登

半島の再建はどこから始めるべきか。何を優先すべきか」という問いを投げかけた。この活動は 4人から 5

人の班で実施したが、生徒間の議論が非常に深まり、休み時間になっても休憩せずに話し続ける姿が印象

的であった。この活動の最後に、スピーキング活動を行った。班の半分の生徒が自席に残って自分たちの考

えについての発表をし、残りの半分の生徒は時計回りに他班へ移動して発表を聴くという形式で行った。

発表者はグラフや写真をふんだんに用いて日本語をほとんど話すことなく英語で情報の伝達を行い、聞き

手はなんとか質問をしようと真剣に耳を傾けた。 

c)自身の住む町 

 能登地震の議論から関連付けて、「大地震に備えて自身の町には何が必要か」という問い、そして「自身

の町について調べ、その魅力や改善点を考えよう」という問いを出した。本校には京都市在住の生徒が多い

ので、その生徒に関しては京都市以外の市町村を選ぶように指示を出した。このトピックについての学習

も能登地震についての学習同様に班で行い、スピーキング活動も同じ流れで実施した。生徒間で各自治体

の人口や産業、特産物などの図表を積極的に調べており、こちらも休み時間に入っても学習を止めない生

徒が大半であった。また、京都市在住の生徒が京都市以外の市町村の決定を行う際、「地震被害が大きくな

りそうだから」や「特に人口減少などの課題が多いため」など自ら課題を設定したうえで行っていた。 

    
図３ 能登半島の再建についての発表の様子         図４ 自身の住む町についての発表の様子 
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４．成果と改善点 

① 成果 

 1月中旬に今年度の授業を振り返って以下の 4つの項目についてアンケートを実施した。 

a)グローバル・イシューについての知識・関心 

 全生徒がグローバル・イシューについて知ることができたと回答し、92.4％の生徒が「とても関心が湧い

た」あるいは「関心が湧いた」と答えた。特に関心が湧いたトピックは環境問題、未来の食料、ファストフ

ァッション、観光、医療、能登半島地震、そして自身の町についてであった。この点は非常に満足のいく形

で達成できたと言える。 

b)課題設定能力 

 「とても積極的に課題を見つけようと、あるいは考えるようになった」と回答した生徒は全体の 19.6％

であったが、「以前より課題を見つけようと、あるいは考えるようになった」と回答した生徒が全体の 55.4％、

そして「興味のある分野については考えるようになった」と回答した生徒が 22.8％であったことから 90％

以上の生徒が課題設定しようという姿勢が少しでも身に付いたのではないかと考えられる。 

c)課題解決能力 

 課題設定能力同様に、課題に対して自分なりの解決法を「とても積極的に考えるようになった」と回答し

た生徒が 26.1％、「以前と比べると考えるようになった」と回答した生徒が 48.9％、「興味のある分野につ

いては考えるようになった」と 23.9％の生徒が回答した。こちらも大半の回答が前向きなものであった。 

d)英語 4技能 

 今年の授業を通じて、65.2％の生徒が 4技能の中で「読む」力が向上したと回答した。教科書が洋書であ

り、関連した英文を非常にたくさん読んだことが奏功したと思われる。続いて 34.8％の生徒は「書く」力が

伸びたと回答した。これはトピックごとにライティングを繰り返した結果であると予想できる。一方で、

「話す」・「聞く」力が伸びたと感じる生徒がそれぞれ 19.6％と 15.2％と少なかったことは反省材料である。 

 

② 改善点 

a) 学んだ内容を自分事に 

 学習の目的の一つは行動の変容であると考えている。週に 3 回という限られた時間であるため、一つ一

つのトピックにもう少し時間をかけて自分の身の回りの行動にどう生かすことができるかといったことに

ついて考える時間が取れなかった。次年度、限られた時間で工夫する必要がある。 

b) バランスの良い英語力の涵養 

英語 4 技能を均等に向上させるという点においてはまだまだ改善点が多い。特に聞く力と話す力につい

ては生徒の自信を高めるためにも積極的に改善したい。文章を読むこと中心からニュースや動画視聴を通

じて情報収集する活動や、より多くの話す活動を次年度の授業には組み込みたいと考えている。特に話す

点については手助けが必要であると感じられるので、同じ内容を繰り返し話す練習、話したくなるような

トピックを数多く用意する、などの工夫をして授業の中に組み込めるようにしたい。 

c) 授業のマイナーチェンジ 

 いつも考えていることであるが、いくら教員が効果的であると考える方法であったとしても、その形式

を繰り返すと生徒は飽きてしまい、せっかくの学びの場が台無しになりかねない。そうならないためにも、

ペア活動、班活動、個人活動、黒板での講義形式などを組み合わせて常に生徒が新鮮な気持ちで学べる環境

作りには細心の注意を払って授業デザインをしていきたい。 
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“演劇”を通した表現教育プログラムの開発 

―探究サイクルにおける“表現”力の向上を目指して― 

 

菊 池 康 貴 関西学院千里国際中・高等部 

 

1.はじめに 

 

中学校および高等学校において導入が進む新学

習指導要領において、その根幹となる概念が「探究」

であることは論を俟たない。しかしながら一方で、

いわゆる「探究のサイクル」とされる諸項目のうち、

特に「表現」の部分に着目した実践は未だ道半ばで

あるといえる。多くの学校では探究学習の最終アウ

トプット形式としてプレゼン発表やポスター発表

を想定しているが、その方策について創造的な取り

組みをしている学校は管見の限り非常に少なく、多

くの学校では「画一的」な発表形式をとっていると

ころがほとんどである。誤解を恐れずに言及するな

らば、このような現状に課題意識を抱かず、いわゆ

る「従来型」のアウトプットをこなすことさえでき

れば十分であるという考えを持っている学校も多

いように見受けられる。しかしながら、自らテーマ

を設定し、それについてリサーチを行った以上、最

終的にはその成果を他者に的確に伝えるスキルを

身につけることは探究学習にとって避けては通れ

ない重要な要素であるといえよう。 

そこで本研究では、「演劇表現教育」の手法に着

目する。演劇的手法を教育現場に導入することにつ

いては国内外を問わず多数の研究の積み重ねが存

在するが、いずれも生徒自身の「表現力」を伸ばし

ていくために高い効果を発揮するとされている(蓮

行,2016など)。例えば平田オリザ氏は、「演劇とい

う営みは(中略)コミュニケーション能力を培うの

には、もっとも適している分野」(平田,2010)などと

評している。よって本研究においては、「探究サイ

クルの一環としての表現力向上」を目的とした「演

劇教育プログラム」の開発を行う。この研究を通し、

演劇表現教育の要素が適切に学校教育に組み込ま

れることでどのような効果が生まれるのかについ

て検証していきたい。 

2.探究計画全体における演劇教育の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 探究のサイクル 

 文部科学省によれば、そもそも「探究」とは、い

わゆる「探究のサイクル」を回していくことで成立

する。それはすなわち、①課題の設定 ②情報の収

集 ③整理・分析 ④まとめ・表現 の４段階から

構成されるわけであるが、このうち本研究にて取り

扱う演劇表現教育とは、主に④の力を育成する文脈

で学校教育に実装されるものである。 

 

 

図２ 本校における「SGC Program」 

 翻って本校では、中高６年間の探究プログラムを

「SGC Program」と呼称し、探究主任である筆者が

管理運営している。本校は帰国生の受け入れ校であ

り、全日制かつ単位制というシステムを採用してお

いるが、年間３回ある「学期」（春学期、秋学期、

冬学期）ごとに単位を認定している。このシステム

の中で生徒は自ら授業を選択し、興味関心を広げな

がら学んでいくわけであるが、最大６年間の在籍期

間の中で、「探究サイクル」は４回転させることと

なっている。以下のとおりである。 
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【本校における探究のサイクル】 

 ①７年生春学期～８年生春学期 

→個人によるプレゼン発表 

 ②８年生秋学期～10年生秋学期 

       →グループによるワークショップ開催 

 ③10年生冬学期～11年生秋学期 

       →個人によるポスター発表 

   ④11年生冬学期～12年生冬学期 

       →個人orグループによる卒業研究発表 

 

 ここで重要なポイントは、各サイクルの最終段階、

すなわち「まとめ・表現」の部分に適切な教育活動

を導入するということである。よって本研究では、

上記サイクルの①②③の最終段階にて演劇表現教

育を実践することにした。 

 

3.研究の年間計画 

 

 以上の考え方に基づきながら本研究を行うにあ

たり、学校全体における年間計画をまず策定した。

それが下図である。 

 

図３ 研究の全体スケジュール 

今回は各サイクルを「基礎」「応用」「発展」の３

ブロックに分け、それぞれの学年の発達段階に応じ

た演劇の授業を行うことにした。すなわち、①８年

生（中２相当）春学期「知の探検＋」【基礎】②10

年生（高１相当）春学期「知の探究」【応用】③11

年生春学期（高２相当）「フィールドスタディ（FS）」

【発展】である。 

 

 さらに授業の枠を飛び越え、それ以外の面でも演

劇教育の実装を図った。具体的には職員研修におけ

る演劇的手法の導入や、授業外活動における有志に

よる演劇大会への参加である。特に後者は、実際に

探究の授業で演劇表現を受けた生徒の中から志願

者を募り、実際に行われている外部の演劇大会に出

場した。これはすなわち、一般の授業における演劇

的スキルの向上が、広い意味での芸術創造活動に有

意な貢献をするということを証明するという目的

で行われたものである。 

 

4.授業時間を使った実践 

 

4-1.8 年生（中２）「知の探検＋」（春学期） 

 
図４ ８年生の授業の様子 

【基礎情報】 

対象学年：８年生全員 ４クラス計60名 

授業時間：毎週１回 「知の探検＋」（総合探究） 

1 コマ 50分 計６回分を使用 

実施時期：2023年 4-5月 

 

まず８年生の授業では、基礎的な演劇ワークショ

ップと舞台づくりを授業に取り入れた。８年生は前

年度の時点で自分の探究テーマをある程度定めて

おり、この授業は「探究サイクル」の１回目の終着

点に相当する。この授業ではまず、数回にわたり筆

者より基本的な演劇のワークショップ（シアターゲ

ーム、エチュードなど）を行った後でグループに分

かれ、平田オリザ氏が作成した「対話劇を体験しよ

う」（平成 14,18 年度版三省堂国語教科書『現代の

国語２』収録。インターネットサイト「EDUPEDIA」

にて pdf データ公開）という教材を用いて舞台づく

りを実践した。 
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 これはグループ、かつ、かなりの条件下における

脚本作成であったが、どのグループも意欲的に取り

組み、最後は本校のシアター設備にて上演すること

ができた。この際、自己満足にならない表現や観客

の意識、また発表内容の起承転結の付け方といった

実際の研究発表につながる要素について、演劇を通

して深く考えることができた。 

 一連の授業が終了した後、生徒たちはここで学ん

だ表現手法をもとに、自分たちの研究テーマを

「TED プレゼン」にまとめ、全員がシアターにて発

表することができた。 

 

4-2.10 年生（高１）「知の探究」（春学期） 

 

 

 

 

 

図５ 10年生の授業の様子 

【基礎情報】 

対象学年：10年生全員 ４クラス計100名 

授業時間：毎週１回 「知の探究」（総合探究） 

1 コマ 50分 計4回分を使用 

実施時期：2023年6月 

 

 次に 10年生の授業では、外部講師を招いたより

発展的な演劇ワークショップの内容を授業に取り

入れた。10年生は前年度の時点で個人の枠を超え、

世界に目を向けた探究テーマの策定を行っており、

この授業は「探究サイクル」の２回目の終着点に相

当する。この授業では京都市を拠点に活動する一般

社団法人フリンジシアターアソシエーション（以

下：FTAS）の皆さんに協力してもらい、事前に内容

の打ち合わせを行うとともに、４回にわたって来校

し、実際に授業を行ってもらった。授業の中では外

部講師より基本的な演劇のワークショップが行わ

れた後、グループに分かれて舞台作成が行われた。

今回は８年生の課題よりも自由度が増したもので、

各グループは思い思いの工夫をこらした作品作り

を行い、各教室で上演することができた。 

この際、定型的な方法に拘らず、内容に応じて柔

軟に表現方法を工夫していくことについて演劇を

通して学ぶことができた。また、これらの授業実践

は 2023 年 8 月 4 日（金）に行われた FTAS 主催の

Youtube Live「学校教育×演劇を探究する YouTube ミ

ーティング」にて筆者より報告が行われた。 

一連の授業が終了した後、生徒たちはここで学ん

だ表現手法をもとに、グループに分かれて自分たち

の研究テーマを「オリジナルワークショップ」にま

とめ、秋学期最終日の探究発表会にて全グループが

各教室にて発表することができた。 

 

4-3.11 年生（高２）「FS&RD」（春学期） 

 

 

 

 

 

図６ 11年生の授業の様子 

【基礎情報】 

対象学年：11年生選択者 計 10名 

授業時間：毎週１回 「FS&RD」（総合探究） 

1 コマ 50分 計12回分を使用 

実施時期：2023年 4-6月 現地踏査7月 

 

最後に 11年生の授業では、現地踏査を交えた演

劇ワークショップの内容を授業に取り入れた。11

年生は前年度の時点で最終的な自分自身の探究テ

ーマの策定を行っており、11年生からは10つのグ

ループに分かれて探究活動を行う。今回はそのなか

でも演劇関係の研究テーマを希望した生徒のグル

ープを対象としており、この授業は「探究サイクル」

の３回目の終着点に相当する。 

 この授業では「地域創生と演劇」というタイトル

で探究活動を行った。具体的には、大阪府八尾市で

演劇を通した地域活性活動を行っている株式会社

空き家総合研究所の皆さんに協力してもらい、八尾

市に残る社会課題に演劇がどのように貢献できる

かについて考え、また実際に来校いただいた上でア

ドバイスをいただいた。 
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特に、空き家総研が運営している「劇ゼミ」とい

う演劇塾は地域の活性化を目的として活動を行っ

ており、2023 年 7 月 7 日（金）に実際に現地を訪

れ、調査活動を行った。生徒たちは現地にて実際に

塾で行われているワークショップを体験するとと

もに、演劇活動（芸術活動）のもつ意味や地域との

関わりについてより客観的な考えを深め、自らの研

究テーマに反映することができた。 

一連の授業が終了した後、生徒たちはここで経験

したことをもとに、個人の研究テーマを「ポスター

発表」にまとめ、秋学期最終日の探究発表会にて全

員が体育館にて発表することができた。 

 

5.課外時間を使った実践 

 

5-1.職員研修への演劇的手法の導入 

 授業で行っている演劇表現教育の手法を教員自

身にも体験してもらうため、2023年 6月 21日（水）

の放課後に行われた教員研修にて演劇ワークショ

ップを行った。講師として京都大学特定准教授の蓮

行氏を招き、氏の研究成果であるコミュニケーショ

ンデザインワークショップを実際に体験した。教員

団はグループに分かれ、「病院の診察室」を舞台に、

エチュードを作成した。ほとんどの教員は演劇経験

がなく、このような体験は初めてであったが、研修

後の感想はおおむね好評で、教員間のコミュニケー

ションがより円滑になったという意見が多かった。 

 

5-2.演劇大会への参加 

 

 

 

 

 

図７ 高校の大会の様子 

 本研究における最大のチャレンジとして、実際に

探究の授業の中で演劇表現教育を受けた生徒の中

から有志を募ってプロジェクトチームを結成し、中

学と高校の外部大会へ初めて出場することを目指

した。 

 中高から集められた有志は演劇表現教育で学ん

だワークショップの手法を稽古に導入し、週 2-3 回

のペースで稽古を行った。いわゆる一般の「部活動」

のように毎日練習をすることはせず、あくまでプロ

ジェクトチームとして、表現力向上を研究すること

を主眼に置き、稽古を重ねた。 

 結果、第 149 回大阪府中学生演劇祭では大阪府教

育委員会賞を受賞し、第 73 回大阪府高等学校演劇

研究大会 B 地区大会では最優秀賞と個人演技賞を

獲得して府大会に出場するという快挙を達成する

ことができた。これにより、演劇表現教育の手法は

一般的な舞台芸術という観点からも非常に価値が

大きいものであることが証明された。 

 

6.生徒の感想 

 

 以上、今年度の本校にて行った演劇教育の実践を

紹介してきた。これらは探究サイクルの最終段階に

おいて非常に大きな効果を発揮し、生徒の表現力を

大幅に向上させることに直結したといえるだろう。

紙幅の都合上、全ての感想やデータ等を掲載するこ

とはできないが、プロジェクトに参加したある生徒

の声を代表して紹介したい。 

・お芝居は、怖かったです。自分の表現したい世界を、

自分達で演じる。たったそれだけの事なのに、周りから

評価され、認められなければそこで終わりだということ。

芸術で戦うということ、そして時にはそれが認められな

いこともあること。喜びや悲しみ、そして数えきれない

程の成長を、今年一年、経験し、学ぶことができたと感

じています。勝ちや負けにこだわらず、人間の、演劇人

の描く世界を感じることができること、とても幸せに感

じます。今後もまだ見る事のない、新たな世界で、幸せ

な仲間と幸せな場所で、芝居を追求していきたいと思い

ました。 

 

主要参考文献 

平田オリザ 2010「演劇はコミュニケーション教育に有効か? : 
コミュニケーションデザイン・センターにおける演劇教育」

（『Communication-Design』3） 
蓮行、鈴木星良、末長英里子 2016「演劇ワークショップの政
策実装に関する考察」（『実践政策学』2-2） 
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国語の授業で自律的な学習者を育てる 

―学習評価・ルーブリックを活用した探究型読書活動― 

  

中 野 裕 文 常翔学園中学・高等学校 

 

1. はじめに 

本研究を実施するための授業デザインとして大きく以下の 3つの枠組みを考えている。 

 

 

 

 
 
2．指導にあたって 

指導にあたり大切にしたいことは次の３点である。 

 

 

 

 

 

 

 

2.1 目的と目標、目標達成のためのプログラムデザイン 

◆本単元の目的 

自分たちの力で１冊の小説（文庫本）を読み深める力をつける。 

 

◆本単元の目標 

・A B Dの手法を通して、自分たちで新たな気づきを生み出し、学びを深めていくことができる。 

・自分たちで文庫本 1冊を読み深め、解説文を書くことができる。 

 

◆目標達成のために必要な要素 

・A B Dの手法をアレンジしながら生徒の主体性を発揮させる。 

・読む力、要約力、話す力、聞く力、対話力の育成。 

・指導者はファシリテーター。自律的学習者育成に向けてガイドの役割を担う。学習の促進者であり学習

者同士の相互交流を促す。学びの状況を把握してフィードバックしながらより目標とする姿に近づけるよ

う学習を支援する。 

・効果的にルーブリックを活用して自己評価させながら自己調整力を発揮させる。 

・形成的評価を充実させる。ポジティブな行動をたくさん可視化して広げながら、次に取るべき行動を明

確に示す。 

・評価基準の透明性を保つ。 

・複雑なパフォーマンス課題を設定し、その解決に向け「思考力・判断力・表現力」を発揮させる。 

⑴ 生徒の主体性を発揮させるにはどのような授業展開が必要か。 

⑵ 学習評価（ルーブリック含む）をどのように活用すればよいだろうか。 

⑶ 生徒たちが１冊の本を読み深める力をつける授業デザインとはどのようなものか。  

  

⑴  生徒たちの主体性を発揮させながら自分たちで 1冊の本を読み深める力をつけたい。そのため

に「アクティブ・ブック・ダイアローグ（以下 ABD）」の手法を取り入れる。 

⑵  効果的にルーブリック・振り返り（自己評価）・フィードバック（形成的評価の機能）を活用し

ながら、目標とする姿に近づけていく。 

⑶  パフォーマンス課題・ルーブリックを活用しながら、でき得る限り客観的に総括的評価をしてい

く。 
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2.2 A B D（アクティブ・ブック・ダイアローグ） 

生徒たちの主体性を発揮させながら自分たちで1冊の本を読み深める力をつけるために、A B Dという手

法を国語の授業で実践する。生徒が自らの担当箇所を読み、要約をまとめ、発表し、それを聴き合う。そ

して対話を通して気づきを深めていく。 

2.2.1  A B Dとは 

A B Dとは、読書が苦手な人も、本が大好きな人も、短時間で読みたい本を読むことができる全く新し

い読書手法である。大きくは以下の3つのパートで構成されている。 

 

 

 

 

2.2.2 授業展開 

題材は小説『きみの友だち』（重松清）。すぐにA B Dの手法を持

ち込まず、1章～2章までは舞台設定、人物像を丁寧に共有する意味で

も、4人のメンバーで同じ箇所を読んでいく。その際、個々人が感じ

たこと・重要だと思った部分・つながりを感じた箇所・疑問に思った

こと・頭に浮かんだイメージ・この後はどうなるか、など自分が受け

取ったことをプリントにまとめる。そして、それをもとにグループで

ディスカッションしながら、自分たちの力で読み深めていく。 

3章〜10章は、A B Dの手法を活用しながらスピードを上げて、1時間に1章（およそ40〜50ページ）ずつ

読み進めていく。各章5節あるので、毎時間グループ5人で分担しながら読み進めていく。大まかな授業の

流れは以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴  一つの作品を分担して読み担当パートごとに紙面に要約をつくる。 

⑵ 担当した箇所の内容を作者になりきってプレゼンをする。 

⑶  気づきを深める対話を通して作品をより深く理解する。 

1．（チェックイン）ミニレッスン（全体） 

  ※前時の学習のフィードバック・本時の目標や評価基準等を明確にする。 

  2．一つの作品を分担して読む。【サマライズ】（個人）  

※担当パートごとに読んで紙面に要約をつくる。12分 

※発表の練習。2分 

3．発表・共有化。【リレープレゼン】（グループ） 

※担当した箇所の内容を作者になりきってプレゼンをする。2分プレゼン＋1分質問 

※時間が余った場合は質問に答える。 

4．気づきを深める対話。【ダイアローグ】（グループ） 

※トーキングオブジェクトを回しながら対話をしていく。   

・今心に浮かび上がってくる疑問を投げる。 

・この時間を通しての自分の気づきや学びを出し合いながら読み深める。 

・「友だち」について自分が考えたことを発表する。   

5. 班ごとにどんな話が出たか、全体で共有。（全体） 

 ※各班で出た印象的なことを全体で発表する。 

6．（チェックアウト）振り返り（個人） 

※ルーブリックを活用しながら自己評価、自分の気づき・考えたこと、次に向けてのチャレン

ジをiPadで入力。 

 

シアター型でリレープレゼン 

88



 

2.2.3 主体性を発揮させるために 

A B Dでは「〇節、発表の人立ってください。今から2分でプレゼンです、スタート」という流れで進め

るので、発表から逃れることはできない。また、自分の要約やプレゼンが不十分だと、読んでいない生徒

はその部分が理解できなくなってしまうので、グループのメンバーに迷惑がかかってしまう。必然的に一

人ひとりに学びの責任が生じることになる。 

そして、自分が読んでいない部分はわからないので、一人ひとりの読みに不備・不足が生まれる。その

不備・不足を、プレゼン・質問・対話を通して協働的に埋めていくところに、この実践の面白さがある。

また、自分の担当以外の箇所は渡さず隠してある。作品の続きも隠してある。そうすることで、生徒たち

は自分が読んでいない部分（隠された部分）を知りたくなったり、自然と続きがどうなるかを知りたくな

ったりするため、より主体性が発揮されることになる。 

2.2.4  話し合いを活性化させるための手立て 

プレゼンを聴き合う場面ではシアター型に配置転換する。ホワイトボードを用意し（または壁）、自分た

ちの要約を貼り、2分ずつ立って順番に発表させていく。そうすることで、話し手と聴き手のまなざしが共

有でき、より話し合いが活性化すると考えている。 

 また、対話をする際はトーキングオブジェクトを使用する。「トーキングオブジェクトを持った生徒だけ

が話し、持っていない生徒はしっかり聴く」というルールのもと実施し、話す時は話す、聞く時は聞くとい

うメリハリをつけさせていきたい。 

※要約を順番に貼ることで、それを辿れば話の要点もつかめるようになっている。 

※直接の言葉の応酬ではなくホワイトボード・壁・トーキングオブジェクトのような「緩衝物」が間に入

る話し合いは、より双方向的になり得る。グループ間で追究していく姿にも一体感のようなものが生まれ

るのではないかと考えている。 

2.3 学習評価（ルーブリック含む）の力を活用 

生徒の主体性を発揮させ、目標とする姿に近づけていくために、学習評価の力を機能させていきたい。大

切にしたいことは以下の 3点である。 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.1 パフォーマンス課題とルーブリック 

ABDの手法を活用して1冊読み進めた後「小説の面白さや作品の秘密を明らかにするような解説文を評

論家のように書いてみよう」というパフォーマンス課題をルーブルックと共に設定した。 

 

 

 

 

 

⑴ 学習目標と評価基準を明確にする。 

⑵ 学びの道標としてルーブリックを生徒が使えるようにする。自己評価・振り返りを通して生徒

自身で次のステップを考えさせ、学びを改善できるようにさせる。 

⑶ 形成的評価・フィードバックを通して、できているところを認め、できていないところはミニ

レッスン等で教えて改善させ、また読む…というサイクルを積み重ねていきながら目標とする姿

に向かわせる。 

あなたは売れない作家です。今回、出版社から「『きみの友だち』の文庫本巻末に掲載する解説

を書いて応募して欲しい」と依頼を受けました。あなたは重松清さんのファンで、何とか選考に残

って掲載の権利を勝ち取りたいと思っています。出版社からは以下の条件を満たすようにと言われ

ています。①800字以上1200字以内で書いてください。②この作品の魅力やオススメポイントを具体

的に書いてください。③「友だち」についての自分の認識の変化を書いてください。④重松さんの

表現の工夫にも触れてください。⑤最低1箇所、本文から引用して書いてください。 
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3．研究のまとめ（成果と課題） 

3.1 成果 

・生徒の主体性を発揮させるために

は「学びの責任」を生徒に渡していく

ことが重要なキーワードになること

がわかった。自分の担当箇所を、読ん

でいない人に向け説明しなければな

らない。やっていないことを隠すの

は不可能である。グループのメンバ

ーに迷惑がかかるため、自分の責任

を果たし、良いパフォーマンスをし

ようと努力する姿勢が見られた。 

・不備・不足が生まれることで、自然

と自分の読んでいない部分が気にな

り、プレゼンを聞いたり、対話したり

する中で、自分たちの不備不足がつ

ながりたくさんの発見が生まれてく

る。グループメンバーのプレゼンに

も真剣に耳を傾け、たくさん質問も

するようになるなど、多くの生徒が

より主体的に学習に参加するように

なった。 

・その場で読んで要約し、その場で話

し合うので、臨場感があり、全員参加

型の授業になった。一人ひとりが主体性を発揮

しながら「協働で読む楽しさ」を味わうことが

できた。 

・読解力、集中力、要約力、プレゼン力、聴く

力・話し合う力・振り返る力など、複数の力を

複合的に伸ばすことができた。ほどよい刺激や

緊張感もあり、生徒は楽しそうだった。 

3.2 課題 

・話し合いは小説の内容中心になり、細かい

心理描写や作者の表現の工夫まで目がいきに

くかった。要約の際も、本文の表現を言い換

えて要約する生徒もいて、少し飛躍が生まれてし

まっている部分があった。 

・ビブリオバトル・スポーツの試合・陸上競技会、演奏会では「練習→フィードバック→本番→フィード

バック→練習→…」というサイクルが通常であるが、ABDには「本番」という活動がない。重要なスキル

を実演する機会は、研究授業のみ。生徒たちが培った力を実演する場等が必要だと思う。 

授業で活用したルーブルック 
生徒作成のパフォーマンス課題 
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高等学校数学における探究学習「問題変形作問」 

 

 

                             中 田 和 宏 関西学院中・高等部 

 

１．はじめに 

近年、 探究学習が盛んに行われるようになり、 本校では 1970 年代に読書科が卒業論文作成のために 

開講 ・教科化され、 2014～18 年には SGH 事業、 2019～21 年に WWL コンソーシアム構築支援事業を文

部 科学省からの指定を受け、 教科横断的な学習を現在も推進している。本校は 90%以上の生徒が推薦制

度により関西学院大学に進学し、 受験勉強に捉われない学習を実践している。しかしこのような学習に数

学科としては殆ど関わっておらず、 また強引に他教科と融合させようとするのも難しい。そこで数学科で

行える探究学習の一つの方法としての「問題変形作問」実践事例を紹介する。 

 

２．研究について 

 2.1 研究の目的 

 「主体的・対話的で深い学び」を実践する方法の一つとして問題解決学習があり、 ポリア[11]は数学問

題解決の問いやリストを 「問題の理解」、 「計画を立てる」、 「計画の実行」、 「振り返り」の 4 段階で示してい

る。 近年、 問題解決学習方略の一つとして作問学習は小 ・中学校で多く実践されており[13]、プログラミ

ングソフトを用いた作問やその知的支援[5][6]等が実践されている。 高等学校での実践事例が少ないこと

を踏まえて、 本研究では高等学校数学を題材として問題変形作問を実践し、 経験を重ねることで効果的な

学習方略を開発することを目的とする。 さらに「問題解決過程」「数学学習の動機付け」「数学に対する意

識の変化」に改善が見られるか評価した。 2020 年度から自身が一部の 3 年生(選択制)に開講する「総合数

学」では数学が比較的得意な生徒、 数学学習に抵抗感のない生徒を対象に問題変形作問を実施してきた。

2023 年度はこれに加えて、 数学をあまり得意としない生徒にも問題変形作問が利用できるかを試すために

普通教室(一斉授業)において実施した。 

 

 2.2 研究対象 

  2020 年度以降、 自身が開講する 「総合数学」(以下、 ➊で表す)におけるクラスのイメージ(複数年度開 

講しているため、 平均をとったものとして)をまとめる。 

    [対象者]  高校 3 年生(文系・理系関係なく、 選択希望による) 

    [人数]   6 ～25 名(開講年度により変動あり・男女比は約 3:2～2:1 程度) 

    [授業時間] 毎週火曜日 第 5・6 校時(13:20～15:00、 途中 10 分休憩を含む) 

    [使用教材] 大学入試問題、 普通授業で扱った問題(教科書傍用問題集から引用)、  

          中学校までに学習した問題を発展したもの 等 

受講者の進路希望等に応じて授業者が準備 

 前節で述べたように、 問題変形作問を実施した普通クラス(以下、 ➋で表す)の一例を挙げる。 

   [クラス名] 高校 2 年生 F 組（文系クラス・数学は週 3 単位） 

   [人数]      46 名（男子 26 名、女子 20 名）調査当日の欠席 4 名（男子 3 名、女子 1 名） 

   [調査日]  2023(令和 5)年 6 月 16 日(金) 第 3 校時（10:55～11:40 (45 分間)） 

    [単元名]  数学Ⅱ 第 3 章「図形と方程式」 円と直線 (数研出版) 
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 2.3 研究内容 

  2.3.1 授業の流れ 

  ➊における授業の大まかな流れを紹介する。(以下、①②…の順に進める) 

① 受講者の希望進路に応じた問題を 6 問前後(文系・理系・大学受験用・パズル要素を持ったもの)と 

その解説を事前に準備し、 20 分程度で(生徒自身が選択して)解かせる→教科書・参考書等使用可 

② 解説を配布し、 問題毎に簡単な解説(考え方・必要な既習知識等)や確認をさせる(15 分程度) 

③ 各自解いた問題を中心に変形作問やその解答を作成させる(30～40 分程度) 

④ 変形させた問題や解答(途中までも可)をロイロノート等に提出させ、 プロジェクタに投影して講評 

⑤ 授業最後のアンケートを実施(10 分) 

変形させた問題は後日提出も受け付けて評価の対象とする。➊においては、 授業時間が 90 分であること

から余裕を持って問題と向き合うことができた。 

  ➋では 45 分と時間が短いため、 以下の順で問題変形の授業を実施した。 

① 問題変形作問をするための事前テスト(問題 A)を実施(10 分) 

② 解答を配布し、 各自確認をさせながら問題解説や問題変形について説明(10 分) 

③ 問題変形作問の時間を与え、 作問したものを周囲の生徒たちに説明・共有させる(15 分) 

④ 授業最後に確認テスト(問題 B)を実施(10 分) 

 授業者の反省点として事前テスト・確認テストを短く(各 7～8 分)にし、 共有の時間を長くもしくは授業 

 最後のアンケート(3 分程度)に充てたかった。 

 

  2.3.2 問題変形の例 

  この節では➊と➋で使用した問題の一例と、 その変形と解答例についてまとめる。➊の例を 2023 年 9 

月 5 日(2 学期)に実施分で挙げる。 問題は授業者が進度・習熟度等に合わせて選んだ。(下図参照) 

        (左) 問題Ⅰ（9/5 実施）    (右) 生徒による変形作問例 

 この生徒は比較的数学が得意な文系クラスの生徒であり、 普段 

 から意欲的に取り組み、問題(2)を変形(アレンジ)して最後まで 

解いている。入試問題集等では (1)のような「サイコロ3個」を用いた問題や(2)のような「袋から玉を 

取り出す」問題が多いことに気づく。 彼らは 1 学期にも問題変形作問を行っており慣れたものである。 

➋においては➊とは異なる方法をとった。生徒たちは問題変形作問が初めてであったこともあり、授業 

 

           (左) 6/16 実施・事前テスト(問題 A)           (右) 6/16 実施・確認テスト(問題 B) 

者からの説明に時間を要した。この範囲は➋の前週までに学習した内容であり、 教科書傍用問題集を解 

 くよう宿題を課し、 その理解度を図るために事前テスト(問題 A)を実施した。またグラフを描いて考え 

ること・以前学習した事項(三平方の定理や 2 次方程式の判別式等)を用いることを必要としており、 公 
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式に数値を入れるだけで求められる問題でないことを実感させることを目的とした。問題 A,B ともに同 

じ傾向であるが、 問題 B において１では文字定数の位置を替え、 文字定数の値の範囲を求める問題、 

２では円の方程式の中心を原点以外にすることにより、 問題Aとは全く同じではないことを認識させた。 

 

2.4 事後アンケートや結果・効果 

  ➊では毎回の授業と最終回にアンケートを実施し、 自身の施した問題変形やできたことについて振り 

返らせる。また最終回では、 年間を通じて問題変形作問を行うことでどのような力がついたか・数学に 

対する見方に変化はあったかなどを調査した。それによると、 

 「自分で問題をアレンジして解くことは楽しい」/「アレンジをすることで理解が深まった」/ 

 「与えられた問題を解くために考えるのではなく、 自分で作って考えて解くというのは新鮮」/ 

 「他の生徒と共有することで、 考え方は一つではない・説明する難しさが分かった」/ 

などが挙がった。また○○ができるようになった・○○力がついたという質問には、 

 「解答作成力」/「問題をアレンジする習慣」/「根気よく考え続ける力」/「問題を読み取る力」/ 

 「視点を変えて考えること」/「予想する力」/「数学を好きでいること」/ 

が複数回答を得た。比較的良好な感想が多かったが、 「毎週問題は違うが単調な作業ばかりだった」と 

いった否定的な回答も得られた。 

 ➋において授業時間内でアンケートを執ることはできなかったが、 どのような問題変形をしたか・問 

題変形をすることにより気付いたことはあるか等をロイロノートに個別提出させた。それによると、 

  「図をしっかり描かないと解けない」/「数値が替わっても解き方を熟知することが大切」/ 

  「数値・直線の傾きを替えても恐れることはない」/「自分なりの解法を考えてみたい」/ 

 「線分の長さ、 中点の座標を問われたら途中までは一緒」/「できるだけ計算を簡単にするには…」/ 

「2 次方程式の判別式 D を替えたときの問題文はどうなるか…」/ 

など問題変形に対して前向きな感想を書いた生徒が多かった。さらに問題 A,B はテスト形式で実施して 

おり、 授業者は同じ採点基準(各10点×2問)で採点をしたところ、 平均点が(問題 A)5.3 点から(問題 

B)9.0 点へと上昇した(採点基準は以下を参照)。      (左) 6/16 実施・事前テスト  (右) 6/16 実施・確認テスト 
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３．まとめと今後の課題 

  2023 年度問題変形作問を、 数学を不得意とする生徒も含めた普通教室で実施したことに対して、 前節 

でも述べたように平均点が上昇していることから、 継続的に実施していけば効果を見込めそうであると 

実感できた。ただし現実問題として、 挙げられる問題点は 

・頻繁に実施する(週 1 回程度)ことは授業進度・単位数などの関係から難しい 

・実施は月に 2 回程度まで、 単元内の各節終わりや試験前等に実施するのが望ましい 

・1授業時間(45～50 分)で生徒に変形させる問題は 1～2 問程度 

  ・問題選びの工夫 

   (生徒の習熟度、 解すべき問題、 題変形ができそう、 過去に学習した事項に帰着できる 等) 

  ・評価の方法 

 など現場の教員が考慮すべき点は多い。しかし回を重ねるうちに、 あらゆる状況を想像すること・考え 

 る習慣がつくことは考えられる。筆者はこれらに加えて今後、 生徒の作成した変形問題に対して種類別 

 に分類し、 それぞれの種類での学習効果等を調べる必要がある。  
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開発教育の手法を用いた社会科授業の導入づくり 

 

中 東 敏 也 報徳学園中学・高等学校 

 

はじめに 

平成 29 年 3 月告示の小学校・中学校の新学習指導要領及び平成 29 年 4 月告示の特別支援学小学部・

中学部の新学習指導要領では、主体的・対話的で深い学びについて具体的な授業改善に向けた視点が提示

された。その中身を大きく三つの要素に分けると「主体性」「対話的」「深い学び」になる。私は以前からこの「主

体性」の育成に大きな関心をもっていた。前述の学習指導要領では「主体性」についてこのように解説されてい

る。「学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら、見通しをもって粘り強く取

り組み、自己の学習活動を振り返って次につなげる「主体的学び」が実現できているかという視点をもち授業改

善に取り組むべきである。」（中央教育審議会 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習

指導要領等の改善及び必要な方策等について 2016:29） 

ここに示されたことは学ぶことの興味や関心こそまず主体的な学習の大きなスタートになるということであり、

いかに学習者を学ぶことに興味をもたせるかが授業改善の大きなテーマとなっていることである。ここで私は学

ぶことへの関心を長年研究・実践してきた開発教育に注目した。「開発教育とは、英語の Development 

Education を日本語に直訳した言葉で、簡単には開発問題などの理解とその解決を目指す教育活動」（小貫・

上條・桜井・山西・湯本 2013:6）であり、「1960 年代に南北問題に対する関心が高まる中、途上国での開発協

力活動に関わっていた欧米の NGO などによってはじめられたものである。しかし初期の開発教育が途上国に

住む人々への窮状つまり貧困、経済格差、栄養不良、保健・医療・教育の遅れなどの状況を、多くの人に知ら

せ、さらにはそれらの国々に対する援助の必要性を訴えるものであった」（小貫・上條・桜井・山西・湯本 

2013:6）のに対して、1980 年代以降社会問題が複雑化・多様化するなかでそのテーマも地球環境問題や人権、

女性、平和などに広げながら進展した。また開発教育の実践も多く積まれるようになり、日本では開発教育協

会（DEAR）が中心となり開発教育を自分事に捉え公正な地球社会づくりに参加することを定義づけた。同協会

では参加型教育を謳い、学習者が、単に受け手や聞き手としてではなく、その学習課程に自主的に協力的に

参加することを目指す学習方法を実践してきた。そこから自主的に参加するために参加を促しやすい手法とし

て、ロールプレイやシミュレーションなど様々な学習への導入ツールを活用してきた。 

このように開発教育は、教育の目的を単なる知識伝達から、個々の学習者の持続的な成長と発展に広げる

ものである。そして開発教育の手法は、学習者の主体的な参加を重視しており、学習指導要領で示されている

「主体性」を育てる教育と共通しており、学習者の自己認識や問題解決スキルを発展させる機会を増やす点に

おいても同様だ。開発教育の手法は「主体性」の前提となる自己認識を進めることに極めて有効であることわか

る。 

 

開発教育の手法を用いた授業案（1） 

 開発教育には参加型授業を実践するための様々な手法が開発されている。その中で「4 つのコーナー」とい

うアイスブレイクに活用できるアクティビティがある。この活動の流れは以下の通りである。 

部屋の四つの隅に「はい」「どちらかと言えばはい」「どちらかと言えばいいえ」「いいえ」と書いた A4用紙を貼っ

ておく。その後ファシリテーターの質問に対して、参加者の考えに合うコーナーへ移動し、その場所でファシリ
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テーターが移動した参加者に対して「なぜそう思うか」と理由を聞く。このアクティビティは自分自身の価値観を

振り返り、参加者の多様性を実感できるものであり、ファシリテーターの準備も容易である。これは先ほども述べ

た開発教育における「主体性」を育成するための自己認識を進める活動とも言える。 

 では社会科のどの科目のどの単元にこの活動を入れればいいのだろうか。社会科の学習における理解のハ

ードルは抽象的な概念の理解にある。社会科では中学課程から高校課程になるなかで多くの抽象的な概念の

理解しなければならない。その中に中学の公民の教科書には「社会集団」がある。東京書籍の新しい社会公

民には次のように記載されている。「私たちは、様々な社会集団の中で生活しています。そのうち、生まれて最

初に加わる、最も身近なものが家族です。私たちは家族の中で支えあいながら成長し、社会集団での基本的

な決まりを身に付けています。～省略～私たちが所属する社会集団には、家族や地域社会のように生まれたと

きから加わっているもの以外に、学校や部活動、会社のように、公的に合わせて自分から所属するものがありま

す。」（矢ヶ崎・坂上・谷口 2020:24）このような「社会集団」という抽象的な概念に対して、学習者の理解が追い

付いていない場合や社会集団に対して自分の経験とうまく結びついていない場合は主体的な学習姿勢は今

後継続的に続かず、学習の躓きや学習への関心の低下がもたらされる可能性が高いと考えられる。私はこのよ

うな場面において、先ほどの「4 つのコーナー」を活用し、「社会集団」と学習者をうまくリンクする授業導入を提

案したい。 

 先ほど紹介した「4 つのコーナー」で質問を「あなたが所属した次の社会集団で一番影響を受けたと思う集団

はどれ。」にし、質問の答えに学習者がすでに所属している可能性の高い社会集団を記載するというものであ

る。その後、移動した答えの場所でなぜそれを選んだのかを質問してみるというものである。これは学習者たち

が積極的に社会集団と学習者の関係を問い直し、意味を見出そうとする活動の手助けになる。 

またその他の質問の答えを用意しておくことで、そこに移動したものがいれば学習者が社会集団として認知し

ていなかったものを集団ととらえることができ、自己認識の幅を増やすことになるかもしれない。以下は具体的

な指導案のモデルである。 

表１ 「4 つのコーナー」を用いた指導案モデル 

 
○学習内容 ・学習活動 

時間 
配当 

学習 
形態 

指導上の留意点 

導入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参加のルールの確認 
大きな紙に書いた参加のルールを黒板に貼

る 
「協力する」 
「人の話をよく聞く」 
「話したことはその場限りで」 
「言いたくないことは言わなくて OK」 
「人の意見を否定しない」 
 
「四つの隅」のワークショップ 
部屋の四隅に「はい」「いいえ」「どちらかとい

えばはい」「どちらかといえばいいえ」と書い

た紙を貼っておき、ある質問に対して参加者

が自分の考えのところに移動するアクティビ

ティをする。 

10分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ワ ー ク

ショップ 
 

 

 

 

 

 

 

 

追加したほうがいいルール

があれば、質問して追加す

る。 
 
 
 

 
 
「正しい答え、間違ってい

る答えはありません。自分

が思うところに移動しましょ

う」と伝える。 
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開発教育の手法を用いた授業案（2） 

 開発教育では 1 枚の写真も教材になる。写真を活用しグループで話し合い、写真を読み解くなかからいろい

ろな気づきや発見が生まれる。またビジュアルな道具を使うことによってその後の話し合いのテーマ、焦点を明

確にしやすいという利点がある。先ほどの中学の公民の教科書に登場した「社会集団」の学習の延長に高校の

公共の教科書には「現代の企業」について学習する単元が登場する。東京書籍の公共では「現代の企業」に

ついて次のような記載がなされている。「私たちが日々の生活で目にする財やサービスのほとんどが企業によ

って生産されたものである。」「企業には様々な規模のものが存在する。」「所有や経営の形態もさまざまであ

展開 

練習問題 
質問：私は犬より猫が好きだ。 
猫が好きな人は「はい」、犬が好きな人は「い

いえ」その他の人は「どちらかといえばはい」

「どちらかといえばいいえ」に移動しましょう。 

参加者全員が移動したら、各コーナー2・3
名にインタヴューをし、その理由を聞く。理由

はそれぞれ異なる可能性があるので、発表

者以外の理由がある場合はその他の人物に

聞く。 

四つの隅」のワークショップ 
部屋の四隅に「家族」「部活（外部のクラブ）」

「学校」「その他」と書いた紙を貼っておく。 
質問：あなたが一番影響をうけたと思う社会

集団に移動してください。 

参加者全員が移動した後、各コーナーの 2・
3名にインタヴューし、その理由を聞く。 
「その他」に移動したものにはどんな社会集

団に影響をうけたのかを聞いて、全体に共

有していく。存在を知らなかったコミュニティ

を知ることができるチャンスになるので重要。 
参加者が出した社会集団をグループ分けす

る。 
参加者に質問しながら、どんなグループに

分けられるかを聞く。 

どんな社会集団の分け方があるのかを説明 
基礎集団：血縁や地縁によって自然発生的

に形成される社会集団 
派生集団：人為的・計画的に組織化される

社会集団 

30分 

参加者の意見をなるべく多

く引き出す。そして出した

意見を否定したり、判断を

下したりしない。 

全体のレヴューも加える。 

ゲマインシャフト：本質意志

に基づく結合 
ゲゼルシャフト：選択意志

に基づく結合 

コミュニティ：一定の地域

性、共同生活、共属感情

の 3 つの指標を満たす集
団 
アソシエーション：特定の

限定された関心を充足す

ることを目的とした人為的

集団 
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る。」「政府や地方公共団体によって管理される企業は公企業とよばれる。一方民間の主体によって所有され

る企業は私企業とよばれる。私企業が利潤の追求を目的とするのに対して、公企業は私企業では達成しにく

い公的な目的のために生産活動を行う。私企業は、個人が自己の財産を用いて経営を行う個人企業と複数の

人々が共同出資して設立した法人企業とに分けられる。法人企業のなかでも営利を目的とするものは会社とよ

ばれ、株式会社、合名会社、合資会社、合同会社の四つある。」（間宮 2021:116）このように高校の公民では

先ほど登場した社会集団を意識し、その中で企業を細分化し理解する必要性がある。そんな中で普段自分た

ちの見ている景色に社会集団が関わり、特に企業がその大部分を担っておりことを実感するワークショップを

実施したい。以下は具体的な指導案のモデルである。 

表２ 「フォトランゲージ」を用いた指導案モデル 

その後、その後挙げてもらった企業を私企業、公企業、公私合同企業に分け、社会集団の中での企業の特徴

に基づき分類していく。この導入は学習者の身近な景色を用いることで、自分の関心を具体的な学ぶ内容とつ

なげ、理解を促進していくものになる。 

最後に 

 社会科では「持続可能な社会」の担い手として学習者が主体的に学ぶことが意識されえるようになった。つま

りどこまで学習者と「社会」とをつなげることができるかが授業の鍵になる。しかし中学・高校と進級するにしたが

って社会科における学ぶ内容は抽象的になり、より一層自らの具体的な経験や感覚と遠くなってくる。そこで学

習者と「社会」をつなぐアクティビティが重要になるが、年間を通じた探究的な学習をするハードルは依然として

高いゆえ、私は日頃の授業の中でその架け橋をつくる簡単な活動を具体的な指導案を提示した。これが今後

の私学の社会科の足元からの改善の手助けになれば幸いである。 

参考文献 
小貫・上條・桜井・山西・湯本,2013,『開発教育実践ハンドブック』開発教育協会 
文部科学省ホームページ（最終閲覧日：2024年 1月 12日） 
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1380731.htm 
久世・佐藤・田口・鉄井・二宮・吉岡,2021,『よりよい未来をともに学び・ともに創るファシリテーターのための参加型アクティビ
ティ集コミュニケーション編』特定営利法人 NIED・国際理解教育センター

矢ケ崎・坂上・谷口,2020『新しい社会 公民』東京書籍 
間宮,2021『公共』東京書籍 

○学習内容 ・学習活動
時間 
配当 

学習 
形態 

指導上の留意点 

導入 フォトランゲージ「三宮の街並み」

この写真から財やサービスを提供している企

業を挙げさせる。 
→様々な企業名を挙げてもらう。
→企業名が写真からは判別できない場合は
業界名や業界で有名な会社を挙げてもらう。 
（例：自動車が見えているので、トヨタを挙げ

る） 

10分 ワ ー ク

ショップ

写真から判別できる企業

名が出尽くしたら、写真に

写っている財やサービスを

提供している企業名を挙

げるよう促す。 
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生徒のキャリア形成を前提とした特別活動の果たす役割に関する研究 

          ―キャリア・パスポートの汎用性および今後の更なる活用に向けて― 

 

森 永 武 人 神戸学院大学附属中学・高等学校 

 

１．研究の目的と問題意識 

本研究の目的は、本校や他校で実践している文化祭や課外活動をはじめとした特別活動が生徒の将来の

キャリア形成や資質・能力の向上につながっていること、またその後の行動変容の有無を検証することを

目的としている。この目的を果たすべく、行事ごとに実施している「ふりかえり」及び、2020年度より全

国で導入されている「キャリア・パスポート」を活用することが生徒の資質・能力の向上に対してどのよ

うな役割を果たしているのかという分析の観点を設定して検討する。キャリア形成型コンピテンシーの育

成のために「キャリア・パスポート」を活用しながら、学校はいかなる指導要素を用いてどのように実施

すればよいかは未だに明らかにされていない1)。このように、導入開始から年数が浅いことからも知見が

少ない一方で、「キャリア・パスポート」のより効果的な活用の検証をすることが求められている。そも

そも、「キャリア・パスポート」は「児童生徒が、小学校から高等学校までのキャリア教育に関わる諸活

動について、特別活動の学級活動及びホームルーム活動を中心として、各教科等と往還し、自らの学習状

況やキャリア形成を見通したり振り返ったりしながら、自身の変容や成長を自己評価できるよう工夫され

たポートフォリオ」2)となるよう期待されている。 

とりわけ、平成29・30年改訂学習指導要領では、認知能力(リテラシー)の育成はもとより非認知能力(コ

ンピテンシー)または資質・能力の育成が大きく位置づけられている。しかしその一方で、「各活動・学校

行事において身に付けるべき資質・能力は何なのか、どのような学習過程を経ることにより資質・能力の

向上につなげるのかということが必ずしも意識されないまま指導が行われてきたという実態も見られる。

(特別活動の成果と課題(文科省))」。 

今回の研究において特別活動に着目した理由については、特別活動は日常的な教科学習と比べ、より体

験的な学びであるのと同時に、社会との繫がりを実感させることができると考えれば、将来必要とされる

資質・能力を身に付けさせることが特別活動を通じて確認することができるのではないか、と考えたから

である。高等学校学習指導要領（平成30年告示）において「生徒が，学ぶことと自己の将来とのつながり

を見通しながら，社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・ 能力を身に付けていくことがで

きるよう，特別活動を要としつつ各教科・科目等の特質に応じて，キャリア教育の充実を図ること」3)と

言及されているとおり、新たに「特別活動を要とするキャリア教育の必要性」が提示されている。また、

学校生活においては教科学習に多くの時間が費やされてはいるものの、特別活動は生徒たちにとって学校

教育の場面では中心的な位置づけであるといえる。 

また、本研究においては、本校で実践されている特別活動における「ふりかえり」だけでなく、他校に

おいて先進的な取り組みが実践されている学校および事例に対する聞き取り調査を実施したい。 

 

２．研究の対象と方法 

本研究では、著者の勤務校の生徒を対象とした「ふりかえり」および「キャリア・パスポート」を分析

対象とし、当該校で実施している特別活動が生徒の認識上、振り返り習慣と生徒の将来のキャリア形成が

どの様に関連しているのかを分析する。また、この認識を進めるうえで「二つのライフ」（「学校と社会

をつなぐ調査(通称:10年トランジション調査)」）4)にも着目した。 
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また、他校で実践されている様々な特別活動や課外活動を通じ、その後それぞれの学校を卒業した生徒

達が自身のキャリア形成に対し、それらの活動をどの様に認識し、その後の行動変容に繋がっているのか

に関する聞き取り調査を行った。 

 

３．分析結果および聞き取り調査の概要とその結果 

当該校の生徒のキャリア意識を確認するために「キャリア・パスポート」から「二つのライフ」と同様

に行った質問結果から紹介したい。 

設問1「あなたは、自分の将来についての見通し(将来こういう風でありたい)を持っていますか」では、

①持っている(71.28%)、②持っていない(28.72%)の回答結果となり、およそ7割の生徒が将来の見通しを持

っていることが分かる。 

設問2「設問１にて、①持っていると回答した生徒のうち、その見通しの実現に向かって、今自分が何

をすべきなのかわかっていますか。またそれを実行していますか」①何をすべきか分かっているし、実行

もしている(24.46%)、②何をすべきかわかっているが、実行はできていない(48.37%)、③何をすべきかは

まだわからない(27.17%) のような結果となっている。 

また、設問11では「自分の将来(キャリア)を考える上で、社会とかかわることは大切だと思う」の質問

に対して、①とても当てはまる(55.8%)、②当てはまる(42.36%)、③当てはまらない(1.63%)、④全く当ては

まらない(0.4%) の結果となっていることから、自身のキャリア形成において社会と関わってゆくことの必

要性は多くの生徒が感じていることが伺える。また、本校で実践している特別活動と将来のキャリア形成

に関した質問として、 

設問12「自分の将来のありかたを考える上で、学校行事(文化祭・修学旅行・部活動など)は参考になる

と思いますか」では、①とても当てはまる(43.18%)、②当てはまる(49.9%)、③当てはまらない(5.7%)、④

全く当てはまらない(1.22%)の結果となっており、生徒の認識において、将来のキャリア形成と学校で行わ

れている特別活動は重要な関係であることが伺える結果となった。 

次に、「キャリア・パスポート」の狙いである「見通したり振り返ったりする」ことに取り組んできた

ことが、生徒の各学習経験がキャリア形成上の意義の評価にどのように関わっているのかに関して「これ

まで、学習活動(テスト)や学校行事ごとに『ふりかえり』をしてきましたか。」の問いに肯定的に答えた

者を「当てはまる」、否定的に答えた者を「当てはまらない」とし、各行事等にキャリア形成上の意義を

感じたかを尋ねた設問との連関を見たところ、部活動、修学旅行、合唱コンクールについて、振り返り習

慣のある者のほうがキャリア形成上の意義を実感している。この点に関して、当該校の生徒の特長とし

て、河合塾「学びみらいPASS」の結果では、コンピテンシーの値が総じて高く出ており、友人関係を含

め部活動や行事に意欲的に関わろうとする傾向を持っていること、ふりかえりについても教員から指示が

あれば素直に取り組むことができることが影響した可能性が考えられる。 

さらに、「ふりかえり」における具体的な事例として、芸術鑑賞会および合唱コンクール後の自由記述

の中に、その後の学校生活に対する行動変容に繋がる具体的な記述が多くみられた。 

 

設問 1『芸術鑑賞(クリスマス・キャロル)』を鑑賞したことや『合唱コンクール』の取り組みの中で『一 

番印象に残ったこと』を簡潔に書いてください。 

設問 2『芸術鑑賞』や『合唱コンクール』を通じて『学んだこと』は何ですか簡潔に書いてください。 

設問 3『学んだこと』ことをもとに、将来の夢や目標に向け、これからの学校生活で頑張りたいことや取 

り組みたいことは何ですか。 
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設問1の自由記述で最も多くの記述が見られたのは、「クラスの団結力や協調性」「大勢で1つの作品を

作る素晴らしさ」「幸せな気持ち」などの言葉が多くみられたこと、設問2の記述からは「1つのことを真

剣にやり遂げることの嬉しさや大切さ」「みんなと協力していくという協調性や団結力の大切さ」「音楽

や芸術の大切さ」「歌の素晴らしさ」など多くの言葉が残されていた。また、設問3の記述からは、「何

事にも積極的に取り組むこと」「自分から行動できるように努力したい」といった内省は勿論、「次世代

の人たちに芸術の素晴らしさを伝える」「人を勇気づけられることができるような人になりたい」「人と

の関わりを大切にしたい」「色んな人を大切にしたい」など、自己に関わる記述以上に他者との関わりに

関する記述が多く見られる結果となった。 

最後に、「キャリア・パスポート」の設問として

「4月からの1年間を振り返って、最も成長したと思え

ることについて、その理由とともに書いてください」

という自由記述においては、「勉強も部活動も学校行

事もすべての学校に関する出来事を一生懸命頑張ろう

と決めていたので、将来の見通しが良くなった」「文

化祭などの大きな行事を通じて、人と協力して物事を

成し遂げること」「いろいろな経験ができたことで、

自分を見つめ直すことが出来た」「行事の用意などに

積極的に参加して、クラスのみんなとより仲を深める

ことができ、何事も積極的に参加する意欲をもつ力」

「社会と触れることで新しい価値観を得ることができ

た」「自分に厳しくなれた」「相手の意見を受け入れ

ることができたことで、人の意見に耳を傾ける力が身

についた」。 

上記の結果から「ふりかえり」および「キャリア・

パスポート」における各設問と学年終了時における振り返り習慣の有無との関連を確認すると、いずれも

振り返り習慣があると答えたほうが、各設問への肯定的回答が多いことを可視化することができる結果を

得ることができた。 

次に、他校で実践されている特別活動として、和光中学校(東京都町田市)にて教鞭を取られていた星野

先生による教育研究集会における報告資料、および聞き取り調査させて頂いた。当該校は「共に生きる教

育」を教育目標として掲げられており、生徒一人ひとりがあらゆる可能性を伸ばしながら、将来しなやか

に生きていくため、様々な学びのある教育を目指している。具体的には、入学式から卒業式に至るまで生

徒の『自立』を促す教育実践が展開され、入学式は在校生である3年生が入学式前の全ての仕事を担い、

入学式当日の教室には3年生が誘導からその運営を担当する。また、入学式後には「新入生歓迎オリエン

テーション運動会」が行われる。この真のねらいは、「3年生全員をさらに自立させ、学校生活のリーダ

ー学年にすることを目標とし、そしてそのためにも全員に役割があり、最後まで仕事をやり切ってもらう

ことを何よりも大切にされている。」さらに、3年生にとって自立の場でもあり試練の場として位置づけ

られている「館山水泳合宿」が行われる。この合宿に向け、3年生は指導員として下級生の泳力向上の援

助をする。また、生徒が劇的に変容する行事のひとつに「秋田学習旅行」が行われる。この行事は、2年

生を対象とし、9月に秋田県田沢湖において5泊6日をかけて実施されるもので、現地の劇団「わらび座」

や農家の方々と共に汗を流し家族の一員になる研修で、生徒たちはこの研修を通じ、人として大きく成長
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するかけがえのない機会であると同時に、先生方は事前の打ち合わせをはじめ生徒の成長を温かく見守っ

ている。そして、中学生活の集大成として卒業時に「卒業公演」が行われる。この公演は、クラスごとに

脚本を決め、クラス全員がキャスト・スタッフにわかれ、およそ1ヵ月かけて学級演劇を創りあげる行事

である。この様な経験を経た生徒の卒業後の歩みとして、人材派遣の社長として活躍をしている生徒、先

天性の障害を持った生徒が海外留学後、大手企業の営業担当として活躍している生徒、一方、館山合宿に

耐え切れず、面接指導を受けていた生徒のその後の成長物語など、この学校を卒業した多くの生徒の成長

する姿を目の当たりにされているとのお話をお伺いすることができた。 

次に、他校で実践されている先進的な課外活動として、東日本大震災後から実施されている教育旅行プ

ログラム「ふくしま合宿チームHYOGO」の運営をされている池田先生(灘中高(兵庫県神戸市))からの聞き

取り調査の機会を頂くことができた。このプログラムは、被災地においてボランティア活動を行うだけで

はなく、2泊3日(もしくは3泊4日)の体験活動を主な活動としながら、事前研修や事後研修などの学習活

動、また生徒自らがアウトプットする機会が設定されている。この様な経験を経た生徒の中には、阪神・

淡路大震災を経験した方々からその体験談を聞き取り、生徒自身が震災を教訓として語ってゆく活動「あ

すパ・ユース震災語り部隊」に参加する生徒、また大学受験の合格発表後、帰神する前にお世話になった

福島県の方々に報告(お礼)に行く生徒、受験する大学そのものを東北にある大学へ進路を決めた生徒、消

防の道を歩む生徒、防災に特化した学部学科のある大学に進路を描く生徒など、この活動を通じ、将来の

キャリア形成に関わる行動変容を実感されておられるとの報告を得ることができた。 

 

４．結論および今後の課題 

生徒の将来のキャリア形成に対し、体験活動を中心とした特別活動が、その後の行動変容に繋がりがあ

ることを可視化することができた。あわせて、活動としての「キャリア・パスポート」の有効性は、各行

事等の学習活動に対して見通したり振り返ったりすることで得られる認識そのものにあるのではなく、そ

の過程を通じて培った自己認識の深まりのほうにある可能性がある。これは実践上も研究上も確認すべき

今後の課題である。同時に、「ふりかえり」後の行動変容が継続されているのかについては、「ふりかえ

り」をそれで終わらせるのではなく、クラスの中で他の生徒と共有することや、「キャリア・パスポー

ト」などを活用することにより、その後の教育活動に活かされているのかについては、教職員一人ひと

り、ひいては学校として、生徒に寄り添い続けるこが何より重要である。 

今後、各学校の「スクール・ポリシー」と、その学校で実践されている教育活動が生徒のキャリア形成

に対し、どの様な力(資質・能力)を伸ばしているのかに関し、教職員はもとより生徒との間で合意形成を

図る必要があることについてはあらためて今後の課題として共有したい。最後に、この研究にご協力いた

だいた、星野 実氏（元和光中学校教諭）、池田拓也氏（灘中学・高校教諭）に心より謝辞を申し上げ

る。 
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中学校高等学校数学における「アウトプット学習」による思考力向上と実践 

―数理探究の実践と理系選択生徒の増加に向けて― 

 

門   晋 平 神戸山手女子中学・高等学校 

 

1．はじめに 

 近年、高等学校での理系選択をする女子生徒の割合が増え、各学校でも SSH などや理系分野に特化した

取り組みが増えてきた。その結果、2022 年度に文部科学省が取りまとめた教育未来創造会議「第一次提

言」を受けて、大学進学においても人材需要に対応するための学部再編と理系女子学生の活躍促進が高校

教育でも重視されている。各大学でも理系学部拡充の動きが活発化しており、現在、文部科学省は大学の

理工農系分野を拡充する支援事業に、公立と私立大62校が理系の学部や学科を新設する計画しており、

大学の理系転換へと動いている。 

本校でも理系選択推進のため数学の授業内で演習を行う際、インプット学習とアウトプット学習のバラ

ンスを重視し、正しい解法へのプロセスを考える授業を展開している。インプット学習では生徒が基礎学

力を身につけるために AI 教材として『Qureous』、『デキタス』を活用し自己調整学習を行い、AI 教材での

課題や学習取り組みシートなどを用いて個別最適化（アダプティブ・ラーニング）への道筋を立て、思考

力・判断力を養っている。アウトプット学習では理数分野の学力と興味、関心を向上させるため生徒の

「なぜ？」「どうして？」を数学の授業で引き出す。ポスターセッションなど大判ロール紙やプロジェク

タを活用し、グループワークや探究活動など協働的な学びを通して数学の問題解説や良問紹介などの発表

し表現力の養成を重視した取り組みも行っている。 

さらに、「理系女子を増やそう！」をコンセプトとして令和 3 年 5 月に新設したデータサイエンス部の

生徒と教員が協力し、公式の SNS に生徒によるポリドロンなどの教具を用いた動画や数学の解説動画を投

稿した。そして、視聴者の分析ならびに生徒自身の創造する力と表現する力の向上を軸とし、数理探究へ

の興味、関心と女子高校生の理系選択生徒の増加、私立学校の中高一貫教育と女子校教育の発展を目的と

している。 

 

2．研究方法 

本研究では、以下の 4 点を軸に実践を行った。 

イ) 有用性の高い数学教育を目指し授業の問題演習や課題では、主に ICT 機器・AI 教材、中学校では 

『KAPLA』•『ポリドロン』などを活用し、「数学的な見方・考え方」を働かせる授業を行い、効果

的な教材作成を目指す研究。 

ロ) 授業における解説の過程についてクラス内で評価や課題を取り上げ、教員の授業改善方法を研究。 

ハ) 「主体的・対話的で深い学び」のなかで、1・2 の課程を踏まえながら、数学的な知識や技能を磨く問

題演習や、数学的活動のプロセスをまとめ、問題の有用性の考察や授業内で討論し、授業の質の向上

と数理探究への理解を研究。 

ニ) 学校公式の SNS 内に生徒が探究授業内で作成した解説や成果発表を、編集し動画にすることで学校内

外へ発信し、数学を学ぶことの良さ知ることを目指し、女子校での数学教育の発展、生徒が事象を数

学的に考える資質・能力を育成する研究。 
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3．実践報告 

（1） 生徒が効果を実感できる教材づくり 

研究に先立ち、4 月に全生徒に対して数学の学習状況の確認を行う 

アンケートを実施した。いくつかの項目の中で「いままで数学授業を受けて、 

学力が上がったという実感した体験があるか」新高校 1 年生 84 名に 

アンケートを取ったところ 64％の生徒が「ない」と回答した。 

また、本校の実施した授業満足度アンケート（表１）の数学・情報に 

おいても、「自分の学力（技術・知識）は伸びていると実感する。」の 

項目が第 1 回目と第 2 回目の数値上昇がみられないことから、授業教材 

から「教育内容の見える化」「教育効果が見える化」を図った。 

                                  表1 授業満足度アンケート 

① ICT機器・AI教材 

生徒の成績の実感として自己調整学習の一環として「タイムマネジメントシート」「リフレクションシ

ート」など ICT 機器を用いて個別最適化への道筋を立て、個別最適課題を授業内で取り組ませた。 

実践方法については、以下のとおりである。 

・定期考査ごとに A問題（基礎）B問題（標準）C問題（応用） 

に分けて点数を出す。 

・毎日の課題の取り組みを計画し可視化する。 

生徒の取り組んだ内容（資料 1）のように、定期テストの点数を 

A 問題（基礎）、B 問題（標準）、C 問題（応用）に分けて作問し、 

生徒自身がつまずいた部分を理解するためにシートに書き出す。 

また、次回の定期テストに向けて学習計画シート（資料 2）に 

1 週間ごとに書き出し、1 日ごとの達成度を生徒自身で評価する活動 

を毎朝のHRにて 5 分間ほど取り組ませた。 

この取り組みにおいて生徒には最適な課題、学習方法を見つけていく。 

「学習計画シート」「リフレクションシート」など生徒が評価したものは 

iPad の「ロイロノート」に提出し、教員が毎回チェックを行った。 

教員は必ず生徒自身が評価したシートに対してコメントを書き、 

アドバイスや意見交換をすることで生徒の思考力・判断力を引き出した。 

・毎時間授業内での小テストの実施 

 各授業で取り組んだ内容を AI 教材『Qureous』、『デキタス』などで課題に取り組ませた。クラス全体で

は共通の課題を設定し、生徒の学習状況と定期テストの状況に応じての課題を生徒ごとに設定(資料 3)さ

せた。特に共通の課題は定期テストの A問題（基礎）と関連付け毎時間小テストを実施し、「基礎を固め

れば定期テストでも点数がとれる」(表 2)という意識を芽生えさせられるものとなった。 

 

 

 

 

   

資料3 個別最適化課題の例             表2 定期テストと小テストの相関  

第１回 第２回

あてはまる 41.1% 42.9%

ややあてはまる 41.6% 41.4%

あまりあてはまらない 14.3% 12.6%

あてはまらない 3.0% 3.0%

あてはまる 41.3% 46.5%

ややあてはまる 45.9% 40.4%

あまりあてはまらない 10.3% 10.9%

あてはまらない 2.6% 2.3%

あてはまる 31.9% 33.8%

ややあてはまる 40.8% 41.2%

あまりあてはまらない 21.0% 18.2%

あてはまらない 6.3% 6.8%

あてはまる 48.7% 51.0%

ややあてはまる 36.6% 37.6%

あまりあてはまらない 10.7% 8.1%

あてはまらない 4.0% 3.3%

あてはまる 38.9% 38.9%

ややあてはまる 41.7% 42.4%

あまりあてはまらない 15.4% 14.9%

あてはまらない 4.0% 3.8%

あてはまる 40.8% 45.7%

ややあてはまる 44.5% 39.6%

あまりあてはまらない 11.2% 10.9%

あてはまらない 3.5% 3.8%

数学・情報科

この授業の内容や使われて

いる教材のレベルは、自分

に合っていると思う。

この授業はよく分かる

自分はこの授業に意欲的に

取り組んでいる

この授業を受けて、この教

科に対する興味・関心が高

まった

この授業では、適切な課題

や宿題が出されている

この授業を通して、自分の

学力（技術・知識）は伸び

ていると実感する。

資料1 リフレクションシート 

資料2 学習計画シート 

中１ 中２ 中３

科目名 数学 数学 科目名 数学 科目名 数学
小テストの相関 0.79 0.78 小テストの相関 0.76 小テストの相関 0.8
前回の相関 0.64 0.54 前回の相関 0.86 前回の相関 0.87
高１

科目名 数学Ⅰ 数学Ⅰ 数学Ⅰ 数学Ⅰ 数学Ａ 数学Ａ 数学Ａ 数学Ａ
小テストの相関 0.83 0.83 0.75 0.81 0.85 0.63 0.62 0.70
前回の相関 0.87 0.79 0.80 0.80 0.77 0.45 0.44 0.82
高２ 高３

科目名 数学Ⅱ 数学Ⅱ 数学Ⅱ 数学Ｂ 科目名 数学Ⅲ ⅠA ⅡB
小テストの相関 0.70 0.71 0.65 0.77 小テストの相関 0.34 0.67 0.84

前回の相関 0.75 0.85 0.75 0.53 前回の相関 0.77 0.46 0.65
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② KAPLA•ポリドロンなど図形教具 ～学びの場を広げる～ 

 中高一貫校での学びは、大学進学における女子の理系選択をする上で 

重要であり、特に中学校での学びは「数学的な見方・考え方」を身に 

つける学習を重視した。ICT機器・AI教材を用いて、学習時間の伸長と 

学力の向上を目標として 2022 年度より「神戸山手 STUDY CUP」(写真 1) 

を設けた。他に数学の授業内でKAPLA•ポリドロンなど図形教具を用いて 

空間把握能力、理解力、表現力、さらに 2023 年度に新設したグローバル 

探究コースでは英字教材を用いて語学力も同時に磨く教材と作成となった。 

多角的な学習により、数理分野への興味、関心を引き出した。 

 

中学生の理数学習課程で生徒たちに身についた思考力、判断力、表現力の 

向上は、校内での評価だけでとどめるべきではない。今後、大学受験や 

探究活動など進学先での評価として結果を出すためには外部での活動・評価が 

必須事項となる。今年度は校内で選抜した中学生 3 名を「数学・理科甲子園ジュニア 2023」(写真 2) 

に出場させた。結果として、順位は奮わなかったが、日々の学習の成果を校内の生徒間で評価し合い、 

さらに他校と学習の成果を競うことで生徒たちの自信や主体的に学習するモチベーションを高めたようで

あった。 

（2） 評価や課題を取り上げ、教員の授業改善方法 

・360°カメラの導入 

実践の中でさらなる理数分野の学力と興味、関心を向上させるため、関西国際大学の協力のもと、授業

のフィードバックをする手法を取り入れた。生徒の評価活動は、自己の取り組みだけではなく、教員を含

めた授業の中でも、学習姿勢の振り返りによる意識付けと学習習慣の定着が目的である。 

指標については次の通り、①自己評価の向上 ②振り返りコメントの具体化 ③学習姿勢の改善 

高校生の 4 クラスで実施し、結果は以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

分析として、授業内での学習指示・協働的な学び・課題指示が明確に出来ている科目は、2 回目のほう

が自分の行動を具体的に振り返るコメントが多く、自己評価の高い傾向である。「主体的・対話的で深い

学び」のなかで、数学的活動のプロセスを授業内で振り返り、授業の質の向上につながった。 

（3） 「主体的・対話的で深い学び」授業の質の向上 

数学の授業内で演習を行う際、1 学期は従来のインプット学習、2 学期からグループワークを中心とし

たアウトプット学習、正しい解法へのプロセスを教員と生徒が一緒に考える協働的な学びを重視した。 

 また、理数分野の学力と興味、関心を向上、選択科目での理数探究の導入、生徒の「なぜ？」「どうし

て？」を引き出す事を目的とした高校1・2年生を対象とした理数探究の集中講座を実施した。本校で取

り組んでいる探究活動と同様にポスターセッションなど大判ロール紙やプロジェクタを活用し、生徒の表

現力を引き出す取り組みとなった。 

教科

５段階評価

(生徒）

1回目

５段階評価

(生徒)

2回目

出席状況 出席率 回答数 回答率

1 3 数学Ⅰ 3.5 3.9 20/26 77% 20 100%

1 3 数学A 3.8 3.8 22/26 85% 21 95%

1 4 数学Ⅰ 3.8 4.0 22/25 88% 22 100%

1 4 数学A 3.6 3.7 21/25 84% 19 90%

2 2 数学Ⅱ 4.6 4.6 20/27 74% 14 70%

2 3 数学Ⅱ 4.4 4.3 15/27 56% 13 87%

担当クラス

写真1  

写真2  

表 3 360°カメラを用いた授業評価  
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1 学期から 2 学期にかけて数学の取り組みの変化をアンケートに取りまとめた（表 4）。 

 

 

 

 

 

 

授業の良かった点にあるように、2 学期から数学の演習方法を置き換えることで生徒の数学への興味、

関心を引きつけ授業の質も向上していることが数値から明らかとなった。 

 

（4） データサイエンス部の成果と分析（2023年 12月 31日現在） 

昨年度から学校 SNS のプランディングと学校 SNS の運用を研究もしており、合計 52 本の動画を投稿

し、内訳は Instagram 34 本 YouTube 18 本となった。集計結果は以下の通り(表 5)、Instagram フォロワー数

昨対 164％、YouTube チャンネルの登録者数は昨対 120％、Instagram と YouTube を合わせた総再生回数は

約 182 万回。Instagram の今年度最高再生回数は 83 万回であった。 

 

 

 

 

 

「理系女子を増やそう！」をコンセプトにデータサイエンス部と教員で動画コンテンツを制作し始めて

2022 年から 2 年目の活動で、再生数は大きく伸び、データサイエンス部の部員数も昨年よりも 21 名増加

した。受験生や保護者の視聴数も向上しており、昨年に引き続き結果が出ている。 

4．おわりに 今後の展望 

 数学の授業教材や学習方法をアウトプット学習に軸と据えた実践の結果、新高校 1 年生と新中学 1 年生

の理系進学を希望する生徒数は 1 学期の 13 名から 2 学期には 31 名へ増加した。今回の研究で第一に ICT

機器や AI 教材の有用性について報告する。特に個別最適化（アダプティブ・ラーニング）への道筋を立

てる点においては、AI 教材での自己調整学習だけでなく、生徒がプランニングシートを作成し、教員がチ

ェックと管理を行うことで生徒のなかで学習へのモチベーションと学力向上の実感を持つことができた。

また、数学の授業内で KAPLA•ポリドロンなど図形教具グループワークやプレゼンテーションなど協働的

な学びを通して、主体的・対話的で深い学びを身に付けていくうえで大きな成果となった。第二に生徒自

身の評価や課題を取り上げだけではなく、生徒と同時に教員の授業改善方法に取り組んだ。生徒が数学の

授業に対して取り組みに自分自身で評価し、教員は授業の様子を第三者の視点である映像で振り返ること

で、生徒の評価と教員の評価の差異を埋めながら 1 時間ごとの授業の質を向上させることができた点で成

果があったと言える。 

 今後、本校の教育活動を伝え、理系女子の増加を進めていく上でデータサイエンス部のさらなる活動範

囲を広げて、将来の理系進学を目指す生徒の姿を発信するだけではなく、複数の教具を用いた学校独自の

教材づくりや授業展開が必要となる。「多様化した」学校教育の中で本校のグローバルコースでの理系進

学、海外の大学でも通用する理数分野への知識を習得なども必要と考えている。この課題を実践すること

が私立女子校においての理系女子が増加するものになると思案している。 

授業を受けて　学力が上がったという実感はありますか？

数学受講者170人 ない 少しある ある とてもある

1学期 28% 51% 13% 8%

2学期 25% 55% 13% 7%

EdTech教材の取り組みについて、学習の助けになりましたか

数学受講者170人 役に立った 少し役に立ったあまり役に立たなかった 役立たなかった

1学期 17% 52% 21% 11%

2学期 23% 45% 26% 6%

数学の授業で良かった点を1つ上げてください。（多かった意見を抜粋）

グループワークすることでわからないところを聞きやすかったです

EdTech教材で自分にあったペースで授業に取り組むことができた。

小テストが多いため勉強したところは忘れ難くなる。

表4 数学の取り組みについてのアンケート  

総再生数
アカウント数

1週間の総再生
アカウント数

フォロワー数
13～17歳
平均視聴率

35～55歳
平均視聴率

Instagram 1,796,553 1,310,122 1,323 39.40% 30.20%
YouTube 14,885 7,834 606 5% 31.10%
合計 1,811,438 1,317,956 1,929

表5 2023年度 学校SNSの集計結果 
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心理学×探究×ICT で深まる学びの可能性 

―生徒の主体性を高めるために「心理学」を「探究」学習に有効に活用できないか― 

  

倉 掛 裕 喜 開星中学・高等学校 

 

１． はじめに 

 不登校の増加やいじめ問題の増加など「心の問題」が日本の教育の大きなテーマとなっている。この

「心の問題」の解決・改善に向けて様々な方面からアプローチされているが、生徒自身が「心理学」を

学んでいくことで、科学的に心理をとらえていくことや、脳や思考の癖について理解することが欠け

ているのではないか思われる。日本では、大学教育以降で心理学を学ぶことがあっても、中高年代で学

ぶことがあまりない。 

そこで、高校の「探究」学習の時間を利用し、生徒の興味関心のあることを「心理学」という方面か

ら考察することによって、学びの主体性と深まりがともに高まるという仮説を立てて本研究を行うこ

ととした。また、「心理学」を学びに取り入れることで、どのような資質が高まるのかもテーマとする。 

２． 研究の背景 

 本校では、昨年度より高校２年生になると、課題探究 A・課題探究 B・キャリア探究（スポーツ・生

活科学・ビジネス）の５つの探究講座から自分のやりたい講座を選択できるようにしている。この中の

課題探究 B ではさらに、心理講座と地域講座のどちらかを選択できるようにしている。よって、昨年

度より心理講座を選択した生徒 24 名は、昨年度１年間をかけて、心理学の基本を学び、グループで研

究し最後にはポスターセッションまでを経験している。 

 また、この心理講座の特色は、本校と特別連携協定を結んでいる神戸親和大学の心理学教授が年間

７回のリモート授業と１回の実際の授業を担当している。Zoom を活用し、心理学の授業を視聴するだ

けでなく、質疑応答や生徒のつくった成果物に対しての大学教授による助言やコメント・質疑応答な

ど双方向のやり取りを意識した学びを実践してきた。昨年度は、グループによる探究を実践してきた

が、今年度は、生徒個人の研究に取り組ませ、最終的には論文を書ききることを目標とした。 

３． 研究の方法 

全体プログラムの構成 

まず、この授業を構成するにあたり、①どのような

資質を身につけさせるかを明らかにした。本校では

「つつも」の資質という一覧があり、25 項目の中のど

の資質の育成をはかるのかを具体的に示した。（表１） 

※「つつも」の資質の結果については、結論で述べる。 

②次にアウトプットする場を全員、最低２回設定し

た。１回は心理学講座の生徒だけでなく、他の探究講座の生徒や教員も参加する形とした。２回目は、

神戸親和大学の辻川教授の前でリモートで発表する形とした。さらに、希望者のみで、自分の研究をす

すめていく上での悩みなどを相談したり、質問できるような回も設定した。（リモートで親和大学の辻

川教授との相談を可能にした。） 

テーマ設定の工夫 

生徒１人１人の興味関心をどうやって心理学と結びつけるか（テーマ設定）を当初は昨年度の取り

表１ シラバスの冒頭部分（「つつも」の資質） 
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組みとつなげようと考えた。昨年度はグループで研究を行い、全員（全グループ）がポスターセッショ

ンを経験した。当初は、昨年グループで作成したポスターをもとにさらに自分が深めたい部分を個人

研究させようとした。ところが、結果的には 24人中１人も昨年度のポスターをさらに深めようとせず、

新たな自分のやりたいテーマで研究することになった。自分のやりたいことをやるというのがコンセ

プトなので、教員側の意図通りにはいかなかったが、自分のやりたい新しいテーマに取り組ませた。 

自分のやりたいテーマを Zoom で全員発表させ、それぞれに神戸親和大学の辻川教授からアドヴァ

イスをもらい、それぞれの興味を心理学と関連させながら研究していくことができた。 

リモート授業を行う際の工夫 

Zoom などの ICT をどう活用すると一番効果的なのか２年前から年頭において指導してきた。リモ

ート授業開始当初は、大学教授の心理学の授業ということで、高校教員がファシリテートを行い、１回

の説明を 20 分以内にするなどの工夫によって生徒の興味や関心を高めることに成功した。ところが、

２年目となると講義型では生徒のモチベーションを保つことが難しくなった。そこで２年目には、生

徒が自らテーマやアンケートフォームを発表し、その発表に 

対して大学教授の助言や指導を行うという形式に変えた。  

まず、生徒からのアウトプットを行うことで、生徒の取 

り組む姿勢が前向きに変わった。それぞれが異なるテーマ 

であるので、指導する側の負担はあがるが、個人個人に応 

じた助言や指導が行えるので、リモートの時間が有意義な 

ものとなった。 

文献・論文をいかに読ませて、客観的な研究とするか 

よりアカデミックで客観性のある研究にするためには、 

ネット情報だけの研究にしないことである。本などの文献も大事であるが、特に論文をいかに読ませ

ていくのかがポイントになる。神戸親和大学の辻川教授に「心理学ミュージアム」というサイトの存在

を教えてもらい、高校生にも読みやすい論文が多数あることがわかった。引用の方法などは、図書館司

書との協働で再度指導した上で「論文」＝先行研究を踏まえた研究をすすめていくというプロセスを

学ぶこともできた。心理学を勉強していく上で、日本心理学会の HP にある「心理学ミュージアム」と

いうサイトの存在を知っておくことはとても有益であることがわかった。https://psychmuseum.jp/ 

アンケート・データ収集などの取り組み 

 データの扱い方は、探究を深める上でとても重要なポイントとなる。今年度実施してみたのは、ア

ンケートフォームを生徒に作らせ、それを全員の前で発表させてみた。そうすると質疑応答が活発化

することがわかった。アンケートの内容だけでなく、アンケートの方法（グーグルフォームを使うの

か、ペーパーで行うのかなど）も検討させてみた。より有効なアンケートを取るためには、まさに人の

心理面を考慮せねばならず、アンケート作成を自体が、心理学の勉強となることに生徒だけでなく教

員も気づかされた。 

ゴールの設定の工夫 

 この講座の最終目標は、「論文集に自分の研究が掲載される」ということにした。この目的は、自分

の２年間の研究成果を可視化することにある。自分だけでなく、他の生徒も見ることができ、そして図

書館にも保存されることとなる。この論文の文量をどのくらいのものに設定するのかでかなり悩んだ。

本校の他の講座では 8,000 字を基準にしていた講座もあったが、多すぎるとコピー＆ペーストが多々出

 
写真１ 本校生徒と辻川教授が双方向のやり

とりを行っている様子 
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てくる。少なく設定すると生徒の力を引き出せないとも考えた。この部分は神戸親和大学の辻川教授

と吉野教授に相談をした。相談した結果、2,000 字という基準にした。 

 2,000 字という設定については、24 人の生徒にアンケートをとった結果、24 人中、19 人が適切な設定

だったと答えた。（79.1％） 

 

４．研究会の設置・研修の実施 

大学教員との研究会の設置 

９月 22 日（金）に神戸親和大学において、研究会を実施した。この研究会の目的は、２つある。１

つは、大学教員と高校教員の交流を深めて、よりよい指導を考えていくことである。実際、今年度は、

「テーマ設定」「論文の字数の設定」「アンケートの取り方」などについての相談を行い、長年論文指導

に携わっている経験から貴重な助言を得た。２つ目は、こ 

の心理学講座を持続可能なものにするための体制づくりで 

ある。本校２年生の心理学講座を指導している津森教諭も 

参加し、２年時における課題などを共有できた。 

次年度以降も本校の中で、どのようにすれば、探究（心理 

学講座）を持続可能にできるかを話し合うこともでき、有 

意義な研究会となった。（写真２） 

探究を指導する際の心構えの再認識 

 ８月 27 日（日）に神戸親和大学で「日本 OECD 共同研究 国際共創プロジェクト」という研修会

があった。この研修会は、東京学芸大学と経済協力開発機構（OECD）が主催で、カナダでの幼稚園で

の授業実践をもとに、大人も子供もともに未来の教育について話し合うという研修であった。この研

修を受けて、最も印象に残ったのが、「効率性ばかりを考えると、それ以外が考えられなくなる」とい

うメッセージであった。学びには、効率性ばかりでなく、余白や遊びがとても重要な要素になる。探究

には遊びや余白が必要であるということに気づかされた。 

 また、カナダでの幼稚園での実践発表を通じて、「探究」だけでなく未来の「学習」には 

① 子供たちが知識を積み上げていける 

② コミュニケーションやデザイン構成などのスキルを身につける 

③ ポジティブな態度を身につける 

④ 価値を身につける 

という４項目の身につけるべき項目があり、①や②で終わりがちな日本の教育とは大きな違いを感じ

た。知識やスキルがないからできないという発想ではなく、どんな小さな子供にでもコンセプトはあ

るが、それを表現できるボキャブラリーがないので、そのボキャブラリーを専門家などの指導を組み

込んでいくことで補完していくという発想であった。学習者である子供を中心において考えていくと

いうことの意味が理解できた。 

 リモートではあったが、海外の教員と直接ディスカッションすることで、探究だけでなく教育の本

質が何であるかを再認識させられた。国内の学校関係者とのディスカッションだけでは得ることので

きない理解を得ることができた。 

 

 

 
写真２ 研究会の様子 9・22 神戸親和大学 
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５．結論 

表２のアンケート結果１より「主体的に学べたか」 

という質問に対して 88％の生徒が肯定的に回答した。 

また、表３のアンケート結果２より、「心理学を探 

究に取り入れることについてどう感じたか」という 

質問に対して 83％の生徒が肯定的に回答した。 

回答の中には、強い否定もなく、大部分の生徒が肯 

定的にとらえていることから、心理学を探究に取り 

入れていくことは有効であると言える。 

 さらに、本校で作成した「つつも」の資質という 

一覧があり、25 項目の中のどの資質の育成に成果と 

課題があるのかを生徒にアンケートしてみた結果、 

項目①「問いを立てる力」・項目③「情報収集力」 

項目㉓「持続力」 

（表４のアンケート結果の赤の部分）                           

で高い達成率を得られた。               

 また、項目⑬の「他者を思いやる力」でも 

高い達成率があり、心理学を学んだからこそ 

相手の心理を考えることができるようになり、 

身につけた資質ではないかと考えている。 

課題としては、項目⑥「クリティカルシン 

キング」項目⑮「グローバル意識」・項目⑪ 

「創造的思考力の育成」の達成率が低いこと 

である。（表４のアンケート結果の黄色の部分） 

 最後に、本研究により心理学×探究×ICT の 

活用で生徒の主体性が高まることがわかった 

だけではなく、「他者を思いやる力」の育成に 

も効果的であることがわかった。一方で生徒の 

創造的思考力を育成していくという部分におい 

ては、大きな課題があることもわかった。AI 

技術の発達などによる社会の急激な変化の中 

で、今後の教育において最も重要視されるで 

あろう「創造性」の育成をどのようにして高め 

ていくかが、今後の大きな課題となる。 

 

参考文献 

公益財団法人 日本心理学会ホームページ（最終閲覧日：2024 年１月６日）https://psych.or.jp/manual/ 
野々村健一, 2023, 『問いかけが仕事を創る』, 角川新書. 

 

表２ アンケート結果１ 

 

 
表３ アンケート結果２ 

 

表４ 「つつも」の 25 項目の資質に対するアンケート結果 
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高校小説教材の学習内容について 

 

 

吉 川 将 弘 広島修道大学ひろしま協創中学・高等学校 

 

1 問題の所在と研究の目的 

現在の高校国語教育は、依然として「教材」を学ぶ／教える意識が強い。今回の研究では小説教材を取り上

げるが、これは小説教材に限ったことではない。その根底には、「何を学ぶのか」の共通理解が存在していな

いことがある。まず、国語の授業では、登場人物の「心情」を整理することが学習の中心とされている。しか

しそれは初期段階の学習であり、高校でも継続してその学習を継続することの意味を問い直す必要がある。確

かに、国語は他教科と比べ、言語という思考そのものにかかわるものを扱っているため、学習内容を容易に決

めることはできないかもしれない。しかし何らかの形で生徒に一定の「何を学ぶのかを示す」必要はあるだろ

う。そしてそれは個々の授業ではなく教科書のいわゆる「学習の手引き」によって生徒に提示されるべきでは

ないだろうか。今回は学ぶ内容を明示したうえで、複数の小説教材で試行し、それを踏まえた手引きの作成方

針を示すことを研究の目的とする。 

 

2  研究・考察 

2．1 先行研究・先行実践 

小説教材を教える・学ぶ・読解する際の「方法」として適切なものを考えるために、授業実践と並行して先行

研究・実践について情報収集を行った。 

犬飼龍馬は中学・高校国語科で習得すべき「読解方略」を示し、授業の指導アイデアを示している（犬飼 

2022）。小林康宏は文学教材を読むための「思考モデル」と「観点」を示している（小林 2023）。 

これらについては２つのことを考えてみる必要がある。１つはこれらを一定の補助線をもって整理し、共有

化していくこと、もう１つは、これらを他の教材で使えるように転移の方法を考えることである。まず、今回

これらを整理することを試みたが、引くべき補助線を発見することができなかった。研究会でも議論したが、

小説教材を楽しんだり、読み深めたりするためのものが望ましいという基本方針と、具体的には国際バカロレ

アの概念に近いものがいいのではないかという意見が示された。 

その国際バカロレアについては、中村純子が文学教材で学ぶ「概念」を重要概念と関連概念に分けて整理し

ている（中村 2021）。簡潔に言うと「重要概念」は教材や教科を超えて学ぶ概念であり、「関連概念」はそ

の教科で学ぶべき概念である。今回の研究で考えている「方法」と「関連概念」は関係が深いと感じている。 

 その後、広島県私学教育研修会において山元隆春から「精読のための道標」の紹介を受けた（山元 

2023）。これは、Kylene, Beers・Robert, E, Probst（2013）の紹介であったが、非常に示唆に富むものであった。

そこに示された「道標」は、次の6点である。 

 予想外の行動（対照と矛盾）／アハ体験／難問／賢者の言葉／繰り返し／回想の場面 
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2．2 授業のデザインについて 

次に、「方法」を学ぶための授業デザインについても検討した。 

丹藤博文はフランスの中学校の教科書を取り上げ、中学生に「語り」という文学教材を読み解く方法を学ば

せることに触れている（丹藤 2018）。残念ながら実際のフランスの教科書を見ることは私にはできていない

が、教科書について考えていく際、海外の知見を視野に入れることは必要であろう。また、千田洋幸が小学校

から高校までを見通した「『文学』の学び」を提案している（千田 2023）。こちらでも高等学校ではメタレ

ベルでの読みを求めているとしており、丹藤と同じ方向での提案といえるだろう。また、ダグラス・フィッシ

ャー＆ナンシー・フレイの「責任の移行モデル」（Douglas Fisher・Nancy Frey 2017）や、Ｈ・リン・エリクソンの

「概念型カリキュラム」（H,Lynn,Erickson他 2020）も小説を読む「方法」を意識的に学ぶ授業デザインを考

えるうえで、大変有益であった。 

 一方で、これらの先行実践には、単体の教材や単元は取り上げられているが、そこで学んだことを他の教材

に転用することは想定されていないという課題がある。 

 

2．3 学会・研修会について 

 次の学会および研修会から多くの示唆を得た。 

  第144回全国大学国語教育学会（島根大学 松江キャンパス） 

  第86回全国国語教育大会 （筑波大学付属小学校） 

  2023年度県私学教育研究会（福山暁の星女子中学校・高等学校） 

   

2．4 アンケートについて 

２種類のアンケートを実施した。 

１つは国語の教科書を出版している出版社９社対するアンケートである。返事は６社からいただいくことが

できた。アンケートについては私が原案を作成し、研究会にて検討を加えた。質問項目は省略する。 

作成目標については、学習指導要領や単元の目標を意識しているとの意見が多かった。しかし基本的にある

教材の学びが他単元・教材に影響することはあまり考慮されていないようである。 

どの程度の教員が使っていると思うかについては、あくまで主観的なものであるが50～80％と考えているよ

うである。後述の教員へのアンケートでは必ず使っているという回答が見られている点は興味深い点である。

同時に、全ての先生には使われないだろうという認識があることは、他の教科の教科書の課題とは異なる点が

あると言えよう。 

教員にどのように使ってほしいかという問いに対しては、授業の参考にしてほしいという声があると同時

に、生徒にも示しているという意見が見られた。しかし、数は少なかった。（これはアンケートが教員に対し

て、と尋ねてしまったからであろう。現場でもそのようには使われていないように思われる。自分自身にもそ

の視点は欠けていた。今後考えるべき点であろう。） 

もう１つは、広島県内の私立高等学校37校に対するアンケートである。回答は７校、22名からいただいた。

アンケートについては私が原案を作成し、研究会にて検討を加えた。質問項目は省略する。 
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まずどの程度「学習の手引き」を使用しているかについては次のような結果であった。 

使わない：１ 

場合による：１４ 

   80％：1 70％：2 50％：3 45％：1 40％：1 30％：１ 20％：3 

必ず使う：７ 

※ただしいずれも計測した数字ではなく、主観的なものである 

「使わない」理由は「教材を通して生徒につけさせたい力（思考力・判断力・表現力）よりも、教材の内容理

解に注力した手引きとなっていることがある」とのことである。一方、必ず使う先生方の理由は「良問が多

い」「（作成した）先生方の教材観を勉強させていただける」など、「手引き」の内容を評価する意見が多い

一方、「授業担当者同士の目線合わせ」のためとの意見もあった。「場合による」とお答えになった先生方か

らは「自分が行いたい授業や方向性と合致」「考えさせたいところと活動が合致していた場合」など、ご自分

の授業の方向性で決定するという意見や「教材への切り込み方を参考にする」「教材の中身を読み取るのが難

しい」時など、新しい授業の方向の参考にもされていることが分かる。 

今回のアンケートは、自由記述を多く設定したため、数量的なデータを取ることはできていないが、教員が

「学習の手引き」にどのように向き合っているかの方向性を知ることができた。 

 

2．5 授業実践について 

 今年度は、今回の研究に対して教科全体の協力が得られ、高2文学国語の授業を一人で持たせてもらうこと

ができた。教科書は「文学国語」（数研出版）である。 

授業実践で目指すことは次の二つである。 

 〇登場人物の心情などの把握に加え、何らかの小説読解のための「方法」等を明示した授業実践 

 〇上記の「方法」を活用する場面を他の教材で設定した授業実践 

基本的には、何らかの方法を示し、それについてのレクチャーを行い、その方法を用いた小説読解をペアワー

クやグループワークを通して行い、クラスで共有するという形で授業を構成した。年度当初の予定としては、3

学期に「こころ」について、それまでに学習した「方法」を用いて生徒にレポートを作成させる予定であった

が、研究会で難しさを指摘する声あったため、「こころ」までレクチャーを継続し、その後の投げ入れ教材で

レポートを作成させることとした。 

実際には、１学期から2学期にかけて、特に一人称の小説を教材として、「こころ」の理解に活用できると

考えられる「方法」を取り上げた授業を行った。 

「鍋セット」（角田光代）  ・繰り返される表現 ・シンボル ・一人称小説の特徴（空所） 心象風景 

 「無用の人」（原田マハ）  ・ミステリ 謎解き（語り）・対比的な人物造形  ・実在する物の利用 

 「ナイン」（井上ひさし）  ・実在する物の利用 ・多面的な登場人物像 ・風景描写とテーマ 

 「演技する『私』」（安藤宏）※文学評論であるが、「こころ」の語りの学習に必要と考え授業を行った。 

113



３学期には「こころ」（夏目漱石）において、一人称の語り手（空所）・ミステリ（謎解き）・繰り返しなど

の方法を活用した授業を行うとともに、前述の「Notice＆Note」の「道標」の活用も行った。十分な時間が確保

できず、レクチャー中心になったが、今後の活用を考える余地があると感じている。 

3 まとめと今後の課題 

次のような学習の手引きの方針が立てられるだろう。 

初めに、場面分けや登場人物の心情について学ぶ。次に今回学ぶべき「方法」についてのレクチャーを行

い、それを活用した読解についてワークを通して学ばせる。そのうえでそれを踏まえて登場人物の心情や作品

のテーマの見直しを行う。そこで学んだ「方法」についての振り返り・確認を行い、別の作品の読解の際の変

異が起こるようにする。当然別教材を扱う際には再度確認を行う必要がある。 

今後の課題として次のようなことを研究していきたい。まず、小説教材を読むための「方法」の整理が不十

分である。先行研究・実践の整理と、授業実践を重ね、適切な「方法」を整理していく必要がある。次に、

「教材」について考える必要がある。現在の教科書の教材は長く、系統的に配列されているとはいいがたい。

適切な方針のもとに教材を開発していく必要がある。そして最後に、今回の研究を通して、「生徒が自学でき

る学習の手引き」が求められているのではないかと考えるようになった。他教科であれば、自分で先に進むと

いうことが可能な場合がある。国語においても、そのような想定の上での「手引き」を準備してもいいのでは

ないだろうか。また、評論教材など他の分野の教材についても同様の方向での研究を広げてみたいと考えてい

る。 

参考文献 
千田洋幸・木下ひさし, 2023, 『小学校・中学校・高等学校を見通した 12年間の「文学」の学び』東洋館出版社 
Douglas Fisher・Nancy Frey 2014  Better Learning Through Structured Teaching,E/2=2017（吉田新一郎訳）『「学びの責任」は誰

にあるのか――「責任の移行モデル」で授業が変わる』新評論 
H,Lynn,Erickson・Lois A Lanning・Rache Leah French 2017 Concept-Baced Curriculum and Instruction for the Thinking 

Classroom(Second Edition)=2020（遠藤みゆき・ベアード真理子訳）『思考する教室をつくる概念型カリキュラムの理論と
実践――不確実な時代を生き抜く力』北大路書房 

犬飼龍馬, 2022, 『中学校・高等学校国語科 「読解方略」習得ワーク＆指導アイデア』明治図書 
小林康宏, 2023, 『中学校国語 思考モデル×観点で論理的に読む 文学教材の単元デザイン』東洋館出版社 
Kylene, Beers・Robert, E, Probst, 2013, Notice＆Note Stratedies for CloseReading, Portsmouth, Heinemann 
中村純子・関康平 2021『「探究」と「概念」で学びが深まる！ 中学校・高等学校国語科国際バカロレアの授業プラン』明

治図書 
丹藤博文, 2018, 『ナラティブ・リテラシー――読書行為著としての語り』渓水社 
山元隆春, 2023,  第52回広島県私学教育研修会国語分科会講演「「精読のための道標」を使って読む」 ・「「文学国語」

で何を・なぜ・どのように教えるのか――テクストの語りへの読者の参加とその「実効」を考える」 
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地域探究学習がもたらす生徒の地域への帰属意識の高揚と持続可能な地域活性化の考察 

 

 

高 松 祐次郎 慶進中学・高等学校 

 

1.研究の意図・目的 

本校は平成 14 年度より男女共学になって以来、本格的に全国有数の進学校を目指して、その歩みを進め

てきた。 

筆者自身は、2018 年度（平成 30 年度）より所属するコース変更に伴い本格的に探究学習の指導を始めた。

所属コースが変わる前の話であるが、「看護師」を目指していた生徒が高校在学中、必死の思いで学力を伸

ばし、目指していた国公立大学看護学科に進学、看護学について学んだ後に無事国家試験もパスして、看護

師になったと思ったら 1 年もたたないうちに辞めてしまったということを聞いた。その卒業生が語っていた

「理想と現実のギャップ」という言葉に、教科の学習ばかりに特化した結果、どのような看護師になりたい

かという視点で、磨きたい「専門性・人間性」を突き詰めるという学習が十分でなかったのが要因ではない

かと考え、反省したことが、私の探究学習への第一歩である。 

そのようなミスマッチ等を防ぐために、高校在学中からもっと学校外にも出て行って本物を学んで、その

中から自分の適性等を見出し、専一に磨いていく必要があると強く感じたことを覚えている。 

地域探究学習の在り方について研究し、実践を進める中で、生徒が主体的に学び、多くの方と対話する中

で社会の中での自らの適性を知り、生徒が地域に帰属しているという意識の高揚を図るとともに、持続可能

な地域活性化につながる方策を見出したいと思い、今回の研究に至った。 

 

2.研究の実施計画 

本校には中高一貫コース・アドバンスコース・グローバルコースの 3 コースがあるが、私の現在所属する

グローバルコースでは、2018 年度（平成 30 年度）入学生から 1 年次「総合的な学習の時間」及び 2 年時以

降の学校設定科目「グローバル・コミュニケーション」を関連付けて、地域と協働した探究学習を展開する

ことになった。具体的には、1 年次の 1、2 学期は主に座学で探究学習の基礎学習（課題発見・解決のプロセ

ス、課題解決の手法等）を行い、3 学期を目途に地域の商店街に足を運び、同時に市役所の職員の方等にお

話をいただく中で地域の課題を見つけていく。2 年次には、個人の課題設定をもとにグルーピングし、各グ

ループでの課題学習に取り組む。3 年次は、探究学習をもとに自らの進路について具体的に考えるため、地

域活動等における学びのストックをまとめ、地域への政策提案や、志願理由書の作成・面接対策等を実施す

る。という流れで探究学習を実施している。2022 年度（令和 4 年度）入学生から、学校設定科目における探

究学習が、コース全体の取組みとなったことにより、現在の時間配当は全て学年の「総合的な探究の時間」

の中で実施されている。1 週間当たり 1 年次は 1 時間、2 年次・3 年次はそれぞれ 2 時間で実施することと

なっている。次項より、今年度研究員として主な研究の対象とした 3 年生の探究学習について概説する。1.2

年時は研究対象ではなかったため簡潔な報告とする。 

 

3.地域探究学習について 

① 1 年次 

「総合的な学習の時間」を利用して、株式会社マイナビの教材を用いて、課題発見・解決のプロセス、

課題解決の手法等を座学で学んだ。学校の近くにある市立図書館に足を運び、自らの興味関心の近い書籍
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を読んだり、時に地域活動の中心となる図書館の役割を学んだりして自己の興味関心と地域の抱える課題

を近づけた。また、コース独自の講演会の中で、カネボウ陸上競技部（現Kao陸上競技部）監督高岡寿成

氏にオンラインでお話しいただき、一つのことを真剣に続けることの尊さを知り、自ら地域課題を発見し、

解決する方法を模索していくことの重要性を感じることができた。 

 

② 2 年次 

  学校設定科目「グローバル・コミュニケーション」の中で地域と協働した探究学習が本格的に始まる学  

 年である。 

1 学期には地元の商店街を学校から徒歩で訪問し、商店街までの道中、アーケード内の散策、地域の方

との会話の中で、自分のやりたいことと地域の課題の重なる部分をもとに課題を設定し、近いテーマを設

定した者同士でグループを編成した。また、課題発見・解決のプロセスをより具体的にイメージするため

に、ピスタチオ・デザイン株式会社代表の大木賢一氏をお招きしてお話を伺った。デザイナーは、顧客の

課題や問題を解決することを目的に常にモノづくりを行なうことが仕事であるため、モノづくりのプロセ

スを体系化した課題解決のための思考法であるデザイン思考について学ぶことができ、地域課題と自分の

関係をより近くに感じられた。講演の中ではキャラクターデザインについて実践する時間も設けられ、6

月の学園祭では各グループの作成したゆるキャラの人気投票を全校に向けて行ない、1 位に選ばれたキャ

ラクターはその後、探究学習の中で活用される（後述・写真 1）こととなる。 

2 学期からは、主に 1 学期に編成したグループで、いずれも市開催の「これから 100 年 宇部市大構想

‐プレゼンテーション・コンテスト」あるいは「ごみ減量アイデアコンテスト」に応募し、いずれも賞を

いただくこととなった。夏休みや 2 学期はじめ、情報収集のためのフィールドワーク、web や書籍での調

べ学習を行い、設定した課題を解決するためのプランを立案し、発表もしたうえでの応募だったことが受

賞の大きな要因と思われる。2 学期の中間試験後からは、県立宇部工業高等学校と協働して ESDならびに

SDGs について本校内でグループワークや発表を通じて持続可能な社会の実現に向けてより社会課題を自

分ごと化することができた。そのノウハウを活かして、11 月には「宇部市高校生ビジネスプランコンテス

ト 2022」において、2 グループが最終審査に残り、そのうち 1 グループが最優秀賞を受賞した。 

3 学期に入ると、グループのテーマ学習と個々の進路希望をこれまで以上に引き寄せて探究学習に励む

ために、株式会社マイナビの教材を用いて、志望理由書講座及び作成・添削に取り組んだ。また、プレゼ

ンテーションスキルの向上のために、劇団の座長をお招きして発話・身体表現を豊富なアクティビティを

交えて実践的に学んだ。年間を通して、こちらの情報提供を基に地域の活動に積極的に参加した。学年末

には年間の探究学習の成果を中間発表という形で行った。 

③ 3 年次（今年度） 

第 2 学年で形成したグループを引き継ぎ、22 のグループに分かれて探究学習を行った。これまで学習

してきた内容を活かして発表資料を作成すること・探究学習の成果が希望進路に間接的にでも関わること

に重点を置き、11.12 月の学年最終テーマ発表までの授業においては、発表に慣れること、相手に伝わる

スライドや発表スキルを身に付けること、これまでの学習成果を地域との協働を通して実践するために、

自分たちで企画書を作成したり、電話でアポイントメントをとったり、依頼状・御礼状を作成したりする

など、より社会とのつながりを自ら作っていくことを目的として取り組んだ。7 月の中間発表の際から、

発表の良かった点と疑問点・改善点を記入するシートを聞き手の生徒に書いてもらうと同時に、自グルー

プの評価シートにおいて自己分析、フィードバックを行なった。以上が概要であるが、先述の「これまで

の学習成果を地域との協働を通して実践」の部分に関して、時系列で紹介しておきたい。 
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4 月 〇地域のパン屋と協働して校内で販売を実施。⁻グループA⁻ 

・電話でアポをとり、店舗に足を運んでメニュー選びや金額設定 

・2 年次に誕生したゆるキャラのステッカーを作成して配布 

・校内での販売前後で実店舗の売り上げがどう変化したかのまとめ 

・地域活性化・校内の賑わい創出に寄与 

●グループ内の 1 人はこの時の経験を活かしてデザイン系の短期大学に推薦で進学。 

  5 月 〇地域のスイーツ店と協働して校内で販売を実施（写真 2）。⁻グループB⁻ 

    ・電話でアポをとり、店舗に足を運んでメニュー選びや金額設定 

    ・商品流通についての基礎知識を学ぶために市役所を訪問 

    ・SDGs を意識してフードロスを発生させないための工夫として事前の希望調査・前売り券発券 

    ・校内での販売前後で実店舗の売り上げがどう変化したかのまとめ 

・地域活性化・校内の賑わい創出に寄与 

●グループに所属する多くの生徒が、この経験を活かして経済経営系の大学への進学を志し、推薦   

で合格。進学後もソーシャルビジネスの実践を学ぶ希望に満ちている。 

  6 月 〇地域のパン屋と協働して校内で臨時購買を実施（写真 3）。⁻グループC⁻ 

    ・電話でアポをとり、店舗に足を運んでメニュー選びや金額設定 

    ・SDGs を意識してフードロスを発生させないための工夫として前日の売れ残りを安価で販売 

    ・校内での販売前後で実店舗の売り上げがどう変化したかのまとめ 

    ・地域活性化・校内の賑わい創出に寄与 

●グループに所属する生徒の 1 人が、この経験を活かして経済経営系の大学への進学を志し、推薦  

で合格。進学後もソーシャルビジネスの実践を学ぶ希望に満ちている。 

     〇地域の飲食店と協働して、学園祭にキッチンカーを招致。⁻グループD⁻ 

    ・電話でアポをとり、店舗に足を運んでメニュー選びや金額設定 

    ・地域活性化・校内の賑わい創出に寄与 

  8 月 〇宇部市高校生ビジネスプランコンテスト 2023 への挑戦(写真 4)。グループ Cの実践をビジネス  

に。 

    ・地域飲食店との協働が地域活性化を実現し、売り上げを寄付することで、絶対的貧困に苦し     

む国の飢餓を救うことができるという内容。最終審査会に残り、発表の機会を得ることができた。 

  9 月 〇近隣の小学校への金融教育（写真 5）。⁻グループ E⁻ 

    ・テーマ学習の中で、幼少期からの金融教育の重要性について書かれた新聞記事を読む。 

・山口銀行の職員をお招きし、実際に小中高生に金融教育を実施する際のデモ講義を受講・質疑応   

     答・相談。 

    ・学年の前で模擬授業、宇部市立神原小学校の 6 年生を対象に実践。 

●グループに所属する生徒の 1 人が、この経験を活かして子どもを通して地域を活性化するスキル   

を獲得できる大学への進学を志し、推薦で合格。進学後も学びへの希望に満ちている。 

 10 月 〇地域のスイーツ店と協働して校内で販売を実施。⁻グループ F⁻ 

    ・電話でアポをとり、店舗に足を運んでメニュー選びや金額設定 

    ・校内での販売前後で実店舗の売り上げがどう変化したかのまとめ 

    ・地域活性化・校内の賑わい創出に寄与 

     〇近隣の乳腺科クリニックを訪問し、乳がん検診率の向上のために何ができるかをインタビュー 
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（写真 6）。⁻グループG⁻ 

    ●この経験を活かして、放射線技術科学科のある大学に推薦で合格。 

 11 月 〇近隣の県立宇部工業高等学校と協働して ESD ならびに SDGsについて学ぶ。⁻グループH⁻ 

    ・宇部市小野のオリーブ畑・茶畑でフィールドワーク（写真 7） 

    ・校内での成果報告会及び宇部工業高等学校生徒とともにファシリテーター役になりグループワー

クの進行。 

    ●この経験を活かし、ある生徒は教員として、ある生徒は経営者として SDGs に携わりたいと考え

進路を決めた。 

12 月 全グループ校内での研究成果発表会を実施し、最後に高校生活全体を通しての探究学習に関して

のアンケートを実施した。22 グループのうち 1 グループ（グループA）は「やまぐち若者マイプロ

ジェクト」において、校外での研究成果発表会を行った。生徒作成のマスコットキャラクターを活

用して、地域の店舗と協働マスコットキャラクターの存在が学校内外に与える影響の考察。サポー

ターの方からは、「実施前後の収益の変化等データ分析の精度を高める必要がある」との助言をい

ただいた。 

以上のように、慶進高等学校では、「地域課題・社会課題を発見または設定し、課題解決のために必要な

情報を集めて整理・分析し、グループワーク等を経て解決策を考えてまとめ、表現する」という探究学習を

繰り返し行ってきた。これらの探究学習を通じて、2021 年度入学生の地域への帰属意識が高まったのか、持

続可能な地域活性化を実現できそうなのか、アンケート結果をまとめることで考察し、筆者の研究紀要とす

る。県内への進学が第 1 希望だった生徒で、入試結果により県外進学の生徒も中にはいる。また、進学先は

県外であるが、就職は地元企業で地域貢献と考えている生徒もいる。いずれにせよ多数の生徒が探究学習を

通して地域への帰属意識を高めたこと、将来的に地元で活躍してくれるであろうことは期待できそうであ

る。 

【地域への帰属意識という観点】 

〇自由記述に「地域（協働・活性化）」「宇部市」などの語が出てきた生徒 74 名中 58 名（78.3％） 

〇県内の大学等・就職へ確定あるいは第 1 志望の生徒 74 名中 35 名（47.2％） 

 

図1生徒デザインのキャラ  図2スイーツ店との協働    図3パン屋との協働        図 4高校生ビジネスプラン 

コンテスト 

 

 

 

 

 

              

図5小学生への金融教育        図 6乳腺クリニック訪問      図7宇部市小野フィールドワーク 
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「日本史探究」における教材共有の実践的研究 

 

 

寺 崎 仁 樹 愛光中学・高等学校 

 

１ はじめに 

 平成 30年告示学習指導要領では、従来の科目の枠組みや内容の大幅な刷新がなされた。地理歴史科では

歴史総合、地理総合が必修科目となり、さらに各科に探究科目が設定された。本年令和 5 年度は多くの学

校で地歴の探究科目実施の初年度であったと思われる。筆者は日本史を専門とするが、試みに日本史探究

の学習指導要領の内容を覗いてみると、「1 目標」の冒頭に「諸資料から我が国の歴史に関する様々な情報

を適切かつ効果的に調べまとめる技能を身に付ける」（文部科学省 2018：63）とある。この科目のなによ

りの目標は「諸資料」を活用して情報収集し、まとめることだというのである。 

 つづいて「2 内容」の諸項目でも、全て冒頭に「諸資料を活用」するという文言が付されている。この

流れはこれ以前の学習指導要領からの継続したものであるが、今回、明快に諸資料をベースにした授業展

開が求められるようになったと理解されるべきであろう。 

 本稿では、こうした学習指導要領の要請に基づいて、諸資料を活用した授業を全面展開（全授業での展

開）することを前提に、これによって生じる困難の克復を目的とした実践を紹介するものである。 

 

２ 問題の所在 

 筆者は、新指導要領対象となる令和 4 年度入学生以前から、新指導要領を見据えて、令和 3 年度入学生

の日本史Ａ・日本史Ｂの授業で、諸資料を活用する授業の全面展開を行っていた。歴史における諸資料とは

様々考えられるが、その主たるものは史料であり、この授業のあり方を仮に史料Based Learning（SBL）と

名付けた。SBL を実践するにあたり、どのように教材を作成するかを模索したが、大きく 3 つの問題点が

立ちはだかった。 

 1 点目は、教材作成の煩雑さである。作成の手順については別稿で触れたが（寺崎 2021）、とにかく膨

大な手間がかかる。作成のための時間をどのように確保するかが大問題であった。 

 2点目は、1点目の問題を避けようとして、アウトソーシングした場合に生じる。例えば高大連携歴史教

育研究会はホームページ上で、教材案を提示しており優れた成果も多数ある。また教材会社からも教材集

という形で販売されたものもあり、かなりお手軽と言える。しかしこれらの教材は、他者である教材作成者

の意図が見えづらく、授業者が単に形式的に資料を使った授業の展開を行う可能性が高まり、授業者の内

発的な動機が希薄となる。例えば上記ホームページ上には、作成者の居住地で展開した近世の一揆を題材

とした教材があった。これ自体はアイデアも内容も大変興味深いものである。しかし現在愛媛県という他

県に居住している筆者にとっては、これを用いて行う必然性はない。むしろ折角身近な地域の事例を引く

ことで生徒の興味・関心を引くことを意図された教材の意味を殺してしまうことになりかねない。理想論

と言えばそうかもしれないが、そのような手軽なのでそこにある教材を特に意味もなく使用する、授業の

ための授業にどのような価値があるのだろうか。それが 2点目の問題点であった。 

 3点目は、では自作の教材を作成しようとした際に、専門性の問題が大きな壁となる。筆者は大学院で日

本近世史を研究していた。近世史の史料ならばある程度、原文ママでも読み取ることも、解釈することも出

来る。しかし古代史や中世史史料となると原文ママでは読むことは困難であるし、近代史ではどのような

史料がどこに所在するかを調べるのも、あまりよく分からない。これはそのまま、教材作成における障壁と
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なってしまう。 

 そのような問題点を解決するための手段として、かつて、地域的に形成された小グループで教材を作成

し共有することを提案した。（寺崎 2021）本課題研究は単なる構想であったこの提案を実践する試みであ

る。このグループは地域的に閉じているために、相互に顔が見えやすく教材の作成意図を共有しやすい。し

かも複数人で分担するので、一人ひとりの負担感は軽減される。さらに、専門性の異なるメンバーをそろえ

ることも合わせて、上記の諸問題点の解決に資すると考えた。またＤＸ時代という背景から、可能なことは

全てオンライン上で行うことを目指した。こちらは従来より個人的に進めていた活動の延長に位置づけた。

（寺崎 2022） 

 

３ 教材共有の実践 

あ SBLの経験と有用性の確認 

 前節で述べたようなグループに参加していただくとなると、SBL を経験していただき、その有用性を納

得していただく必要が生じる。また指導する教員だけでなく、その授業に参加する生徒にも、この形式によ

る学習に意味を見出してもらうことも必要となる。筆者自身はこのいずれも経験しているが、グループに

参加してもらうために、この実践に協力いただける先生方に、過去に筆者が作成した教材を共有し、その作

成意図を説明（4 月）、さらに各先生方での改変をお願いして、SBL を実践いただいた（6・7 月）。この中

で実施していただいた先生方からは、「史料に語らせるのが歴史学的な考え方からしてもベスト」、「歴史教

育に根本不可欠なもののように思える」、あるいは「生徒が史料をよんで、議論している様子を見られて、

興味を持ってもらっているというのを感じた」など、教員、生徒ともに意義あるものとご理解いただけた。 

 

い 教材作成の実践と共有 

 以上を前提として、今後、自ら作成した教材を、他者に使ってもらうための教材作成作業を行った（8〜

10月）。これは 11月に実際に授業を行うためのもので、11月にどの単元を授業しているかの共有に始まり、

何をテーマにするかを作成者と利用者が議論を交わしながら進めた。途中、数度のリアル対面による会議

を挟みつつ、次回までの作業到達目標を共有し、基本的な議論は Google Chat で、必要な史資料の共有は

Google Drive で行った。これらは参加者全員が見られる状態にしており、作成者・利用者以外も議論に加わ

った。 

 夏から秋にかけての学校行事が集中する中で、なかなか対面での研究会日程を取ることは難しかったの

だが、途中途中の議論がオンライン上で、タイムラグを孕みつつも、比較的スムーズに進行したものと思わ

れる。また自分が使用するものではなく、他者が使用するものであるという点も、作成者に一定の責任感を

生み、作業進行のインセンティブになったように思われる。改めて協力いただい方には、お忙しいなかで時

間を作っていただき感謝に耐えない。 

 さて 11月上旬までには、作成された教材はGoogle Drive 上で共有された。この段階で改めて利用者は作

成者の作成意図を確認し、その上で原本をコピーして改変し、自らの授業にフィットするよう調整した。教

材をデジタルに作成したこと、改変の相互承認を行ったことで、より使用者の意図に近づくようにできる

ことは、この形式のメリットと言える。そうして、11月末までに各先生方に授業実践をやっていただいた。

実践の報告会をリアルで行い、その利点や問題点を共有し、本稿執筆時点では各自で教材のブラッシュア

ップを行ってもらっている。 

 以下に、その際の具体的な作業工程を例示し、紹介したい。 

①8月 1学期に行った授業実践を研究会で共有 
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SBLの教育効果の高さの確認 

研究会参加者の秋以降の授業予定の確認 

誰が誰の教材を相互に作成するかの選定 

研究員Ａ氏は、研究員Ｂ氏が秋に実施する教材を作成することに 

おおよその単元としてＢ氏は 1920年代の内政を指定 

②9月 オンライン上で具体的に何を扱うかをＡ・Ｂ両氏と議論 

なかなか固まらず、リアルの研究会実施 

研究会で「憲政の常道」について作成することの確認 

③10月 Ａ氏は県立図書館で資料を収集 

各政党機関紙と中立地方紙の選挙前後の記事を印刷 

これと吉野作造の論文を基本史料とする 

教材のたたき台を作成 

月末のリアル研究会に提出 

研究員から修正すべき点を提示 

Ａ氏は上記の指摘を受けて改変 

Google Drive にて共有 

④11月 Ｂ氏はＡ氏作成の教材を改変 

勤務校高校 3年生を対象に授業を実践 

11月末にリアル研究会で実践報告 

う 本実践の利点 

 本実践は「2 問題の所在」で述べた点の克服を目的としている。その点での実践者の感想・意見を取り

上げ、本実践の利点をまとめたい。 

 まず教材作成に膨大な時間がかかるという点についてである。仮にこれを一人でやるとしたならばどの

程度の頻度で可能か（どの程度の頻度で 1 単元分の教材作成が可能か）という質問に対して、多くが学期

に 1 回程度との回答であった。今回、協力いただいた実践者は 4 名なので、この回答の通りならば、全員

合わせると年間で 12単元分の教材作成が可能となる。1 単元 3コマ程度で考えているので、計 36コマとな

り、3年間で 108コマ分の教材作成となる。これは 3単位の日本史探究１年分のコマ数に相当する。少人数

でも教材作成グループを構成することで、こうしたことが可能となるのは大きな利点と言えよう。 

2 つ目は、他者の作った教材で授業者が内発的な動機を持てるかという点であった。この点については、

作成過程に授業者がある程度携わったり、少人数で顔が見えるグループであるからこそ、作成者から作成

意図を直接聞けるという点で克服できたというご意見を頂いた。またそれらの作業が前提とはなるが、「自

分で作ったものは・・・客観的な視野が欠如してしまうおそれがあるので、他者の作った教材を扱うのは意

味があると思う」というご意見もあった。作成意図が共有されているゆえに、他者の作成した教材の優位性

が活かされているものと理解している。 

3 つ目に、専門性の相互補完である。日本史は一般に、古代史、中世史、近世史、近代史に区分するが、

今回の参加メンバーでは古代史を除く時代を、それぞれ専門にする方々に集まっていただいた。実践を行

った時期が秋であったことも手伝って、古代史の教材を作成する必要がなかったという条件もあったが、

ほとんどの先生方に、ご自身が専門とする時代の教材を作成いただくこととなった。この点は、作成者の先

生方も、より身近な分野の教材を作成でき、負担が軽減されたとの感想を頂けた。 

作成教材の一例 
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 派生的な利点ではあるが、SBL を経験した生徒からの反応が総じて肯定的であった点も挙げられる。生

徒の反応としては「日本史の授業がただ覚えるだけでなく物語性をもって取り組めるようになった」、「受

験の歴史というだけでなく、様々な場面で使えそうな汎用的な力が身についた」、「授業では扱わない部分

についても関連して理解できるようになった」などの意見が見られた。SBL の方法的な利点の一つと言え

る。この点に関しては山川出版社の教科書『詳説日本史』の執筆者であり、当研究会で助言・指導を頂いた

東京大学大学院准教授の村和明氏からも、新科目「日本史探究」の目指すものであり、意義ある取り組みと

の評価を受けた。 

  

４ おわりに 

 結びに代えて、本実践の現状の課題と今後の見通しを述べたい。 

 本実践における現状の課題としては、以下の 2点が挙げられる。1点目はメンバーの補強である。途中に

も書いたが、古代史を専門とするメンバーが現状はいないので、まずは一人でも古代史の専門家に加わっ

ていただきたい。2 点目は SBL の問題点である。この方法そのものの有用性は高いと思われるが、以下の

2 点で問題を抱えていると認識している。1 点目は歴史をマクロ的に見る視点が欠けがちになる点である。

史料を使って、ある事象について詳細に追う方法を用いているために、扱った部分以外に目が届きにくく

なっていることは実感するし、同時にそのことは受験科目・受験対策の授業としては、現状の受験制度を考

えると、物足りない生徒も出てくるだろう。2点目は、ある意味でマンネリ化しやすい点である。これは講

義型の授業もそうであろうが、手法を変えないと生徒も飽きてしまうこともあるだろう。 

 以上を踏まえて、今後の見通しである。1点目の課題に対しては、まずは本実践の成果を踏まえて地域で

メンバーを増やしていくことを目標としたい。そうして専門性の問題を克服していきたい。ただし、少人数

であることもこの実践参加者の責任感を担保するものでもあるので、適度に分裂させながら、SBL の手法

を誰もが、主体的に参加できる活動を目指そうと考えている。2 点目の課題に対しては、必ずしも SBL の

手法に拘泥しないことも必要かと考えている。筆者は新指導要領への対応の取り組みとして、かつて問づ

くりの手法（寺崎 2019）やホットシートの手法（寺崎 2020）を実践し、紹介した。また近年は同様の対

応として優れた手法が数多く紹介されている。こうした手法に学びつつ、さまざまな手法のハイブリッド

も検討していこうと考えている。 

 
参考文献 
金子勇太・梨子田喬・皆川雅樹，2023，『歴史総合の授業と評価――高校歴史教育コトハジメ』清水書院. 
高大連携歴史教育研究会ホームページ（最終閲覧日：2024年 1月 15日） https://kodai-kyozai2.org/ 
寺崎 仁樹，2019，「教科書精読を通じた問いづくり」皆川雅樹・前川修一・梨子田喬編『歴史教育「再」入門』，清水

書院，196-203. 
寺崎 仁樹，2020，「「日本史探究」・「総合的探究の時間」へとつなぐ，現行指導要領下の教科指導の実践的研究」『日本
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学校教育相談の現状とこれからの課題 

―社会的な自立に向けた探求的な学びのサポート― 

牟 田 孝 子 佐賀女子短期大学付属佐賀女子高等学校 

１．はじめに 

2022 年 12 月、12 年ぶりに「生徒指導提要」が

改訂、通知された。「生徒指導提要」は、生徒指導

に関する学校教職員向けのガイドラインとして

2010 年に策定されたが、時代の変化や多様化する

教育的ニーズに対応していくために、今回大幅な

見直しとなった。特に、第Ⅰ部「生徒指導の基本

的な進め方」第 3 章「チーム学校による生徒指導

体制」では、生徒指導と教育相談が一体となった

チーム支援について、第Ⅱ部「個別の課題に対す

る生徒指導」では、第 10 章「不登校」をはじめ「個

別の課題」について未然防止、早期発見の観点か

ら詳細に示されている。今まで以上に「チーム学

校」としての支援の必要性とともに、学校におけ

る教育相談の充実が求められている。 

2023 年 10 月文部科学省による「令和 4 年度児

童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査」では、高等学校における長期欠席

者数は 122,771 人、このうち不登校によるものは

60,575 人となっている。また、中途退学者数は

43,401 人。長期欠席者数、不登校者数、中途退学

者数ともに前年度より増加しており、小中学校を

含めた不登校者数は 30 万を超え過去最高の結果

となった。 

本校においては、ここ数年、長期欠席者数、不

登校者数、中途退学者数の大きな増減は見られな

いものの、生徒一人一人の教育的ニーズは多様化、

深刻化し、その対応の困難さから教職員の負担が

大きくなっている。また、コロナ禍の学校教育へ

の影響もあり、「従来の…」指導・支援では、容易

に解決できないことも多くなってきている。生徒

指導提要に示されているような「チーム学校」と

しての体制の構築が急務であり、教育相談を中心

とした生徒支援の新たな取り組みが必要だと考え

られる。 

２．現状と課題 

＊新しい時代に求められる学校教育相談 

現状を把握するために本校教職員にアンケー

トを実施した。また、県内の小中学校での校内

研における意見から現状と課題についてまとめ

てみた。 

集計結果を分析すると 

表２ 

問１ 問２ 

問３ 問４ 

表 1 

質問事項 

問 1 生徒支援において、負担を感じ

ることがありますか。 

問 2 保護者対応において、負担を感

じることがありますか。 

問３ 特別支援教育に関する知識や理

解はありますか。 

問４ 発達障害および特性のある生徒

への対応に困難さを感じたこと

がありますか。 

表 
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問 1、問 2 の生徒支援や保護者対応への負担

については表 2 の集計結果が示すように半数以

上が「ある」「どちらかといえばある」と答えて

いる。具体的な回答として 

問 1 では、 

・多様な要因をもつ生徒がいて、生徒の状態や

支援の方法等あまりにも自分の知識が浅く手探

りになってしまう。 

・登校できない生徒への対応により、クラス運

営や部活指導に十分な時間がとれない。 

・共有する機会やアドバイスをシェア出来る時

間がほしい。 

問 2 では 

・生徒を共通理解したいという思いとクレーム

につながらないかという思いの葛藤がある。 

・攻撃的な態度への対応にはストレスを感じる。 

・勤務時間外の対応も多く、どこまで担任が対

応すべきか考えてしまう。 

以上のことから、特に担任の心理的負担や対

応時間の負担が深刻であることが分かる。 

問 3、問 4 は、専門的対応が求められる特別

支援教育に関する質問であったが、生徒への対

応の困難さを約 70％が感じている一方で、知識

や理解について同じように約 70％が「ない」「ど

ちらかといえばない」と回答している。 

具体的な回答として 

問 3 では 

・知識はほぼ無いに等しいが、生徒一人一人に

対する支援の重要性は理解しているつもり。 

・高等学校における特別支援の在り方について

理解したい。 

問 4 では 

・どこまでが特性かの判断や対応に困難さを感

じる。 

・集団や社会になじめない生徒への対応が難し

い。 

・意思の疎通が出来ているかどうか分からない。 

などの回答があった。2007 年にスタートした特

別支援教育は、高等学校においても重要な課題

となっていると考えられる。 

 この一年間、県内の小中高の校内研への依頼

があった際、同じようなアンケートを実施した。

そこで見えてきたことは、本校だけでなく、学

校教育において同じような課題を教職員の負担

になっていることが分かった。もちろん子ども

の発達段階によって詳細は違うものの、校種間

の差はあまりなく、授業や行事等といった本来

の教育よりも一人一人の教育的ニーズへの対応

が課題となっていることが分かった。校種別に

子どもの課題を見ると、小学校においては「教

室を飛び出す」「活動の切り替えが出来ない」な

ど集団の学びに関することが多く、中学校では、

「感情のコントロールが難しい」「集団が苦手」

といった心理的な課題に関することが多くなっ

ている。義務教育後の高等学校においては、単

位修得という大きな課題があり、小中の課題と

されたことが大きく影響してくることになる。

私自身、小中高での勤務経験があり、子どもた

ちの発達段階に応じた課題に直面し必要に応じ

て保護者対応も行ってきたが、高等学校におけ

る支援は容易ではないと感じている。 

表 3 のように近年の不登校児童生徒数の増加

だけでなく、特別支援学級の増加という現状の

中で、一人一人の教育的ニーズに対してどのよ

うに対応していくかは、今後の高等学校におけ

る重要な課題であり、教育相談の領域であると

考えられる。 

表 3 
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３．取り組み 

＊「チーム学校」としての学校教育相談体制の

構築 

 ・2022 年度・・・体制の見直し 

保健衛生部の中で「保健」「教育相談」を分割し、

連携を図りながらも役割分担を明確化すること

で体制の充実を目指す。 

・2023 年度 

・・・「サポートルーム」の設置（教育相談室） 

新年度スタートの直前、2023 年 3 月文部科学省

から不登校対策として「COCOLOプラン」 

が取りまとめられ通知された。「誰一人取り残さ  

れない学びの保障に向けた不登校対策」として

分かりやすくまとめられており、本校の体制構

築の大きな手がかりとして活用している。 

「サポートルーム」の運用にあたっては担当職

員の他に支援員を配置し、職員が不在になるこ

とがないようにした。生徒の利用については「ス

テップとしての一時利用」を基本に、図 1 のよ

うな流れで試みることとした。 

         図 1 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・担当者の増員と保健室との連携 

「サポートルーム」設置により、職員の常駐が

可能になるように担当者を 5 名に増員。教育相

談主任は、養護教諭 2 名との情報共有の時間を

設定し連携を深めるようにした。 

・・・入学前の相談会 

中学校まで、不登校や長期欠席あるいは特別支

援学級等において少人数の学んできた生徒への

支援として実施。入試時や入学後の合理的配慮

の申し出（図 2）があった生徒だけでなく、希望

する生徒保護者を対象とした。同時に、入学関

係書類に教育相談への周知も加えた。目的とし

ては、①単位修得に向けた授業参加について理

解を深めること②支援体制の周知③保護者並び

に関係機関との連携を中心とし、見通しをもつ

ことで安心した高校生活がスタートできること

を目指した。 

          図 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・職員研修 

入学前の面談、中高連絡会での情報をまとめ共

通理解を図った。同時に、必要な配慮や手立て

についても全体で把握し、さらに、学年を中心

に生徒対応について検討を行う。 

・・・シェアリングシートの活用 

サポートルーム担当者で各学年の担当を決め、

日々の出席状況をシートに入力し、欠席が続く

場合は、担任や学年に確認を行い、早期の対応

につなげる。 

・・・年 2 回の QUの実施と活用についての 

研修会の実施 

これまでは年 1 回の実施であったが、2 回実施

することで生徒個人やクラスの変容を理解し、

日常の指導や支援につなげることを目的とした。

効果的な活用ができるように県の教育センター

所員による研修会を実施する。 

・・・スクールカウンセラーの活用 

 2 人の公認心理士に委託し、週 1.5 日面談日を設

定。5 月には全校生徒対象に SCの講話を聞く機

会を設け、気軽に相談できることを周知する。 

本人・保護者

担任

学年主任教育相談主任

教務・管理職
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・・・「サポートルーム」からのお知らせ 

学期ごとに通信を発行し、教育相談体制の周知

と理解を図る。 

・・・支援会議の実施 

毎週火曜日に、SC、サポートルーム担当者、養

護教諭での情報共有の時間を設ける。図 3 のよ

うに必要に応じて対策を講じていく。 

          図 3 

            
・・・教職員対象の研修会の実施 

教職員アンケートから専門的な知識や理解を深

める必要性があると考え、年に 3 回の研修会を

実施した。7 月には児童精神科医の三木崇弘先

生による特別支援教育、不登校対策をテーマに

講演会を開催した。 

・・・先進校視察 

先進的な取り組みを行っている県内の公立高校

を担当者で訪問する。 

・・・「社会的自立に向けた探求的な学び」への

取り組み 

 ・「サポートルーム」では 

 卒業後の社会的自立を考え、将来の在り方や自

己理解を探求と捉え、自己決定力を重視した対

応を心がけている。支援を 3 つの段階に分け、 

第 1 段階…支援者からの具体的提示による決定

第 2 段階…支援者からの選択肢提示による決定

第 3 段階…自己の意思による決定 

自己決定する力を育てることを目指している。

また、利用する生徒一人一人の状況に配慮しつ

つ「できる」を実感できる機会が得られるよう

に、例えば、教室での授業に参加できない生徒

の学習や実習を教科担当者と連携し「サポート

ルーム」で学習支援を実施している。 

 ・学級では 

日常の学校生活で「自己有用感」「自己肯定感」

につながる機会を得られるような学級づくりに

取り組んだ。QU の結果をもとに、お互いが認

め合う場面を設定したり、ポジティブ行動支援

やソーシャルスキルトレーニングを実施したり

することで、生徒たちの自主性を育みクラス力

を高めた。アンケートでは、約 80％の生徒が「自

分なりに成長できた」と一年を振り返っている。 

・・・「Sajo ほっとライン」の活用 

生徒たちが周囲を気にせずいつでも相談できる

ように Forms（図 4）で行うようにする。 

          図4 

 

 

 

 

 

 

 

4．今後の課題 

学校における教育相談の役割には、不登校だ

けではない。安心して学校生活を過ごせるため

に、それぞれのニーズに合わせたサポートが求

められる。何よりも社会的自立に向けたまずは、

担当者の専門性を高める必要があり、同時に教

職員の学びの場の設定が必要であると考えられ

る。次にチーム力。校内だけでなく、生徒、保

護者、必要な専門機関や関係機関等と「つなぐ」

「つながる」支援は不可欠であると考えられる。 

5．さいごに 

「令和の日本型学校教育」「個別最適な学び」

「遠隔教育活用」を目指し、どのように取り組

んでいくのか。最新の情報もとに新たな視点で

学校教育相談に取り組んでいきたいと思う。 

 

参考文献 
伊東美奈子，2022，『不登校の理解と支援のためのハ

ンドブュク』 
若林上総他，2023，『学校全体で取り組むポジティブ

行動支援スタートガイド』 
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地域資源を活かした探究活動の在り方 

桝 田 亮太郎 玉名女子高等学校 

1 研究の背景 

令和元年 12月 20日に閣議決定された第 2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、「若者の修学・

就業による地方への定着の推進」が目標として掲げられ、高等学校の機能強化について提言されている。特

に、地域社会と高等学校の協働によるコンソーシアムの構築や、地域社会と高等学校をつなぐコーディネ

ーターの配置・活用、キャリア教育など、地域と高等学校が連携・協働して、地域課題の解決等の探究的な

学びを実現する取組等が求められている。また、公立学校におけるコミュニティ・スクール導入や高等学校

の普通科改革が全国的に進む中で、地域社会における私立高等学校の魅力を高めていくことがますます重

要になっている。 

本校は、熊本県北部の玉名市（人口約 6万人）に立地している。玉名市は、2022年に国が「過疎地域の

持続的発展の支援に関する特別措置法」で財政支援する「過疎地域」に追加されるなど人口減少の一途をた

どっており、特に若年層の流出が著しい地域となっている。このような地域に立地する本校が、今後も持続

可能な教育を行っていく上で必要なのは、地域から必要とされる学校になっていくことである。本校普通

科特進コースでは、地域社会との接点を「総合的な探究の時間」に求め、市役所や地域企業の協力を仰ぎな

がら、地域課題の解決に取り組んできた。活動を行っていく中で感じた課題は、自治体との連携の在り方や

方向性の調整に時間がかかってしまい、体系的な活動ができるようになるまで時間的・予算的な制約が生

じるという点である。そういった制約が生徒の活動の妨げにつながることを防ぐ観点から、私立高等学校

は今後どのような探究活動を行うべきなのか考察したいと思ったのが、本研究のきっかけである。 

2 研究の目的 

これまでの本校・他校の探究活動の事例を踏まえつつ、地域資源（自然環境、人的資源、企業や各種団体

など）を活かした探究活動の方向性について考察することを目的とする。 

研究資料として、九州・四国・中国地方の自治体（私立高等学校が存在する県庁、市役所、町役場等）と

私立高等学校にアンケートを実施した。アンケートの目的は、地方自治体と高等学校の協働の在り方につ

いての情報を収集・共有し、高等学校と地域社会をつなぐ人材の位置づけや役割、教育課程の充実等に関す

る今後の方向性について、多様な視点で検討を進めるためである。 

本研究では、まず、地域社会における私立高等学校の在り方や自治体との連携の方向性等についての課

題をアンケート結果から抽出・分析する。次に、分析した内容を整理し、今後の探究活動における方向性に

ついて考察する。 

3 対象団体とアンケート回収数（回収率） 

九州・四国・中国地方の自治体  200団体 回収数 75 回収率 37.50％ 

九州・四国・中国地方の私立高校 266校  回収数 84 回収率 31.58％ 

4 アンケート内容と結果（概要） 

結果は下線部。パーセンテージは、回答数に対する割合。なお、単数回答の回答割合の合計は、四捨五入
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の関係で 100%にならない場合がある。また、複数回答の回答数の合計は調査数を超えることがあるとと

もに、回答割合の合計は 100%を超えることがある。 

⑴ 私立高等学校へのアンケート（小項目は、一部省略している。）

① 「総合的な探究の時間」専任担当者・責任者の有無（ いる 57.1％ いない 42.9％ ）

② 「総合的な探究の時間」において、地域資源の活用を想定したカリキュラムの有無

（ 3年間の体系的カリキュラム 28.6％ 各学年・コース 48.8％ ない 27.4％ ）

③ 探究活動に特化した学科・コース、学校設定科目の有無（ ある 22.8％ ない 77.2％ ）

④ 「総合的な探究の時間」や学校内外での探究活動における地域資源活用の頻度

（ 常に活用 6.0％ 内容に応じて活用 63.1％ ほとんどない 23.8％ まったくない 9.5％ ）

⑤ 高校側（学校教職員など）から地域に協働を呼びかける部署、担当者、体制の有無

（ ある 35.7％ ない 64.3％ ）

⑥ 地域社会の方から高校に協働を呼びかける組織の有無

（ ある 17.9％ ない 25.0％ わからない 39.3％ ）

⑦ 地域資源を活かした探究活動の成果を、地域社会に発信する場の有無

（ 定期的・不定期である 27.7％ 校内発表のみ 41.0％ ない 31.3％ ）

⑧ 「総合的な探究の時間」が地域社会との協働を想定したカリキュラムになっているかどうか

（ なっている 6.0％ 一部の学年・学科等でなっている 56.6％ なっていない 38.6％ ）

⑨ 「総合的な探究の時間」や探究活動における教員以外の大人との協働時間の割合

（ 教員のみ 51.2％ 教員以外の大人も参加 38.1％ 教員を含めた大人との協働は少ない 20.2％ ）

⑩ 「総合的な探究の時間」や探究活動の、地域社会での認知度

（ 認知されている 4.8％ おおむね認知されている 13.3％ 認知されていない 81.9％ ）

⑪ 「総合的な探究の時間」や探究活動において、協働することが多い組織や個人の所属・形態

（ 学校関係 78.8％ 自治体 44.0％ 企業 74.6％ 各種団体 26.7％ 保護者・卒業生 42.7％ ）

⑫ 「総合的な探究の時間」や探究活動において活用している地域資源の種類

 （ 人的資源75.7％ 自然環境31.1％ 産業遺産16.2％ 施設17.6％ 企業36.5％ 大学等39.2％ ）

⑬ 地域社会との連携や協働を進めていく上での課題や問題点、提言など

（ 学校側の都合と地域社会の都合を合わせるのが難しく継続的な取り組みが難しい。など ）

⑵ 自治体へのアンケート

⑭ 高等学校（公立・私立）に対するコーディネーター機能および組織の有無

（ ある 29.8％ ない 70.2％ ）

⑮ 高等学校（公立・私立）に対して、協力や斡旋等を行う人材の有無

（ 担当者がいる 18.7％ 取り組みに応じて 26.7％ 外部人材 5.3％ いない 50.7％）

⑯ 公立高等学校と各自治体との協働組織体制の有無

（ ある 31.5％ ない 68.5％ ）

⑰ 公立高等学校と各自治体との協働実績の有無

（ 探究の時間 73.8％ 探究の時間以外 45.9％ 地域活動への参加依頼 60.7％ ）

⑱ 各自治体にある公立高等学校の「総合的な探究の時間」や探究活動の、地域社会での認知度

（ 認知 5.4％ おおむね認知 29.7％ あまり認知されていない 31.1％ わからない 33.8％ ）
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⑲ 私立高等学校と各自治体との協働組織体制の有無

（ ある 7.0％ ない 93.0％ ）

⑳ 私立高等学校と各自治体との協働実績の有無

（ 探究の時間 45.2％ 探究の時間以外 32.3％ 地域活動への参加依頼 58.1％ ）

㉑ 各自治体にある私立高等学校の「総合的な探究の時間」や探究活動の、地域社会での認知度 

  （ 認知 0.0％ おおむね認知 16.7％ あまり認知されていない 25.8％ わからない 57.6％ ） 

㉒ 私立高等学校と自治体・地域社会とが連携や協働を進めていく上での課題や問題点、提言など 

（ 自治体側から私立高等学校に対して依頼等する機会はほとんどなく、また私立高等学校からの

依頼もない状態である。連携や協働を進めるための前提となるつながりづくりや関係構築が必要で

ある。など ） 

5 比較・分析 

自治体へのアンケートでは、公立高等学校や私立高等学校との協働実績、探究活動への認知度について

質問した。設問 ⑰・⑱、⑳・㉑ の設問は小項目に分かれており、以下に示して比較する。表 1は設問 ⑰ 

と⑳ を比較したもの、表 2は設問 ⑱と㉑ を比較したものである。 

表 1 設問 ⑰ ・ ⑳ の比較 

表 2 設問 ⑱ ・ ㉑ の比較 

 表 1の⑴～⑷からは、公立高等学校に比べると私立高等学校から自治体への協力依頼数が少ないこと（公

立：113件、私立：34件）が読み取れる。また表 2からは、地域社会における高等学校の探究活動の認知度

が公立・私立ともに低いが、私立高等学校の認知度は特に低いことが読み取れる。さらに、表 1 の⑸から

は、自治体からの依頼に対して私立高等学校の参加が少ない様子も読み取れる。 

回答数 ％ 回答数 ％

⑴ 高校からの依頼により、「総合的な探究の時間」（調査、プロジェクト等）に協力や
参加をした。

45 73.8 14 45.2

⑵ 高校からの依頼により、「総合的な探究の時間」以外の授業や学校活動に協力や
参加をした。

28 45.9 10 32.3

⑶ 高校からの依頼により、地域の人材や地元企業を紹介した。 28 45.9 7 22.6

⑷ 高校からの依頼により、授業計画や教育課程の策定に参加した。 12 19.7 3 9.7

⑸ 高校や生徒に対して、地域活動（地域の魅力づくり、街づくり等）への参加を依頼
し、生徒が参加した。

37 60.7 18 58.1

公　立 私　立
　高等学校と自治体との協働実績の有無

回答数 ％ 回答数 ％

⑴ 認知されている。 4 5.4 0 0

⑵ おおむね認知されている。 22 29.7 11 16.7

⑶ あまり認知されていない。 23 31.1 17 25.8

⑷ わからない。 25 33.8 38 57.6

公　立 私　立
　高等学校の「総合的な探究の時間」の地域社会での認知度
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私立高等学校への設問 ⑦「地域資源を活かした探究活動の成果を、地域社会に発信する場の有無」では、

発信の場が「校内発表のみ 41.0％ ない 31.3％」となっている。また、設問 ⑨「探究活動における教員以

外の大人との協働時間の割合」では、「教員のみ」が 51.2％、「教員を含めた大人との協働は少ない」が 20.2％

となっており、地域社会の大人との協働がほとんど行われていないことが読み取れる。 

以上の結果からは、「地域社会や自治体に依頼せず、協力せず、発信しない」といった私立高等学校の内

向的なイメージが想起される。私立高等学校への設問 ⑬「地域社会との連携や協働を進めていく上での課

題や問題点、提言など」では、以下のような回答（一部抜粋）が見られ、地域社会との連携を手探りで行っ

ている様子が見られた。 

■ 時間的制約が大きく、日程調整が難しい。

■ 地域社会との繋がり、また、活動の進め方がわからない。

■ 地域と協働、連携していく上でどういった所からスタートしていけばよいかがわからない。

 自治体との関係性が希薄である一方で、設問 ⑪「協働することが多い組織や個人の所属・形態」では、

自治体 44.0％に対して企業 74.6％となっており、企業との協働が多いことが読み取れる。設問 ⑪の小項目

別回答では、「地域の企業との協働」が 39件（52.0％）となっており、地元企業との協働に重きを置いて活

動している私立高等学校が半数を占めている。 

6 まとめ 

「総合的な探究の時間」では、実社会や実生活において活かすことのできる資質や能力の育成が期待さ

れており、学校においては、生徒自身の自己の在り方・生き方と一体的で不可分な課題を自ら発見し、解決

していくような学びを展開していくことが求められている。そのため、実社会や実生活との接点、他者や社

会との関わりを生み出す体制づくりと指導計画の策定が、学校や教員に求められる。また、文部科学省の

「新時代に対応した高等学校改革推進事業（普通科改革支援事業）」採択校の教育課程の特徴からも読み取

れる通り、地域資源を活かした探究活動が学校教育、教育行政のトレンドになりつつある。地域社会の期待

や教育行政の要請、世間の価値観の変化などによって探究活動の在り方や方向性を整え、地域社会に生徒

をつないでいく教育的なインフラの整備が必要だと感じている。 

 本研究を進めていく中で、誰のための探究活動なのか、なぜ地域社会で学ぶ必要性があるのかについて、

自問する機会が増えた。本校普通科特進コースでも、地域課題の解決に取り組む活動を行ってきたが、市役

所や地域企業、そしてそこで働く大人たちは、生徒の活動に熱心に協力してくれた。生徒が行わなければな

らない役割や接する大人の人数は圧倒的に多く、生徒自身の社会性の涵養やスキルアップに繋がったし、

地域社会の魅力向上に貢献できたという達成感を生徒は感じることができた。 

私学教員が日々の授業や業務に手一杯で内向的になるのは、とても共感できる。しかし、地域の大人と協

働しながら生徒を成長させていく場をつくることも重要であると、本研究を通じて再認識した。 
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